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総括研究報告書

生活習慣病予防の労働生産性への影響を含めた経済影響分析に関する研究

研究代表者 尾形 裕也 九州大学 名誉教授

研究要旨 

 生活習慣病及びその予防が社会・経済全体に及ぼす影響を分析するためには、疾病による医療費の

負担に加えて、疾病及び健康状態が労働生産性に対して与える影響を含めた経済影響の観点からの分

析が重要である。本研究においては、生活習慣病等の疾病及びその予防施策の経済影響分析に関する

国際動向を踏まえた上で、日本のデータに基づく実証研究を展開し、政策的な示唆を得ることを目的と

する。本年度は、2 年間の研究の 2 年目として、次のような研究を行った。また研究成果について、国際

的な視点から意見交換を行うため、2019 年 2 月に東京で国際ワークショップを開催した。 

① 健康と労働生産性の関係に関する労働経済学的研究

本分担研究では、生活習慣病等の疾病及びその予防施策の経済的効果について、労働経済学的

な観点から、定量的なデータ分析と定性的なインタビュー調査の双方を実施した。本年度は、全国土

木建築国民健康保険組合の所属企業・事業所レベルのレセプト情報・健診情報をアンケート調査情報

と紐付け、同一企業を追跡したパネルデータを構築し、健康と労働生産性に関して、計量経済学の分

析手法を用いた分析を進めた。また、欧州各国の大学や研究機関・国際機関の専門家に対してインタ

ビュー調査を実施し、欧州労働者の働き方、労働市場改革の動向、労働と健康、生産性との関係など

について、幅広く意見交換を行った。データ分析の結果、生活習慣病医療費とメンタルヘルス関連医

療費については、企業業績と統計的に有意な関係性があることが示された。具体的には、生活習慣病

医療費（１人当たり）が１万円減少すると、翌年の労働生産性が1.9%上昇する可能性や、メンタルヘルス

関連医療費が 0.1 万円減少すると、当年の利益率が 0.008%ポイント、翌年の利益率が 0.013%ポイント

上昇する傾向があることがわかった。これらの推計では固定効果モデルを用いているため、観察されな

い要因も含め、企業による固有の異質性を考慮できており、健康状態から企業業績への因果的な関係

性が定量的に捉えられたといえる。 

② 健康リスクと生産性の関連の検討

海外の先行研究によれば、従業員の健康に関連する総コストのうち、医療費は 4 分の 1 を占めるに

過ぎず、生産性の損失が４分の 3 を占め、最大の項目は、プレゼンティーイズム（何らかの疾患や症状

を抱えながら出勤してはいるが、業務遂行能力や生産性が低下している状態）となっている。生活習慣

病などの健康リスクの社会経済的影響を検討するためには、疾病による医療費負担の観点のみではな

く、疾病による労働生産性への影響を含めた経済影響の観点からの分析も重要である。本研究では、

健康リスクと生産性の関連を、日本のデータに基づき、実証的に検討した。本年度は、日本の 1 病院に

おける 2014～2017 年度の健診・問診（定期健康診断・特定健診）データに医療費および生産性指標

（プレゼンティーイズム・アブセンティーイズム）に関する従業員アンケートデータを統合したデータを分

析した。健康リスクと生産性の関連性については、健康関連コスト（生産性損失コスト＋医療費）と健康

リスクの関連性の分析を行った。また、コホートデータにより、生産性指標と医療費の変化量に寄与する

健康リスク項目の分析を行った。さらに、4 年間の健康リスク数・健康リスク項目の変化パターンと生産
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性指標・医療費の変化量との関連性の検討を行った。その結果、健康状態が悪化するほど医療費も生

産性損失コストも大きくなっており、健康と健康関連コストの関連が示された。 4 年間の経年分析により

健康リスクの変化数別に生産性指標および医療費の変化量をみると、プレゼンティーイズム損失の変

化量と有意な関連があり、健康リスク数に変化のない（維持）群であってもプレゼンティーイズム損失は

1.2％改善しており、健康リスク 2 つ改善では 4.6％、3 つ以上改善では 6.5％改善していた。年齢が上

昇する中での健康リスクの改善は容易ではないが、維持・改善によるプレゼンティーイズム損失の削減

効果は大きく、生産性損失コスト削減に大きく寄与することが示唆された。 

③ メンタルヘルスや職場環境要因の労働生産性等への影響に関する検討

プレゼンティーイズムに影響する要因としては、生活習慣病とともに、メンタルヘルスや職場環境要

因が大きいことが先行研究において示されている。本研究においては、健康リスクによる影響を調整し

た上で、精神的要因や職場関連要因の変化と経済的影響について分析した。具体的には、日本の 1
病院に 4 年間在籍している従業員のコホートデータを用いて経済影響の指標としてのプレゼンティー

イズム、アブセンティーイズム、医療費の変化と、ストレスチェック結果から取得した精神的要因と職場

関連要因の変化との関連について分析した。その結果、精神健康として「心理的ストレス反応」、職場

関連要因として「仕事の適合性」、「職場の支援」、「仕事満足度」、「仕事の負担度」とプレゼンティーイ

ズムの変化の関連が性別、年齢、健康リスク変化数を調整したうえでも認められた。プレゼンティーイズ

ムについては 3～8％の変化が認められ、その経済的影響は小さくないことが示唆された。これらの結

果は OECD や海外の先行研究結果とも一致するものであった。プレゼンティーイズムの向上や改善の

ためには従業員の精神的症状を改善する介入、職場での支援体制の構築、従業員の働きがいを向上

する取組みが重要であることが示唆された。

④ メンタルヘルスを含む生活習慣病予防の労働生産性への影響に関連する要因の検討

本研究においては、健康リスクの労働生産性指標（プレゼンティーイズム、アブセンティーイズム）に

対する影響を、組織的要因や社会人口学的要因、個人要因も含めて検討するため、ウェブ調査を行っ

た。対象は、1,652 名の労働者で、雇用形態（正規職員、非正規職員の 2 群）、年代（20 代、30 代、

40 代、50 代の 4 群）、性別（男女 2 群）の割付により調査を依頼した。プレゼンティーイズムについて

は、「病気やけががない時に発揮できる仕事の出来を 100%として、過去 1 か月間の自身の仕事の出

来を評価してください」という質問に対して、1%から 100%までの間で回答を求めた。正規職員の平均

は 82.4％、非正規職員の平均は 82.3%であった。アブセンティーイズム（病休日数）については、「過

去 1 年間に心身の不調で何日仕事を休みましたか」という形で日数を尋ねた。正規職員の平均は 4.8
日、非正規職員の平均は 5.6 日であった。プレゼンティーイズム損失割合、アブセンティーイズムにつ

いて、各変数との二変量解析を行った上で、多変量解析を行った。その結果、プレゼンティーイズム損

失割合、アブセンティーイズム（病休日数）ともに、性別や年齢、家族構成といった個人属性を調整して

も、職場環境や仕事特性、健康要因などが関連していることが示された。またその関連の仕方は、プレ

ゼンティーイズム損失割合とアブセンティーイズム（病休日数）とで異なるだけでなく、正規職員と非正

規職員でも異なっており、労働生産性への影響対策としては、対象集団によって異なるアプローチを取

る必要があることが示唆された。 

⑤ 健康経営を実践する中小企業を対象とした労働生産性とその影響要因に関するコホート研究

本研究では、健康リスクレベルが高い従業員ほど労働生産性の損失が大きく、仕事に対する熱意や

誇りを表すワーク・エンゲイジメントや職場の一体感を強く感じる従業員ほどプレゼンティーイズムが小

さいという平成 29 年度の研究報告に関して、異なる調査フィールド、対象者および調査時期におい
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て検証したところ、同様の結果が得られた。また、労働生産性の損失への影響が先行研究より示唆さ

れている不定愁訴については、不定愁訴の有訴数が多い従業員ほどアブセンティーイズムが高まる

傾向が観測された。さらに、労働生産性とその影響要因を複数時点で観測することにより、健康リスク

数が減少した従業員は労働生産性が改善し、健康リスク数が増加した従業員は労働生産性が悪化

する傾向が見られた。これにより、健康経営による従業員の健康維持・増進が、アブセンティーイズム

とプレゼンティーイズムの抑制につながるという構造が示唆された。 

 

 
研究分担者氏名・所属機関名・職名 

研究分担者 山本 勲  慶應義塾大学商学部 教授 

研究分担者 古井 祐司 東京大学政策ビジョン研究センター 特任教授 

研究分担者  津野 陽子 東北大学大学院医学系研究科 講師 

A.．研究目的 
米国等における先行研究によれば、企業・組織

に勤務する従業員の健康に関連する総コストのう

ち、生産性の損失が４分の 3 を占めるのに対し、

医療費は 4 分の 1 を占めるに過ぎない

（Healthy Workforce 2010）。生産性の損失は、

プレゼンティーイズム（何らかの疾患や症状を抱

えながら出勤してはいるが、業務遂行能力や生産

性が低下している状態）とアブセンティーイズム

（病欠）の損失コストで捉えられ、中でもプレゼン

ティーイズムの損失が最大となっている。健康関

連コストを医療費だけで捉え、その適正化を図る

ことは部分最適にすぎず、全体最適を図るために

は、労働生産性への影響を含めた経済影響分析

を行う必要がある。 
当研究班の研究者は、これまで日本の大企業・

組織における従業員の健診・問診データおよび

医療費に関し健保組合が保有するデータを用

い、従業員の健康状態と生産性指標及び医療費

との関連について横断面での研究を実施してき

た。その結果、先行研究同様、生産性の損失、と

りわけプレゼンティーイズムが最大のコスト要因で

あること、また、生産性とメンタルヘルスの関連性

の強さ等については日本においてもすでに一定

程度明らかになっている。生活習慣病などの健康

リスクの社会的影響を検討するためには、疾病に

よる医療費負担の観点のみではなく、疾病及び

健康状態が労働生産性へ及ぼす影響を含めた

経済影響の観点からの分析が重要である。 
そのため、本研究では、生活習慣病などの疾

病及びその予防施策の経済影響分析に関する

国際動向の把握を行うとともに、これを踏まえた日

本の企業・組織における実証研究を展開し、政策

的示唆を得ることを目的とする。平成 30 年度に

おいては、平成 29 年度に実施した予備的な研

究を踏まえ、本格的な実証分析を実施した。 
 
B． 研究方法 

① 健康と労働生産性の関係に関する労働

経済学的研究 

本研究では、定量的なデータ分析と定性的な

インタビュー調査の双方を実施した。データ分析

は、全国土木建築国民健康保険組合から提供い

ただいた企業・事業所レベルの匿名データを用

いて、労働者の健康状態と企業パフォーマンスの

関係などを計量経済学の分析手法を用いて実施

した。労働者の健康状態については、企業・事業

所ごとのレセプトデータおよび健康診断データを

利用し、①全般的な健康指標（医療機関受診率、

病名保有数、医療費、入院日数、外来受診日数）、

②生活習慣病医療費、③生活習慣病リスク、④メ

ンタルヘルス関連医療費の 4 種類の合計 14 指

標を分析対象とした。企業パフォーマンスについ

ては、売上高営業利益率および労働生産性とい
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った財務的なパフォーマンス指標を用いることが

できるほか、企業属性についても利用できるため、

交絡要因をコントロールすることもできる。さらに、

利用データは複数年を追跡したパネルデータ（コ

ーホートデータ）の形態になっているため、計量

経済学の固定効果モデルを適用することで、分

析期間中変わらない要因や企業・事業所毎の異

質性をコントロールし、可能な限り統計的に因果

関係の特定も試みた。 
インタビュー調査では、労働生産性が高く、柔

軟で効率的な働き方が実現していると指摘される

ことの多い欧州諸国の事例について、既存研究・

資料では把握しにくい過去からの経緯や最近の

法改正の影響や労働市場の動向などを明らかに

する 
ため、労働時間の総量規制（上限規制）、インタ

ーバル規制、健康やワークライフバランスへの影

響、企業業績への影響、長時間労働の状況等に

ついて調査を実施した。インタビュー調査先として

は、European Found、ドイツ労働安全衛生研究

所、大学などの専門家・実務家とし、国について

は、欧州内の多様性を考慮し、ドイツ、アイルラン

ド、オランダ、フランスなどの複数国を対象とした。 
 

② 健康リスクと生産性の関連の検討 

本研究では、日本国内の 1 病院の 2014～
2017 年度の各年の健診・問診（定期健康診断・

特定健診）データに健保組合によるレセプトデー

タおよび生産性指標（プレゼンティーイズム・アブ

センティーイズム）に関する従業員アンケートデー

タを統合したデータを分析対象とした。 
健康リスク評価は、健康リスクの該当項目数に

より当該組織の健康リスクレベルを低・中・高リスク

に区分し、組織の健康リスク構造を可視化する手

法である。本研究では定期健康診断・特定健診

の健診項目・問診項目やストレスチェックに含まれ

る項目を活用し、身体的健康リスク 5 項目（血圧・

血中脂質・肥満・血糖値・既往歴）、生活習慣リス

ク 4 項目（喫煙・飲酒・運動・睡眠休養）、心理的

リスク 4 項目（ストレス・生活満足度・仕事満足度、

主観的健康感）の 13 項目を設定した。これら健

康リスク 13 項目の該当数により、リスクレベルを

低リスク（0-3 個該当）、中リスク（4-5 個）、高リスク

（6 個以上）に区分した。健康リスク項目と健康リス

クの判定は筆者らの先行研究に基づいた。 
アブセンティーイズムコストは、「総報酬日額

（円）＊アブセンティーイズム（日）」で算出した。ア

ブセンティーイズムはアンケートにより年間病休日

数を取得した。コスト換算は、従業員それぞれの

標準報酬月額を用い、日額（円）を算出した。プレ

ゼンティーイズム損失コストは、「総報酬年額（円）

＊プレゼンティーイズム損失割合（100%－プレゼ

ンティーイズム％）」で算出した。プレゼンティーイ

ズムは WHO-HPQ（WHO-HPQ：HPQ Short 
Form 

(Japanese)http://www.hcp.med.harvard.edu/hpq/i

nfo.php）による相対的プレゼンティーイズム（同様

の仕事をしている人のパフォーマンスに対する、

過去 4 週間の自分のパフォーマンスの比）を用い

た。 
健康リスクと生産性の関連性の分析は、健康関

連コスト（生産性損失コスト＋医療費）と健康リスク

の関連性の分析を行った。また、コホートデータ

により、生産性指標と医療費の変化量に寄与する

健康リスク項目の分析を行った。さらに、4 年間の

健康リスク数・健康リスク項目の変化パターンと生

産性指標・医療費の変化量との関連性の検討を

行った。 
 
③ メンタルヘルスや職場環境要因の労働

生産性等への影響に関する検討 

本研究では、1 つの病院組織に 2014～2017
年度に在籍していた従業員 1,683 人を対象とし、

対象者の健康診断結果と問診による生活習慣、

ストレスチェックの結果、アブセンティーイズムとプ

レゼンティーイズム、個人属性、医療費のデータ

を収集し、データに欠損がある人は解析対象から

は除外した。ストレスチェック及びアブセンティー

イズム、プレゼンティーイズムは自記式アンケート

により回答を得た。個人属性データは人事データ

より収集した。また各個人の医療費は医療保険者

からデータを収集した。 
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4 年間のコホートデータを用いてプレゼンティ

ーイズム損失変化量（%）、アブセンティーイズム変

化量(日)、医療費変化量（円）を測定し、これらを

従属変数とした。精神的要因はストレスチェックに

おける「心理的ストレス反応」、「身体的ストレス反

応」の 2 つの項目、職場関連要因は、「仕事の負

担度」、「仕事のコントロール度」、「仕事での対人

関係」、「職場の環境」、「職場の支援」、「家族・友

人からの支援」、「仕事満足度」、「家庭生活満足

度」の項目として、それぞれのリスクに該当の有無

の変化で 4 群（リスクなし、リスク低下、リスク増

加、リスクあり）に分けて説明変数とした。解析に

おいては、性、年齢、健康リスク変化数、生活習

慣リスク変化数を調整変数として model１「性、年

齢」、model２「性、年齢、健康リスク変化数」、

model３「性、年齢、生活習慣リスク変化数」のパ

ターンでそれぞれの関係について解析した。 

 

④ メンタルヘルスを含む生活習慣病予防の

労働生産性への影響に関連する要因の

検討 

本研究では、民間の調査会社が有する一般就

労者パネルを用い、労働生産性と関連要因に関

する質問項目による Web 調査を実施した（2018
年 3 月）。対象者を雇用形態（正規雇用者、非正

規雇用者の 2 群）と年代（20 代、30 代、40 代、

50 代の 4 群）、性別（男女 2 群）の 2×4×2 の 16
群に割り付け、回答を依頼した。なお、自営業者

はあらかじめ対象から除外した。また、慢性疾患

を有しており、かつそれによる日常生活の制限に

ついて「かなりある」と回答した者も、対象から除外

した。最終的に、計 1,652 名の回答を得た。 
質問した各項目および調査パネルとしての属

性情報と、プレゼンティーイズム損失割合、アブセ

ンティーイズム（病休日数）について二変量解析

を行った。統計学的検定にあたっては、カテゴリ

ー同士の関連をみる場合は、Fisher の直接確率

法、χ2検定を用いた。また、群間で連続変量の差

をみる場合は、各変数の分布を参考に、t 検定、

Mann-Whitney の U 検定、Kruskal-Wallis 検

定、を用いた。連続変量同士の関係性を検討す

る場合は、各変数の分布を参考に、Spearman
の順位相関係数を用いた。 

次に、多変量解析として、組織的要因、個人要

因の影響を踏まえた健康リスクと生産性指標の関

連性の検討を行った。本研究では、労働生産性

への影響の交絡因子となり得る、社会経済的因

子（家庭環境や経済状況、雇用形態など）を含め

た分析を行った。分析にあたっては、プレゼンティ

ーイズム損失割合、アブセンティーイズム（病休日

数）を従属変数とした。プレゼンティーイズム損失

割合については、中央値（10%）を境として二群

に分けて多変量ロジスティック回帰分析を行っ

た。アブセンティーイズム（病休日数）に関して

は、0 日が多いこと、また、0 日か 1 日以上かに

関わる変数と、連続変量としての多寡に関わる変

数とが異なることが想定されたため、まず、0 日と

1 日以上の 2 群に分けて、多変量ロジスティック

回帰分析を行い、次に 1 日以上の人（正規

n=346、非正規 n=334）に限定して、重回帰分析

を行った。なお、分析は全て正規職員と非正規職

員で分けて行った。 独立変数には、性別、年

齢、婚姻状況、育児（未就学児）の有無、介護の

有無、学歴、個人年収、仕事満足度、生活満足

度、従業員数、雇用形態、職種、役職、1 週間の

就業日数、1 日の就業時間、1 日の残業時間、時

間内に仕事が処理しきれないと感じている度合

い、自分のペースで仕事ができると感じている度

合い、仕事や業務で困ったときに上司が頼りにな

ると感じている度合い、仕事や業務で困ったとき

に同僚が頼りになると感じている度合い、チーム

ワークの仕事頻度、現在の健康、K6 得点、各疾

患の症状の有無、健康リスク（喫煙習慣、飲酒習

慣、運動習慣、朝食、睡眠休養、肥満）を用いた。

なお、雇用形態は非正規職員でのみ使用した。

また、健康に関する変数は、変数同士の相関が

強いことが想定されたため、現在の健康状況、K6
得点、健康リスクを独立変数として使用した場合

と、疾患の有無を独立変数として使用した場合の

二種類の解析を行った。加えて、本報告では、変

数の関連状況を比較するため、プレゼンティーイ
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ズム損失割合とアブセンティーイズム（病休日数）

とで同じ変数を説明変数に用いた。 

 

⑤ 健康経営を実践する中小企業を対象とし

た労働生産性とその影響要因に関する

コホート研究 

本研究では、健康経営を実践する中小企業

13 社に勤務する従業員を対象とし、無記名自記

式アンケート調査を、2018 年 7 月（事前調査）、

同年 11 月（事後調査）の年 2 回実施した。その

結果、事前調査では 586 件（有効回答

n=579）、事後調査では 564 件（有効回答

n=558）の回答を得た。 
労働生産性に関しては、アブセンティーイズム、

プレゼンティーイズムを自記式アンケートにより取

得し、健康リスク評価 10 項目のうち、「リスクあり」

と判定された項目とその項目の合計数（健康リス

ク数）を調べた。また、不定愁訴に関しては、国民

生活基礎調査 健康票に挙げられる 42 症状のう

ち、いくつの症状を抱えているか（有訴数）を確認

した。ワーク・エンゲイジメント、職場の一体感につ

いては、 
新職業性ストレス簡易調査の質問項目・得点計算

法を活用した。 
これらのデータを用い、①労働生産性と健康リ

スク、ワーク・エンゲイジメント、職場の一体感との

関係性の評価、②労働生産性と不定愁訴の有訴

数との関係性の評価、③労働生産性の損失の変

化とその影響要因の変化の関係性の評価の 3 つ

の分析を実施した。 
 
 

（倫理面への配慮） 

本研究は厚生労働省・文部科学省が作成した

疫学研究に関する倫理指針（2002 年 7 月 1 日

施行）に則って実施した。また、本研究は、東

京大学倫理審査専門委員会（17-299、14-160）
及び東北大学大学院医学系研究科倫理審査委

員会（受付番号：2018-1-201）の審査を受け、同

委員会の承認を得た上で実施した。 

本研究結果は、東京大学と社会医療法人雪の

聖母会の共同研究「病院組織における健康と生

産性指標の関連性と経済影響分析に関する研究

（2018 年度）」の一部である。 
 
 
C． 研究結果 
 

① 健康と労働生産性の関係に関する労働

経済学的研究 

定量的なデータ分析については、労働者の健

康指標や健康施策が企業業績に与える影響につ

いて、まず、グラフによる視覚的な分析を行った。

具体的には、生活習慣病医療費の前年の変化率

が中央値以上と中央値未満の企業群それぞれに

ついて、当年の企業パフォーマンス（利益率およ

び労働生産性）の変化を算出し、棒グラフで比較

した。その結果、従業員の健康状態がより悪化し

た企業群ほど、企業パフォーマンスの上昇幅が小

さかったり、減少していたりする傾向が見られた。

ただし、健康状態と企業パフォーマンスの間の関

係性が視覚的には確認できるものの、企業パフォ

ーマンスの違いは統計的には有意でないものも

多くあった。 
そこで、次の分析として、従業員数や年間所定

外労働時間、年ダミーなどをコントロールし、さら

に固定効果モデルによって時間によって変わらな

い企業の異質性を除去する回帰分析を行って、

より詳細に健康状態と企業パフォーマンスの関係

を検証した。その結果、健康状態を示す指標によ

って異なるものの、生活習慣病医療費とメンタル

ヘルス関連医療費については、それらの医療費

が増加すると企業業績が統計的に有意に悪化す

る関係性が示される指標が多いことが明らかにな

った。推計された係数から影響度合いを把握する

と、生活習慣病医療費（１人当たり）が１万円減少

すると、翌年の労働生産性が 1.9%上昇する可能

性が示される。この影響度合いは、生活習慣関連

医療費（１人当たり）の平均値が 5.3 万円、利益率

の平均値が 0.03%であることを踏まえると、小さく

はないものと判断できる。同様に、メンタルヘルス
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関連医療費（１人当たり）が 0.1 万円減少すると、

当年の利益率が 0.008%ポイント、翌年の利益率

が 0.013%ポイント上昇する傾向があることも明ら

かになった。やはり、メンタルヘルス関連医療費

（１人当たり）の平均値が 1.1 万円、利益率の平均

値が 0.03%であることを踏まえると、影響度合い

は小さくないといえる。これらの推計では固定効

果モデルを用いているため、観察されない要因も

含め、企業による固有の異質性を考慮できており、

健康状態から企業業績への因果的な関係性が定

量的に捉えられたといえる。 
定性的なインタビュー調査については、

European Found、ドイツ労働安全衛生研究所、

リール大学、ユトレヒト大学に対して、欧州労働者

の働き方、労働市場改革の動向、労働と健康、生

産性との関係などについて、幅広く意見交換を行

った。 
 
② 健康リスクと生産性の関連の検討 

【健康関連コストの推計】 
健康関連コストを年間医療費、生産性損失コス

ト（プレゼンティーイズム損失、アブセンティーイズ

ムコスト）、障害関連コスト（傷病手当金、労災補

償費）に分けて推計した。健康関連コストの構成

割合は、プレゼンティーイズム損失コストが

76.8％、アブセンティーイズムコストは 2.6％であ

り、生産性損失コストが約 8 割を占めており、医療

費の割合は 18.4％であった。1 年間の 1 人あた

り平均健康関連コストは約 63 万円であった。 
【健康リスク評価】 

健康リスクの該当項目数により当該組織の健康

リスクレベルを低・中・高リスクに区分する健康リス

ク評価の結果、全体では低リスク（0-3 個該当）は

70.0％、中リスク（4-5 個）22.1％、高リスク（6 個

以上）8.0％であった。男性よりも女性のほうが低リ

スクの該当割合が高くなっていた。 
【健康リスクと健康関連コストの関連】 
健康リスク評価による健康リスクレベル別に健

康関連コストをみた結果、健康リスクレベルが低リ

スクの者のコストを 1 としたときの中・高リスク者の

総コストは、中リスク者で 1.45 倍、高リスク者で

2.19 倍となっていた。生産性損失コストは、低リス

ク者に対しプレゼンティーイズム損失コストは中リ

スク者で 1.47 倍、高リスク者で 2.88 倍、アブセン

ティーイズムコストは中リスク者で 2.13 倍、高リス

ク者で 3.05 倍となっていた。年齢が上がると健康

リスクのレベルも悪化する傾向があるが、年齢や

男女の差を除外しても、健康リスクレベルが悪くな

るほど医療費も生産性損失コストも大きくなってい

た。 
【健康リスク該当項目数の経年変化】 
健康リスク該当数の 2014 年から 2017 年の変

化をみると、4 年間で健康リスク数に変化のない

人が 28.7％であり、改善群(1 項目以上減っ

た)30.3％に対し、悪化群(1 項目以上増え

た)41.0％で、約 11％多くなっていた。 
【健康リスク変化数別の生産性・医療費の変化

量】 
 2014 年から 2017 年の健康リスク該当数の変

化数別の生産性指標および医療費の変化量を分

析した。プレゼンティーイズム損失割合は、健康リ

スク数が改善した（減った）ほどプレゼンティーイ

ズム損失割合は減少し、健康リスク数が悪化した

（増えた）ほどプレゼンティーイズム損失割合は増

加していた（p=.001）。アブセンティーイズムと医

療費は、健康リスク数該当の変化数との有意な関

連はみられなかったが、健康リスク数が 3 つ以上

増えた者は、アブセンティーイズム、医療費ともに

大きく増えていた。 
【健康リスク各項目の変化別生産性・医療費変化

量】 
4 年間のプレゼンティーイズム損失の変化量に

は、睡眠休養（p=.011）、主観的健康感

（p<.001）、仕事満足度（p=.019）、ストレス

（p=.006）の健康リスク項目が寄与していた。

2014 年と 2017 年の 2 時点ともリスクのないリスク

なし維持群（L-L）と 2 時点目ではリスクがなくなっ

た改善群（H-L）は、プレゼンティーイズム損失割

合は約 1～4％改善傾向にあった。一方、2 時点

においてリスクのある群（H-H）と 2 時点目ではリ

スクありとなっている悪化群（L-H）ではプレゼンテ

ィーイズム損失割合は 1～5.7％悪化していた。 
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③ メンタルヘルスや職場環境要因の労働

生産性等への影響に関する検討 

【プレゼンティーズム損失割合と精神的要因と職

場関連要因】 

プレゼンティーズムは全体として 2014 年から

2017 年において 0.6%改善していた。精神的要

因においては「心理的ストレス反応」との関連が認

められた。また職場関連要因においては「仕事の

負担度」、「仕事の適合性」、「職場の支援」、「仕

事満足度」との関連が認められた。精神的要因と

しての「心理的ストレス反応」においては、リスク低

下群はプレゼンティーズム損失割合が 4.69％改

善し、リスク増加群においては 3.25％悪化してい

た。これらは性、年齢、健康リスク変化数を調整し

ても有意差が認められた。一方、職場関連要因で

は、「仕事の負担度」は、リスクなし群（2.47%悪

化）とリスク低下群（3.86％改善）において有意差

が認められた。また、「仕事の適合性」はリスク低

下群（4.95％改善）とリスク増加群（2.62％悪化）、

「職場の支援」はリスクなし群（1.75％改善）とリス

ク増加群（3.33％悪化）、「仕事満足度」はリスクな

し群（1.22％改善）とリスク増加群（1.65％悪化）に

おいて有意差が認められた。 

【アブセンティーズムと精神的要因と職場関連要

因】 

アブセンティーズムは平均 0.61 日減少してい

た。精神的要因の「心理的ストレス反応」、職場関

連要因の「仕事の負担度」、「仕事のコントロール

度」、「仕事での対人関係」、「仕事の適合性」、

「家族・友人からの支援」、「仕事満足度」における

リスク増加群では、アブセンティーズムが増加して

いたが、いずれの精神的要因、職場関連要因に

おいてもアブセンティーズムとの関連について統

計的な有意差は認められなかった。 

【医療費と精神的要因と職場関連要因】 

医療費は全体平均で約 33,000 円増加してい

た。精神的要因と職場関連要因のいずれのリスク

変化群においても医療費の減少は認められなか

った。精神的要因と職場関連要因において医療

費との関連は認められなかった。「仕事のコントロ

ール度」のリスク低下群、「仕事の適合性」と「家

族・友人からの支援」のリスク増加群においては

医療費の増加が少ない傾向にあった。 

 

④ メンタルヘルスを含む生活習慣病予防の

労働生産性への影響に関連する要因の

検討【 

【対象者の属性】 

 対象者の属性については、正規職員のほうが、

「配偶者あり」の割合が高い、育児（未就学児）あ

りの割合が高い、高校卒の割合が低く、大学卒の

割合が高い、専門職、営業職の割合が高く、販売

職、サービス職、技能・労務職の割合が低い、管

理職である割合が高いといった差がみられた。プ

レゼンティーイズム損失割合、アブセンティーイズ

ム（病休日数）に関しては、ともに 0％、0 日が多

く、分散の大きな分布をしていた。なお、正規職

員と非正規職員で統計学的有意差はみられなか

った。 

【二変量解析】 
ⅰプレゼンティーイズム損失割合と諸変数の二変

量解析 

 プレゼンティーイズム損失割合を中央値（10%）

で二群に分けて、各変数との二変量解析を行っ

た。正規職員、非正規職員ともに、損失割合高群

（11%以上）のほうが、年齢、個人年収（税込）、仕

事満足度、生活満足度が低かった。正規職員で

は、損失割合高群で管理職の割合が低くなって

いたが、非正規職員では統計学的有意差がみら

れなかった。また、正規職員、非正規職員ともに、

損失割合高群のほうが、「時間内に仕事が処理し

きれない」と感じている度合いが強く、「自分のペ

ースで仕事ができる」と感じている度合いが弱くな

っていた。正規職員、非正規職員ともに、損失割

合高群のほうが現在の健康状態が悪く、K6 得点

が高くなっていた。また、正規職員では、損失割

合高群のほうで、「頭痛・偏頭痛」、「抑うつ」の症

状あり／受診して治療中の割合が高くなってい

た。非正規職員では、損失割合高群のほうで、

「頭痛・偏頭痛」、「慢性的な消化器障害」、「喘

息」、「不眠障害」、「慢性疲労症候群・疲労感」、
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「抑うつ」の症状あり／受診して治療中の割合が   

に関しては、朝食リスクのある人のほうが、アブセ

ンティーイズム（病休日数）が多くなっていた。 

に関しては、朝食リスクのある人のほうが、アブ

センティーイズム（病休日数）が多くなってい

た。 
スクのある人が多く、非正規職員では、損失割合高

群のほうで、飲酒習慣リスクのある人が少なく、睡眠

休養リスクのある人が多くなっていた。 

ⅱアブセンティーイズム（病休日数）と諸変数の二

変量解析 

アブセンティーイズム（病休日数）を 0 日と 1 日以

上に分けて、各変数との二変量解析を行った。正

規職員では、統計学的有意差がみられなかった

が、非正規職員では、1 日以上群のほうが年齢、個

人年収、仕事満足度が低くなっていた。正規職員

では、1 日以上群のほうが、仕事や業務で困ったと

き上司が頼りになると感じている度合いが強かっ

た。非正規職員では、1 日以上群のほうが、時間内

に仕事が処理しきれないと感じている度合いが強

く、チームワークの仕事頻度が高かった。正規職

員、非正規職員ともに、損失割合高群のほうが現

在の健康状態が悪く、K6 得点が高くなっていた。

疾患別にみると、正規職員では、損失割合高群の

ほうで、「肩こり・腰痛」、「頭痛・偏頭痛」、「慢性的

な消化器障害」、「季節性のアレルギー・花粉症」、

「不眠障害」、「慢性疲労症候群・疲労感」、「抑う

つ」の症状あり／受診して治療中の割合が高くなっ

ていた。非正規職員では、損失割合高群のほうで、

「肩こり・腰痛」、「頭痛・偏頭痛」、「慢性的な消化器

障害」、「喘息」、「不眠障害」、「慢性疲労症候群・

疲労感」、「抑うつ」の症状あり／受診して治療中の

割合が高くなっていた。正規職員、非正規職員とも

に、アブセンティーイズム（病休日数）が多いほう

が、現在の健康状態が悪く、K6 得点が高くなって

いた。疾患別にみると、正規職員では、「不眠障

害」、「抑うつ」の症状あり／受診して治療中の人の

ほうが、アブセンティーイズム（病休日数）が多くな

っていた。非正規職員では、「頭痛・偏頭痛」、「慢

性的な消化器障害」、「喘息」、「糖尿病」、「不眠障

害」、「慢性疲労症候群・疲労感」、「抑うつ」の症状

あり／受診して治療中の人のほうが、アブセンティ

ーイズム（病休日数）が多くなっていた。健康リスク 

【多変量解析：プレゼンティーイズム】 

 プレゼンティーイズム損失割合高群（11％以上）

と低群（10%以下）を従属変数とするロジスティック

回帰分析を行った。 

ⅰ正規職員 
（健康に関する指標で、現在の健康度・K6・健康

リスクを使用した場合） 

 損失割合高群であった変数は、年齢が低い

（p<.01）、時間内に仕事が処理しきれないと感じて

いる度合いが強い（p<.10）、仕事や業務で困った

ときに、上司が頼りになると感じている度合いが強

い（p<.10）、現在の健康状況が悪い（p<.05）、K6
得点が高い（p<.001）、朝食に関するリスクがない

（p<.10）、睡眠休養に関するリスクを有している

（p<.05）であった。 
（健康に関する指標で、疾病の有無を使用した

場合） 
損失割合高群であった変数は、年齢が低い

（p<.01）、家庭生活の満足度が低い（p<.10）、職
種が「その他」（p<.10）、時間内に仕事が処理しき

れないと感じている度合いが強い（p<.05）、仕事の

満足度が低い（p<.01）、頭痛・偏頭痛の症状があ

る／受診して治療中（p<.01）であった。 
ⅱ非正規職員 

 （健康に関する指標で、現在の健康度・K6・健康

リスクを使用した場合） 

 損失割合高群であった変数は、年齢が低い

（p<.05）、介護をしている（p<.10）、時間内に仕事

が処理しきれないと感じている度合いが強い

（p<.001）、自分のペースで仕事ができると感じて

いる度合いが強い（p<.10）、仕事や業務で困った

ときに、上司が頼りになると感じている度合いが低

い（p<.10）、仕事や業務で困ったときに、同僚が頼

りになると感じている度合いが強い（p<.05）、仕事

の満足度が低い（p<.01）、現在の健康状況が悪い

（p<.001）、K6 得点が高い（p<.001）であった。 
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（健康に関する指標で、疾病の有無を使用した

場合） 

損失割合高群であった変数は、年齢が低い 
（p<.001）、個人年収（税込）が低い（p<.05）、配
偶者がいる（<.10）、時間内に仕事が処理しきれな

いと感じている度合いが強い（p<.001）、仕事や

業務で困ったときに、上司が頼りになると感じてい

る度合いが弱い（p<.10）、仕事や業務で困ったと

きに、同僚が頼りになると感じている度合いが強い

（p<.10）、仕事の満足度が低い（p<.01）、高血圧

の症状がある／受診して治療中（p<.05）、喘息の

症状がある／受診して治療中（p<.10）、慢性疲労

症候群・疲労感の症状がある／受診して治療中

（p<.01）、抑うつの症状がある／受診して治療中

（p<.01）であった。 
【多変量解析：アブセンティーイズム】 

アブセンティーイズム（病休日数）が 1 日以上の

群と 0 日の群を従属変数とするロジスティック回帰

分析を行った。 

ⅰ正規職員 

（健康に関する指標で、現在の健康度・K6・健康

リスクを使用した場合） 

 アブセンティーイズム（病休日数）1 日以上群に該

当していた変数は、女性（p<.05）、個人年収が高

い（p<.10）、専門職に対して技術職、事務職、ある

いは営業職（いずれも p<.01）、就業時間が短い

（p<.05）、現在の健康状況が悪い（p<.01）、K6 得

点が高い（p<.05）、喫煙リスクがある（p<.10）であ

った。 
（健康に関する指標で、疾病の有無を使用した

場合） 

 アブセンティーイズム（病休日数）1 日以上群に該

当していた変数は、専門職に対して技術職

（p<.01）、事務職（p<.001）、あるいは営業職

（p<.01）、就業時間が短い（p<.10）、肩こり・腰痛

の症状がある／受診して治療中（p<.01）、季節性

のアレルギー・花粉症の症状がある／受診して治

療中（p<.10）、糖尿病の症状がある／受診して治

療中（p<.10）、抑うつの症状がある／受診して治療

中（p<.10）であった。 

ⅱ非正規職員 

（健康に関する指標で、現在の健康度・K6・健康

リスクを使用した場合） 

 アブセンティーイズム（病休日数）1 日以上群に該

当していた変数は、育児（未就学児）をしている

（p<.10）、家庭生活の満足度が高い（p<.10）、残
業時間が短い（p<.05）、自分のペースで仕事がで

きると感じている度合いが強い（p<.10）、仕事や業

務で困ったときに、上司が頼りになると感じている度

合いが強い（p<.10）、チーム型業務へ従事する頻

度が高い（p<.001）、現在の健康状況が悪い

（p<.001）、K6 得点が高い（p<.01）、喫煙リスクが

ある（p<.05）であった。 
  （健康に関する指標で、疾病の有無を使用した

場合） 

 アブセンティーイズム（病休日数）1 日以上群に該

当していた変数は、年齢（連続変量）が高い

（p<.10）、個人年収（税込）が低い（p<.05）、育児

（未就学児）をしている（p<.10）、残業時間が短い

（p<.10）、チーム型業務へ従事する頻度が高い

（p<.01）、仕事の満足度が低い（p<.10）、肩こり・

腰痛の症状がある／受診して治療中（p<.05）、頭
痛・偏頭痛の症状がある／受診して治療中

（p<.01）、不眠障害の症状がある／受診して治療

中（p<.01）、抑うつの症状がある／受診して治療中

（p<.05）であった。 
 

⑤ 健康経営を実践する中小企業を対象とし

た労働生産性とその影響要因に関するコ

ホート研究 

【労働生産性と健康リスクレベル、ワーク・エンゲイ

ジメント、職場の一体感の関係性に関して、調査

時点および調査対象を変更した場合でも、昨年

度の研究報告と同様の調査結果が得られた】 
本年度の調査結果（B 県 13 事業所の従業員

を対象として、2018 年 7 月に実施した無記名の

自記式アンケート調査結果 n=579）においても、

昨年度の先行研究と同様に、健康リスクレベルの

上昇に伴い、アブセンティーイズムとプレゼンティ

ーイズムが悪化する傾向、およびワーク・エンゲ

イジメント、職場の一体感のスコアが比較的高い 

12



従業員ほどプレゼンティーイズムが良い傾向が見ら

れた。具体的には、健康リスク評価により回答者を

低リスク群 48%、中リスク群 36%、高リスク群 16%
の 3 群に分けた。各群のアブセンティーイズムの平

均値は低リスク群 0.3 日、中リスク群 0.3 日、高リス

ク群 0.8 日であった。一方、各群のプレゼンティー

イズムの平均値は低リスク群 15.7%、中リスク群

18.7%、高リスク群 26.0%であった。回答者の報酬

年額をもとに労働生産性の損失（アブセンティーイ

ズムとプレゼンティーイズムの合計値）をコスト換算

した場合、1 人あたりの労働生産性の損失コストは

低リスク群が年間 53 万円、中リスク群が年間 60 万

円、高リスク群が年間 91 万円であった。低リスク群

の損失コストと比較して、中リスク群が 1.1 倍、高リ

スク群が 1.7 倍大きかった。 
また、ワーク・エンゲイジメント、職場の一体感に

関する設問に対して肯定的に回答した群（各スコア

が 3 点以上）と、否定的に回答した群（各スコアが

3 点未満）の 2 群に分けた。そして、各群のプレゼ

ンティーイズムの平均値を比較した場合、ワーク・エ

ンゲイジメントと職場の一体感ともに、肯定的な回

答をしている従業員の方がその平均値が低く、プレ

ゼンティーイズムの損失割合が小さい傾向が見ら

れた。 
【不定愁訴の有訴数が多い従業員ほど、労働生産

性の損失が高まる傾向が見られた】 
回答者の不定愁訴の状況について、不定愁訴の 

42 症状の中で該当する症状の合計値（有訴数）に

より評価した。不定愁訴の有訴数により回答者を、

「0 個」群 67%、「1~4 個」群 20%、「5 個以上」群

17%の 3 群に分けた。その上で、各群のアブセン

ティーイズムの平均値は「0 個」群 0.2 日、「1~4
個」群 0.5 日、「5 個以上」群 0.9 日であった。一

方、各群のプレゼンティーイズムの平均値は「0 個」

群 17.6%、「1~4 個」群 18.6%、「5 個以上」群

23.3%であった。回答者の報酬年額をもとに労働

生産性の損失（アブセンティーイズムとプレゼンティ

ーイズムの合計値）をコスト換算した場合、1 人あた

りの労働生産性の損失コストは「0 個」群が年間 57
万円、「1~4 個」群が年間 61 万円、「5 個以上」群

が年間 88 万円であった。「0 個」群の損失コストと

比較して、「1~4 個」群が 1.1 倍、「5 個以上」群が

1.5 倍大きかった。 
【健康リスク数が減少した従業員はプレゼンティー

イズムが良化し、健康リスク数が増加した従業員

はプレゼンティーイズムが悪化する傾向があった】 
回答者 ID をもとに、事前事後の調査結果を紐

付けできた回答者（n=524）に関して、アブセンティ

ーイズム、プレゼンティーイズム、健康リスク数、不

定愁訴の有訴数の変化状況を確認したところ、そ

れぞれの変化量の平均値は 0.03 日、-0.2%、0.1
個、-0.05 個であった。調査期間で測定結果が変

化なし、つまり変化量 0 の回答者割合は、アブセン

ティーイズムが 77%、プレゼンティーイズムが

40%、健康リスク数が 35%、不定愁訴の有訴数が

60%であり、プレゼンティーイズムと健康リスク数は

比較的に変化が生じやすい評価指標であった。 
回答者を健康リスク数が減少した「良化」群、変化

量 0 の「変化なし」群、増加した「悪化」群に分け

た。各群のアブセンティーイズムの変化量の平均値

は、「良化」群-0.13 日、「変化なし」群-0.03 日、増

加した「悪化」群 0.01 日であった。一方、各群のプ

レゼンティーイズムの変化量の平均値は、「良化」

群-1.6%、「変化なし」群-0.9%、増加した「悪化」群

0.4%であった。さらに、事前事後の調査結果でア

ブセンティーイズム、プレゼンティーイズム、報酬年

額が欠損していない回答者（n=424）に関して、労

働生産性の損失コストの合計値は 1 回目調査

26,156 万円、2 回目調査 26,163 万円であり、調

査期間で年間 7 万円（1 人あたり年間 200 円）の

増加が推計された。労働生産性の損失コストの変

化と健康リスク数の変化の関係性について、1 人あ

たりの労働生産性の損失コストの変化量は、健康リ

スクの「良化」群-5 万円、「変化なし」群-2 万円、

「悪化」群+6 万円であった。 
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D． 考察 

 

① 健康と労働生産性の関係に関する労働経

済学的研究 

本研究を通じたデータ分析において、労働者の

健康状態と企業パフォーマンスの間に関係性があ

る可能性が見出せたことは、これまでにないエビデ

ンスである。特に、生活習慣病関連の医療費が増

えると 1 年のラグを伴って企業パフォーマンスが悪

化する可能性が定量的に示せたことは、企業にと

って労働者の健康を継続的に維持することが経営

上、重要な課題となることを示すものであり、企業経

営や労働政策などへの含意が導出できたといえる。

また、企業パフォーマンスへの影響が 1 年のラグを

伴うとの結果は、健康状態の変化が労働者レベル

の生産性を変化させ、さらには職場・企業レベルの

生産性を変化させるまでには、相応の時間を要す

ることを示している。このことは、労働者の健康状態

と企業パフォーマンスの間の関係性は、その時々

の実感としては確かめにくいことを示唆するともいえ

る。企業経営にとっては、労働者の健康状態の善し

悪しに敏感になることで、より高いパフォーマンスを

目指せるといえよう。 
インタビュー調査については、欧州や各国での

健康・労働政策の最新動向について、労働者や企

業活動への影響を現地専門家・政策担当者の見

方も踏まえて聴取できたことは、日本における健

康・労働施策を検討するうえで、有用であったとい

える。また、聴取した内容はデータ分析の視点にも

反映させることが可能であり、定量的分析と定性的

分析の連携を行う足がかりになったといえる。 
 

② 健康リスクと生産性の関連の検討 

本研究による健康関連コストの構成の推計結 
果は、医療費の割合が約 2 割に対してプレゼンテ

ィーイズム損失コストの割合は 76.8％、アブセンテ

ィーイズムコストは 2.6％であり生産性損失コストが

約 8 割を占めていた。欧米の先行研究同様に医

療費は従業員にかかる健康関連総コストの一部に

すぎず、傷病による生産性損失コストが最も大きい

ことが示された。 

間接コストにおいて生産性損失コストの大きさ、

特にプレゼンティーイズムの損失の大きさへの注目

は OECD の専門家会合においても共通認識とな

っていた。一方で、プレゼンティーイズムは主観的

なスケールでの測定となることや、アンケート調査を

実施してデータを収集しなければならないというデ

ータ取得の課題から European Health 
Interview Survey（EHIS）などの OECD が利用

している大規模データベースにはプレゼンティーイ

ズムの直接的なデータはなく、プレゼンティーイズ

ムの推定や関連性の分析には、アブセンティーイ

ズムを用い、統計解析によるアプローチがされてい

た。本研究においては、アンケートによる主観的な

測定方法ではあるが国際的に妥当性が検証されて

いる WHO-HPQ のスケールによりプレゼンティー

イズムを測定することにより、プレゼンティーイズム

損失コストの大きさを示すことができた。 
1 人当たりの健康関連コストの金額自体は、組織

の年齢構成や給与水準等によって大きく異なるた

め、この金額の大きさ自体ではなく、健康関連コスト

と健康リスクの関連、および同じ組織における経年

的なコストの推移、コストの構成割合の変化を見て

いくことが有用であるだろう。 
健康リスク別に健康関連コストをみると、健康リス

クレベルが悪くなるほど医療費も生産性損失コスト

も大きくなっており、健康状態と健康関連コストの関

連が示された。健康リスクレベルが低リスクの者に

対し、中リスク者では約 1.5 倍、高リスク者では約

2.2 倍の健康関連コストがかかっており、特にプレ

ゼンティーイズム損失コストの割合が大きいことか

ら、プレゼンティーイズムに関連する健康リスクを改

善することによりコスト削減の可能性が大きいことが

示唆された。 
 4 年間のコホートデータによる経年分析の結果、

健康リスクの該当数は、4 年間変化のない人が約 3
割いたのに対し、改善群約 3 割、悪化群約 4 割

と、年齢の上昇もあり悪化群が多くなっていた。この

健康リスクの変化数別に生産性指標および医療費

の変化量をみた結果、プレゼンティーイズム損失の

変化量と有意な関連があった。健康リスク数が変化

ない（維持）群であってもプレゼンティーイズム損失
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は 1.2％改善しており、健康リスク数が 2 つ改善で

は 4.6％、3 つ以上改善では 6.5％改善していた。

一方、健康リスク数が 2 つ増加ではプレゼンティー

イズム損失は 4.0％悪化、3 つ以上増加では 3.0％
悪化していた。年齢が上昇する中での健康リスクの

改善は容易ではないが、維持・改善によるプレゼン

ティーイズム損失の削減効果は大きく、生産性損失

コスト削減に大きく寄与すると考えられる。 
 分析対象の病院組織においては、ベースラインと

なる 2014 年頃から健康経営に取り組んでおり、健

康リスクの改善により生産性指標の１つであるプレ

ゼンティーイズムの改善に効果があることが示され

たといえるだろう。 
先行研究において、生産性指標には、健康リス

クの影響だけではなく、職場環境や仕事特性など

の組織的要因、社会人口学的要因、個人要因が

関連していることが示唆されている（Gosselin E, et 
al., 2013）。健康リスクの生産性への影響を組織的

要因や個人要因を同時に検討することにより、プレ

ゼンティーイズム・アブセンティーイズムの発現メカ

ニズムが明らかになり、具体的な働き方などの介入

策の検討に有用であると考える。一方で、職場環境

や仕事特性、社会人口学的要因、個人要因、健康

リスク、生産性指標に関するデータを得ることは容

易ではない。そのため、Web 調査により、組織的要

因、個人要因の影響を踏まえた健康リスクと生産性

指標の関連性の検討を行うことは次の研究課題で

あるといえる。 
 

③ メンタルヘルスや職場環境要因の労働生

産性等への影響に関する検討 

本研究において、精神的要因と関連が認められ

たのはプレゼンティーイズムだけであり、精神的要

因の中でも「心理的ストレス反応」であった。また

「心理的ストレス反応」は、性別、年齢だけでなく健

康リスク変化数を調整した解析においても関連が

認められた。精神的要因のうち疲労感、抑うつ感、

不安感などの心理・精神的症状とプレゼンティーイ

ズムとの関連が認められ、これは精神健康と労働生

産性の関連が強いという先行研究の結果とも一致

するものであった。また一方で、プレゼンティーイズ

ムと肩こりや頭痛などの身体症状との関連があると

の報告もある。我々の解析においては、身体的症

状との有意な関連性は認められなかったが、リスク

増加群とリスクあり群のみにおいてプレゼンティーイ

ズムの損失割合が増加しており、ストレスに伴う身

体的な症状がプレゼンティーイズムに対する影響

があることも示唆された。「心理的ストレス反応」に関

して、リスク低下群とリスク増加群ではプレゼンティ

ーイズムに 7.9％の差があり、精神健康の労働生産

性に対する経済的影響は大きいと考えられる。 プ

レゼンティーイズムと関連する職場関連要因として

は、「仕事の負担度」、「仕事の適合性」、「職場の

支援」、「仕事満足度」の項目が性別、年齢、健康リ

スク変化数を調整してもプレゼンティーイズムとの

関連が認められた。「仕事の適合性」はリスク低下

群とリスク増加群において有意差が認められ、2 群

間でのプレゼンティーズム変化量は 7.6％であり、

心理的ストレス反応と同程度の影響があることが示

唆された。 

「仕事の適合性」は仕事が自分に合っているか、

働きがいがあるのかという質問項目で構成されてい

る。働きがいといったワークエンゲージメントを高め

ることが労働生産性の向上につながると考えられ

る。一方、「職場の支援」や「仕事満足度」はリスクな

し群とリスク増加群において有意差が認められた。

プレゼンティーズム変化量はそれぞれ 5.1％と

2.9％であり、仕事の適合性ほどの変化量ではない

が、労働生産性を通じた経済影響があることが示

唆された。これらの結果からは、同僚や上司に相談

しやすい職場環境やお互いに助け合う職場環境の

醸成と職員の仕事に対する満足感を維持すること

が労働生産性への影響につながることが考えられ

る。そして、働きがいというワークエンゲージメントや

職場支援、仕事満足感はプレゼンティーイズムとの

関連があるという先行研究報告とも一致するもので

あった。「仕事の負担度」はリスクなし群とリスク低下

群で有意差が認められ、リスク低下群ではプレゼン

ティーイズムが 3.9％改善していた。仕事の負担度

とプレゼンティーイズムとの関連は先行研究で指摘

されており、これを支持する結果であった。ただ、リ

スクなし群ではプレゼンティーズムが 2.5％悪化し
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ていた。これはプレゼンティーイズムにより労働生

産性が低下しているので、仕事の負担度を大きく感

じていないなどの影響がある可能性もある。いずれ

にせよ仕事の負担度のリスクなし群においてプレゼ

ンティーイズムが悪化している要因についてはさら

なる解析や検討が必要である。 

 アブセンティーイズムに関しては、精神的要因と

職場関連要因のいずれの項目においても関連性

は認められなかった。しかしながら、心理的ストレス

反応といくつかの職場関連要因においてリスク増加

群では、アブセンティーイズムが有意差はないもの

の増加しており、精神健康や職場環境の悪化がア

ブセンティーイズムの増加につながる可能性がある

と考えられる。また、今回の調査研究は、病院職員

を対象としており、病院などの医療福祉施設の職

員はアブセンティーイズムが少ないことが先行研究

で指摘されていることから、今回の結果については

職種による影響により精神的要因や職場関連要因

とアブセンティーイズムとの関連が認められなかっ

た可能性も考えられる。 

 医療費についてはいずれの精神的要因と職場関

連要因においても関連性が認められなかった。各

要因のリスク変化群と医療費の変化に関しても一定

の傾向もなかった。「心理的ストレス反応」、「身体

的ストレス反応」はリスクなし群ではその他の群より

医療費が少なく、具体的な症状の有無が医療費に

は関連がある可能性があるのではないかと考えら

れる。医療費に関しては具体的な自覚症状や疾病

の有無との影響があると推測される。 

 

④ メンタルヘルスを含む生活習慣病予防の

労働生産性への影響に関連する要因の

検討 

本研究では、個人要因・社会人口学的要因、職

場特性や仕事特性、健康要因、健康リスク要因に

着目して、プレゼンティーイズム損失割合やアブセ

ンティーイズム（病休日数）との関連を検討した。以

下では従属変数、独立変数ごとに本調査で得られ

た知見を概観する。 

【プレゼンティーイズム損失割合とアブセンティーイ

ズムの分布】 

いずれも 0 が多く、平均に対して分散の大きな

分布となっていた。特にアブセンティーイズム（病休

日数）においては、0 日の人と 1 日以上の人とで、

職場特性や健康状態など属性が大きく異なる可能

性が考えられたため、本研究では、0 日と 1 日以上

の人の二群に分けてロジスティック回帰分析を行

い、さらに 1 日以上の人に限定して重回帰分析を

行った。今後は、ゼロ過剰な負の二項回帰モデル

を使用した一般化線形分析などを検討する必要が

あると考えられる。 

【性別】 

 プレゼンティーイズム損失割合に関しては、関連

がみられなかったが、アブセンティーイズム（病休日

数）では、正規職員で、現在の健康度・K6・健康リ

スクを健康に関する指標に設定した場合に、女性

のほうが 1 日以上群に該当するという結果がみら

れた。ただし、疾病の有無を健康に関する指標に

設定した場合には関連がみられなくなっており、非

正規職員でも関連がみられなかった。なお、女性

のほうが病気による休暇が多い、という結果は他の

先行研究でも示されている。本研究は、こうした性

別による違いが雇用形態（正規・非正規）によって

異なる可能性があることを示したといえる。一方で、

性別とプレゼンティーイズムとの関連について、女

性のほうが sickness presenteeism が多いという

報告もあるものの、性別とプレゼンティーイズムとの

関連は明白とはいえない。本研究でも明確な関連

はみられなかった。 

【年齢】 

 正規職員・非正規職員の両方で、健康に関する

指標をいずれに設定した場合も、年齢が低いほう

が、プレゼンティーイズム損失割合高群に該当する

という関連がみられた。また、非正規職員で、疾病

の有無を健康に関する指標として設定した場合

に、年齢が高いほうが、アブセンティーイズム（病休

日数）1 日以上に該当するという関連がみられた

（ただし、10%水準）。年齢に関しては、先行研究の

レビューで、研究により結果が異なることを示してい

る。単純に年齢だけを考えると、高齢の労働者のほ

うがプレゼンティーイズム損失割合が高く、アブセン

ティーイズム（病休日数）が多いことが想定される。
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しかし、そこには健康に関する問題および健康リス

クの与える影響が大きいと考えられる。実際に、本

研究で健康に関する問題を調整した結果、正規職

員ではアブセンティーイズム（病休日数）との関連

がみられなかった。また、プレゼンティーイズム損失

割合に関しては、年齢が低いほうが高群に該当す

ることが示された。 

【家庭生活の満足度】 

 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規職

員では、疾病の有無を健康に関する指標に設定し

た場合に、家庭生活の満足度が低いほど、損失割

合高群に該当するという結果がみられた。（ただし、

10%水準）アブセンティーイズム（病休日数）に関し

て、非正規職員では、現在の健康度・K6・健康リス

クを健康に関する指標に設定した場合に、家庭生

活の満足度が高いほど、1 日以上群に該当すると

いう結果がみられた（ただし、10%水準）。 

【仕事の満足度】 

 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規職

員・非正規職員の両方で、疾病の有無を健康に関

する指標に設定した場合に、仕事の満足度が低い

ほど、損失割合高群に該当するという結果がみられ

た。また、非正規職員では、現在の健康度・K6・健
康リスクを健康に関する指標に設定した場合にも、

同様の関連がみられた。仕事の満足度に関して

は、他の要因を調整しても、プレゼンティーイズム

損失割合と関連している可能性が示唆されたとい

える。ただし、プレゼンティーイズム損失割合が高

いがゆえに仕事の満足度が低下するという関連性

も考えられるため、結果の解釈には注意が必要で

ある。アブセンティーイズム（病休日数）に関して、

非正規職員では、疾病の有無を健康に関する指標

に設定した場合に、仕事の満足度が低いほど、1
日以上群に該当するという結果がみられた（ただ

し、10%水準）。  
【健康要因】 

 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規職

員、非正規職員ともに、現在の健康状況の悪さ、

K6 得点の高さが、損失割合の高さと関連してい

た。アブセンティーイズム（病休日数）に関しても、

正規職員、非正規職員ともに、現在の健康状況が

悪い、あるいは K6 得点の高いほうが、1 日以上群

に該当していた。一方で、1 日以上群に限定する

と、正規職員でも非正規職員でも、現在の健康状

況、K6 得点は病休日数の多さと関連がみられなか

った。したがって、全般的な健康状況は、病休日数

を取るかどうかには関連があるが、その多さには異

なる要因が関連していることが示唆されたといえる。

主観的な健康状態やストレスとプレゼンティーイズ

ム損失、アブセンティーイズムとの関連は他の調査

でも示されており（津野, 2019）、本研究でも改めて

これらの関連が示されたと言える。 

【本調査の限界と今後の展望】 

 本調査では、web アンケートという手法を用い

た。調査会社のパネルに回答を依頼したため、調

査対象が全国の労働者を代表しているかどうかに

ついては、慎重な検討が必要である。しかし、web
アンケートを行ったことで、正規職員・非正規職員

でほぼ同数の回答を得ることができ、多様な職種か

らも回答を得ることができた。 

分析の結果、個人要因・社会人口的要因を調整

したとしても、職場要因や仕事特性、健康要因や健

康リスク要因が関連している可能性が示唆された。

しかし、本研究は横断調査であり、変数同士の因

果関係にまで言及することは困難である。たとえ

ば、プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規

職員・非正規職員の両方で、時間内に仕事が処理

しきれないと感じている度合いが強いほど、損失割

合高群に該当するという関連がみられた。しかし、

時間内に処理しきれないほどの分量の仕事が割り

当てられているために、プレゼンティーイズムが発

生し、それによる生産性の損失が起きているのか、

それとも、労働生産性が落ちており、仕事が捗らな

いために、時間内に処理しきれないと感じているの

かを本調査から推し量ることは難しい。健康要因に

関しても、疾患や健康リスクがプレゼンティーイズム

の損失やアブセンティーイズム（病休日数）を生み

出していると考えられる一方で、プレゼンティーイズ

ムやアブセンティーイズムそのものが精神保健上の

健康問題を悪化させている可能性も否定できな

い。 
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 また、本調査は、個人要因、社会人口学的要因、

職場特性・仕事特性、健康要因、健康リスク要因と

いった多様な要因を調査している点で価値が高い

と考えられるが、本調査に含めきれなかった変数

が、結果に影響を与えている可能性は否定できな

い。たとえば、年齢による自己の能力に対する期待

値の相違や、育児・介護の負担度、健康に関連し

て利用可能な社会資源といった変数が、各独立変

数とプレゼンティーイズム損失割合やアブセンティ

ーイズム（病休日数）との関連に影響を与えている

かもしれない。実際の現場で活用可能な知見を得

るためには、本調査の結果をもとにさらに調査研究

を重ねていく必要があると考えられる。 

 

⑤ 健康経営を実践する中小企業を対象とし

た労働生産性とその影響要因に関するコ

ホート研究 

【アブセンティーイズムは、健康状態の悪化が顕在

化した従業員ほど増加する傾向があった】 
健康リスクレベルが「低リスク」「中リスク」の従業

員と比較して、「高リスク」の従業員のアブセンティ

ーイズムは急激に上昇する傾向が見られた。それ

に加え、不定愁訴の有訴数の増加に伴い、プレゼ

ンティーイズムと比較して、アブセンティーイズムの

方が徐々に悪化する傾向が見られた。したがって、

アブセンティーイズムは生活習慣・健康状態の悪化

が目立つ「高リスク」の従業員や、その悪化した状

態が不定愁訴の症状として顕在化している従業員

で高まる傾向が見られた。 
【健康リスク数の減少が労働生産性の改善につな

がる】 
健康リスク数が減少した従業員は、労働生産性

が改善する傾向が見られた。これにより、健康状態

や生活習慣の改善が、アブセンティーイズムとプレ

ゼンティーイズムの抑制につながるという構造が示

唆された。ゆえに、健康経営を実践する事業主にと

って、より多くの従業員が参加するよう職場全体で

取組むことが労働生産性の改善に寄与することが

わかる。また、労働生産性の損失コストは、健康リス

クが悪化した従業員は 1 人あたり年間 6 万円増

加、良化した従業員は 1 人あたり年間 2 万円減少

していた。これにより、企業経営の視点からも健康

投資を積極的に進める意義が見出された。しかし

ながら、健康投資の費用対効果を証明するために

は、より多くの企業とその従業員を対象とした調査

設計をする必要がある。 
【労働生産性の低下を防ぐためには、健康だけで

なく、仕事に対するモチベーションや職場の人間

関係をマネジメントすることが重要である】 
ワーク・エンゲイジメントや職場の一体感が良い

従業員ほど、プレゼンティーイズムによる損失が小

さいことが示された。したがって、プレゼンティーイ

ズムによる損失を抑制するためには、健康経営の

取組の中に、従業員同士のコミュニケーションが活

発化したり、仕事に対するモチベーションが高まる

ような要素を加えていくことが大切である。例えば、

職場で歩数イベントを開催する場合、従業員一人

ひとりに歩数計を配布して自主的な取り組みを促

すのではなく、少人数のチーム分けをして、取組を

進めると自然に従業員同士がコミュニケーションを

図るような工夫が大切になる。 
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E．結論 

本プロジェクトのメインのテーマである生活習慣

病などの疾病の予防施策の経済的効果について、

労働経済学的な観点から実施した定量的な分析

結果からは、予防施策のプラスの経済的効果が示

唆されたといえる。すなわち、生活習慣病などの疾

病の予防施策を実施し、生活習慣病関連の医療

費が減少すれば、利益率や労働生産性といった企

業レベルのパフォーマンスが改善することが予想さ

れる。さらに、医療費が減少してから企業パフォー

マンスが改善するまでには１年程度のラグを要する

ことも本研究で確認された。予防施策を実施してか

ら医療費が減少するまでにはある程度の時間を要

すると考えられるため、予防施策の導入を企業に

促す際には、効果が顕現化するのには相応の時間

が必要であり、中長期的な視点を持って施策導入

を検討すべきことを強調すべきといえる。 
また、コホートデータによる健康と生産性指標の

関連性の分析により、生産性改善の関連要因が明

らかになった。健康リスクレベルが悪くなるほど医療

費も生産性損失コストも大きくなっており、健康と健

康関連コストの関連が示された。4 年間の経年分析

により健康リスクの変化数別に生産性指標および

医療費の変化量をみた結果、プレゼンティーイズム

損失の変化量と有意な関連があり、健康リスク数が

変化ない（維持）群であってもプレゼンティーイズム

損失は 1.2％改善しており、健康リスク 2 つ改善で

は 4.6％、3 つ以上改善では 6.5％改善していた。

年齢が上昇する中での健康リスクの改善は容易で

はないが、維持・改善によるプレゼンティーイズム損

失の削減効果は大きく、生産性損失コスト削減に大

きく寄与すると考えられる。 
労働生産性の指標の一つであるプレゼンティー

イズムと精神健康として「心理的ストレス反応」、職

場関連要因として「仕事の適合性」、「職場の支

援」、「仕事満足度」、「仕事の負担度」との関連が

性別、年齢、健康リスク変化数を調整したうえでも

認められた。プレゼンティーイズムは 3～8％の変

化量があり、その経済的影響は大きいものと考えら

れる。プレゼンティーイズムの向上や改善のために

は従業員の精神的症状を改善するための取組み、

職場での支援体制の構築、働きがいや仕事に対す

る職員の満足度を維持または向上する取組みが重

要であることが示唆された。 

Web 調査に基づくデータの分析の結果、プレゼ

ンティーイズム損失割合、アブセンティーイズム（病

休日数）ともに、性別や年齢、家族構成といった個

人属性を調整しても、職場環境や仕事特性が関連

している可能性が示された。またその関連の仕方

は、プレゼンティーイズム損失割合とアブセンティ

ーイズム（病休日数）とで異なるだけでなく、正規職

員と非正規職員でも異なっていた。たとえば、非正

規職員では、上司が頼りになると感じている度合い

が低いほど、プレゼンティーイズム損失割合高群に

該当するという結果がみられた。こうした結果をもと

に、よりよい職場づくりに努めることが、プレゼンティ

ーイズム損失割合やアブセンティーイズム（病休日

数）の低下につながる可能性がある。また、健康要

因についても、改めてプレゼンティーイズム損失割

合やアブセンティーイズム（病休日数）との関連が

示された。疾患別にみると、「肩こり・腰痛」や「抑う

つ」がプレゼンティーイズム損失割合の高さ、アブ

センティーイズム（病休日数）の発生やその数の多

さと関連していた。本調査は横断研究のため、変数

同士の因果関係への言及は困難ではあるが、今後

の研究につながる有益な知見が得られたと考える。 

中小企業のデータ分析からは、従業員の健康増

進を図ることにより、労働生産性の損失が抑制され

る構造が示唆された。また、ワーク・エンゲイジメント

や職場の一体感が強い従業員ほど、プレゼンティ

ーイズムによる損失が小さいことが確認された。この

ように、職場の健康づくりを通じて従業員の健康維

持・増進を図ることをベースとし、併せて仕事に対

するモチベーションや職場のコミュニケーションを

促進する取組が、労働生産性の改善につながる可

能性が示された。 
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厚生労働科学研究補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）

分担研究報告書

「健康と労働生産性の関係に関する労働経済学的研究」

研究分担者 慶應義塾大学商学部教授 山本勲

研究協力者 早稲田大学教育・総合科学学術院教授 黒田祥子

研究要旨

本分担研究では、生活習慣病などの疾病の予防施策の経済的効果について、労働経済学的な観点

から、定量的なデータ分析と定性的なインタビュー調査の双方を実施した。本年度は企業・事業所レベル

の匿名化されたレセプト情報・健康診断情報をアンケート調査情報と紐付け、同一企業を追跡したパネル

データを構築し、健康と労働生産性に関して計量経済学の分析手法を用いた検証を進めた。具体的に

は、レセプト情報・健康診断情報から労働者の健康状態を①全般的な健康指標（医療機関受診率、病名

保有数、医療費、入院日数、外来受診日数）、②生活習慣病医療費、③生活習慣病リスク、④メンタルヘ

ルス関連医療費の 4 つに分け、それぞれが売上高営業利益率および労働生産性に与える影響を検証し

た。さらに、ドイツ、オランダ、フランス、アイルランドの大学や研究機関・国際機関の専門家に対して定性

的なインタビュー調査を実施し、欧州労働者の働き方、労働市場改革の動向、労働と健康、生産性との

関係などについて、幅広く意見交換を行った。

データ分析の結果、健康状態を捉える指標によって異なるものの、生活習慣病医療費とメンタルヘルス

関連医療費については、企業業績と統計的に有意な関係性があることが示された。具体的には、生活習

慣病医療費（１人当たり）が１万円減少すると、翌年の労働生産性が 1.9%上昇する可能性や、メンタルヘ

ルス関連医療費が 0.1 万円減少すると、当年の利益率が 0.008%ポイント、翌年の利益率が 0.013%ポイ

ント上昇する傾向があることがわかった。これらの推計では固定効果モデルを用いているため、観察され

ない要因も含め、企業による固有の異質性を考慮できており、健康状態から企業業績への因果的な関係

性が定量的に捉えられたといえる。

インタビュー調査からは、欧州や個別の国レベルでの健康・労働政策の最新動向について、企業活動

への影響や現地専門家・政策担当者の見方も踏まえて聴取できた。聴取した内容はデータ分析の視点

にも反映させることが可能であり、定量的分析と定性的分析の連携を行う足がかりになったといえる。

A．研究目的 

本分担研究では、生活習慣病などの疾病の予

防施策の経済的効果について、労働経済学的な

観点から分析を行う。

現在、日本では「働き方改革」への関心が高まっ

ており、その一環で、労働者の働き方と健康の関係

が注目されることが多い。例えば、長時間労働によ

って精神的・肉体的な健康が損ねられるのではな

いか、柔軟な働き方を進めることが労働者の健康

状態を向上させるのではないか、労働者の健康状

態は企業業績に影響を与えるのではないか、とい

った疑問や指摘が、政府・企業・労働組合・マスメ

ディア・学界などのさまざまな分野で見られる。しか

し、労働者の健康と経済活動の関係については、

学術的にも政策的にも必ずしも解明されているとは

いいがたく、そもそも両者を定量的・定性的に検証

した調査・研究自体が足りていない。そのため、生
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活習慣病などの疾病の予防施策が経済的にどのよ

うな影響があり、ゆえにどのような施策を実施する

べきか、といったエビデンスが欠如しており、エビデ

ンスに基づく政策形成（evidence-based policy
making）に支障が生じかねない状況にある。

こうした状況を踏まえ、本分担研究では、労働者

の健康と経済活動に関する定量的・定性的なエビ

デンスの導出を目指し、その中でも特に、生活習慣

病などの疾病の予防施策が企業パフォーマンスに

与える影響に関する含意について焦点を当てる。

B．研究方法 

分析は定量的なデータ分析と定性的なインタビ

ュー調査の双方を実施する。

データ分析は、全国土木建築国民健康保険組

合から提供いただいた企業・事業所レベルの匿名

データを用いて、労働者の健康状態と企業パフォ

ーマンスの関係などを計量経済学の分析手法を用

いて解明する。労働者の健康状態については、企

業あるいは事業所ごとのレセプトデータおよび健康

診断データを利用し、①全般的な健康指標（医療

機関受診率、病名保有数、医療費、入院日数、外

来受診日数）、②生活習慣病医療費、③生活習慣

病リスク、④メンタルヘルス関連医療費の 4 種類の

合計 14 指標を分析対象とする。企業パフォーマン

スについては、売上高営業利益率および労働生産

性といった財務的なパフォーマンス指標を用いるこ

とができるほか、企業属性についても利用できるた

め、交絡要因をコントロールすることもできる。さらに、

利用データは複数年を追跡したパネルデータ（コ

ーホートデータ）の形態になっているため、計量経

済学の固定効果モデルを適用することで、分析期

間中変わらない要因や企業・事業所毎の異質性を

コントロールし、可能な限り統計的に因果関係の特

定も試みる。

分析対象が全国土木建築国民健康保険組合へ

の加入企業に限定されるものの、レセプト・健康診

断・アンケート調査データと企業の財務データを紐

付けて計量経済学の手法を用いた因果推論を実

施することは、これまでにない研究であり、生活習

慣病などの疾病の予防施策の経済的効果につい

て、貴重な含意が導出できるものといえる。

一方、インタビュー調査では、労働生産性が高く、

柔軟で効率的な働き方が実現していると指摘され

ることの多い欧州諸国の事例について、既存研究・

資料では把握しにくい過去からの経緯や最近の法

改正の影響や労働市場の動向などを明らかにする。

具体的な主な調査事項は以下のとおりである。

1) 労働時間の総量規制（上限規制）、インター

バル規制、有給休暇の企業による時季指定

権のある労働市場での働き方はどのようにな

っているか。

2) 健康やワークライフバランスへの影響、およ

び、企業業績への影響はどのようになってい

るか。

3) EU 指令や時短が行われる前後でどのような

変化があったか。

4) 現状でも長時間労働がなされている労働者

の状況はどのようなものか。

インタビュー調査先としては、European Found、
ドイツ労働安全衛生研究所、大学などの専門家・

実務家とし、国については、欧州内の多様性を考

慮し、ドイツ、アイルランド、オランダ、フランスなど

の複数国を対象とする。

C．研究結果 

定量的なデータ分析については、労働者の健康

指標や健康施策が企業業績に与える影響につい

て、まず、グラフによる視覚的な分析を行った。具

体的には、以下の図の例のように、生活習慣病医

従業員
の健康
状態

健康へ
の取り
組み

企業パ
フォー
マンス

働き方

［アンケート調査］

［健保・レセプト情報］
［財務情報］

（アンケート調査）

※研究分野：労働経済学、計量経済学
（統計解析）
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療費の前年の変化率が中央値以上と中央値未満

の企業群それぞれについて、当年の企業パフォー

マンス（利益率および労働生産性）の変化を算出し、

棒グラフで比較した。その結果、図のように、従業

員の健康状態がより悪化した企業群ほど、企業パ

フォーマンスの上昇幅が小さかったり、減少してい

たりする傾向が見られた。ただし、健康状態と企業

パフォーマンスの間の関係性が視覚的には確認で

きるものの、企業パフォーマンスの違いは統計的に

は有意でないものも多くあった。

そこで、次の分析として、従業員数や年間所定

外労働時間、年ダミーなどをコントロールし、さらに

固定効果モデルによって時間によって変わらない

企業の異質性を除去する回帰分析を行って、より

詳細に健康状態と企業パフォーマンスの関係を検

証した。その結果、健康状態を示す指標によって

異なるものの、生活習慣病医療費とメンタルヘルス

関連医療費については、それらの医療費が増加す

ると企業業績が統計的に有意に悪化する関係性が

示される指標が多いことが明らかになった。

推計された係数から影響度合いを把握すると、

生活習慣病医療費（１人当たり）が１万円減少する

と、翌年の労働生産性が 1.9%上昇する可能性が

示される。この影響度合いは、生活習慣関連医療

費（１人当たり）の平均値が 5.3 万円、利益率の平

均値が 0.03%であることを踏まえると、小さくはない

ものと判断できる。同様に、メンタルヘルス関連医

療費（１人当たり）が 0.1 万円減少すると、当年の利

益率が 0.008%ポイント、翌年の利益率が 0.013%
ポイント上昇する傾向があることも明らかになった。

やはり、メンタルヘルス関連医療費（１人当たり）の

平均値が 1.1 万円、利益率の平均値が 0.03%であ

ることを踏まえると、影響度合いは小さくないといえ

る。分析結果の詳細は 別添資料 1のとおりである。 
これらの推計では固定効果モデルを用いている

ため、観察されない要因も含め、企業による固有の

異質性を考慮できており、健康状態から企業業績

への因果的な関係性が定量的に捉えられたといえ

る。

定性的なインタビュー調査については、

European Found、ドイツ労働安全衛生研究所、リ

ール大学、ユトレヒト大学に対して、欧州労働者の

働き方、労働市場改革の動向、労働と健康、生産

性との関係などについて、幅広く意見交換を行った。

インタビュー調査の概要については 別添資料 2の
とおりである。

D．考察 

データ分析について、労働者の健康状態と企業

パフォーマンスの間に関係性がある可能性が見出

せたことは、これまでにないエビデンスである。特に、

生活習慣病関連の医療費が増えると 1 年のラグを

伴って企業パフォーマンスが悪化する可能性が定

量的に示せたことは、企業にとって労働者の健康を

継続的に維持することが経営上、重要な課題となる

ことを示すものであり、企業経営や労働政策などへ

の含意が導出できたといえる。また、企業パフォー

マンスへの影響が 1 年のラグを伴うとの結果は、健

康状態の変化が労働者レベルの生産性を変化さ

せ、さらには職場・企業レベルの生産性を変化させ

るまでには、相応の時間を要することを示している。

このことは、労働者の健康状態と企業パフォーマン

スの間の関係性は、その時々の実感としては確か

めにくいことを示唆するともいえる。企業経営にとっ

ては、労働者の健康状態の善し悪しに敏感になる

ことで、より高いパフォーマンスを目指せるといえよ

う。

インタビュー調査については、欧州や各国での

健康・労働政策の最新動向について、労働者や企

業活動への影響を現地専門家・政策担当者の見
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方も踏まえて聴取できたことは、日本における健

康・労働施策を検討するうえで、有用であったとい

える。また、聴取した内容はデータ分析の視点にも

反映させることが可能であり、定量的分析と定性的

分析の連携を行う足がかりになったといえる。

E．結論 

本プロジェクトのメインのテーマである生活習慣

病などの疾病の予防施策の経済的効果について、

労働経済学的な観点から実施した定量的な分析

結果からは、予防施策のプラスの経済的効果が示

唆されたといえる。すなわち、生活習慣病などの疾

病の予防施策を実施し、生活習慣病関連の医療

費が減少すれば、利益率や労働生産性といった企

業レベルのパフォーマンスが改善することが予想さ

れる。

さらに、医療費が減少してから企業パフォーマン

スが改善するまでには１年程度のラグを要すること

も本研究で確認された。予防施策を実施してから

医療費が減少するまでにはある程度の時間を要す

ると考えられるため、予防施策の導入を企業に促

す際には、効果が顕現化するのには相応の時間が

必要であり、中長期的な視点を持って施策導入を

検討すべきことを強調すべきといえる。

G．研究発表 
１．論文発表

なし

２．学会発表

なし

H．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
１．特許取得

なし

２．実用新案登録

なし

３．その他

なし
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別添２

ヒヤリング概要（2018 年度）

欧州労働者の働き方、労働市場改革の動向、労働と健康、生産性との関係などについ

て、幅広く意見交換を行った。

●ヒヤリング先は以下のとおり。

Juan Menéndez-Valdés 氏（European Found＜ヨーロピアン・ファウンド＞, Director）
Barbara Gerstenberger 氏（European Found, Head of Unit, Working Life） 
Jorge Cabrita 氏（European Found, Research Manager, Working Life） 
Mathijn Wilkens 氏（European Found, Research Office, Working Life） 
Robert Anderson 氏（European Found, Head of Unit, Social Policies） 
Irene Mandl 氏（European Found, Head of Unit, Employment） 
Wilmar B. Schaufeli 氏（Utrecht University＜オランダ・ユトレヒト大学＞、Full Professor 

of Work and Organizational Psychology,  Social, Health & 
Organizational Psychology） 

Sébastien Richard 氏（University of Lille 1＜フランス・リール第一大学＞, Associate 
Professor, Sciences and Technology） 

Martin Schütte 氏（Bundesanstalt fur Arbeitsschutz und Arbeitsmedizin（BAuA） ＜ドイ

ツ労働安全衛生研究所＞, Scientific Leader, Department Work and
Health）

Ina Schollgen 氏（Bundesanstalt fur Arbeitsschutz und Arbeitsmedizin（BAuA） ＜ドイツ

労働安全衛生研究所＞, Unit Mental Health and Cognitive Capacity） 
Patricia Hellen Rosen 氏（Bundesanstalt fur Arbeitsschutz und Arbeitsmedizin（BAuA） ＜

ドイツ労働安全衛生研究所＞, Unit Human Factors, Ergonomics） 
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１．ヒヤリング先：Juan Menéndez-Valdés 氏（European Found, Director）、Barbara 
Gerstenberger 氏（European Found, Head of Unit, Working Life）、
Jorge Cabrita 氏（European Found, Research Manager, Working 
Life）、Mathijn Wilkens 氏（European Found, Research Office, 
Working Life）、Robert Anderson 氏（European Found, Head of Unit, 
Social Policies）、Irene Mandl 氏（European Found, Head of Unit, 
Employment） 

各氏からは、European Found（以下、Eurofound）のプロジェクトで得られた知見とと

もに、現行の欧州の労働市場の課題について、特に、「ワーク・ファミリーライフ・バ

ランスにおける新たな課題（Reconciliation of work and family life）」、「労働の質（Job
Quality）」、「職場の労働条件と労働者の健康（Working conditions and worker’s health）」、
「AI、ICT 等のデジタル化と働き方（Digitalisation of Work）」を中心にヒヤリングを行

った。

① Eurofound の European Work Condition Survey（EWCS）について

・EWCS は、5 年ごとに EU 加盟国の労働者を対象に行われる face-to-face 形式（CAPI
調査）の調査であり、この調査から Eurofound の報告書のベースとなる多くの情報を

集めている（質問項目は 106、調査時間は 45 分程度）。

・EU の加盟を考えている国の参加を含む 35 か国が参加しており、43,850 サンプルの労

働者の情報を集めている。質問紙は 49 か国語に翻訳されている。 
・各国別には 1,000 サンプルと少ないが、各国の労働市場の動向比較および経年的な変

化をとらえるために非常に有益な統計となっている。国によっては支出額を増額し

て 3,000 程度のサンプルを確保しているところもある。

・最近では EU の加盟にかかわらず、国際比較のために EWCS の質問表を利用する国が

増えている。最近では例えば、アメリカ、韓国、中国が利用した。サンプルの集め方

や質問項目の採用数に違いがあるため厳密な比較の際には幅を持つ必要があるが、

労働者のストレスや働き方、健康との関係などについて統一的な質問項目で国際比

較できる利点は大きい。日本についても調査を実施してもらえたら嬉しいという意

向があった。

②ワーク・ファミリーライフ・バランスにおける新たな課題（Reconciliation of work and 
family life）

・他国からみると、欧州諸国では労働者のワークライフバランスが確立しているとする

認識をもたれることが多いが、新たな課題が深刻化しつつある。
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・具体的には、以下の図のように、病気や障害を抱える家族の看護や高齢化による親の

介護、さらには子どもの育児と、就労との両立を行わなければならない人は 50 歳以上

や女性で特に多くなっており、そのほとんどが就業者である。また、そうした介護・

育児と就業の両立にコンフリクトを感じている労働者も増加傾向にある（“European 
Quality of Life Survey”）。どの国でも高齢化は進行しており、介護や看護と仕事のバラ

ンスをいかに図っていくかは大きな課題である。 
 

 
出所）Eurofound (2016), ”European Quality of Life survey 2016”  

 
 

・ドイツやスウェーデンなど比較的社会保障が充実している国では公的な介護保険も

あるが、そうした保険が整備されている国であっても、ある統計によれば 80%の労働

者本人が家族や友人などで介護・看護を必要としている人の主たる担い手となってい

るという数値もある。保険の整備の有無というよりは、看護や介護を第三者（専門家）

に委ねることに対するスティグマが依然として強く、そうした社会規範が当事者によ

る看護・介護という選択肢を取らざるを得ない状況を作り出している。 
・介護を担う労働者への配慮を積極的に進めている企業は以前は非常少なかったが、社

会的なニーズもあり少しずつ増えてきている印象はある。 
・今般の European Directive（以下、EU 指令）の改訂においても、caring leave（介護休

暇）の導入の是非についての議論が行われている。 
・介護休暇に関しては、1 日単位ではなく、時間単位の休暇取得を導入する企業はかな
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り増えてきており、ワーク・ファミリーライフのコンフリクトを緩和する作用として

機能している。 
 
 
③ 時間管理の緩やかな働き方について：オプトアウト（opt out）の動向 
・EU 指令の週労働時間の上限 48 時間の適用を除外されている労働者（オプトアウト）

の割合についてはデータが存在しないが、どの国がオプトアウトをどの程度認めて

いるかを調査した 2015 年のデータは以下のとおり。 
 

 
出所）Eurofound (2015), ”Opting out of the European Working Time Directive”  
・青色はオプトアウトがどの職業でも認められており、オレンジ色は一部の職業のみオ

プトアウトを認めている国、緑色はオプトアウトが認められていない国である。色の

違いからも、EU 指令の下でも国によってかなりの違いがあることがわかる。オレン

ジ色の国でオプトアウトが認められているのは基本的に医師や看護士などのヘルス

ケア業界の従事者である。 
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・こうした職種の働き方と健康に関する検証は、今後の課題である。 
 
 
④ 働き方、心の健康、労働強度、生産性について 
・EWCS では、2015 年調査においてワークエンゲージメントのユトレヒト尺度（下記

２．も参照）を質問項目に加えている。現在、そのデータを利用し、働き方や労働条

件と（ポジティブな）メンタルヘルスや疲労（exhaustion）との関係について、仕事の

要求度＝資源モデル（Job Demand=Resource モデル）を用いた解析をオーストリア大学

の研究者との共同研究を進めている。 
・暫定的な結果として、（A）同僚や上司によるサポートといった職場の資源（Social 

resources）がもっともワークエンゲージメントを高めていること、（B）ワークエンゲ

ージメントを媒介して、ワークエンゲージメントが高いほど、主観的な健康観や良質

な睡眠がとれている人が高いこと、などが分かっている。ただし、EWCS はクロスセ

クションデータなので、逆の因果性の可能性は排除できない点は課題である。 
・欧州委員会（EU Commission）が 2017 年に公表した「欧州における社会権の柱(European 

pillar of social rights)」は、機会均等、公正な労働条件、社会的保護の 3 つのカテゴリー

における計 20 項目の原則を示しているが、その根底には労働者の権利を保護すると

いうだけでなく、根底にはより高い生産性につなげるという目的があると理解してい

る。こうした昨今の動向もあり、健康と生産性との関係については関心が高まってい

るが、生産性を客観的に測定することは難しく、現状では主観的な健康やプレゼンテ

ィイズムの測定に留まっているのが現状である。 
・Eurofound が実施している企業向けの調査は、人事担当者に主観的に業績が上がって

いるかどうかを聞く程度で、財務データを用いた企業の健康経営の調査などはあまり

聞いたことがない。 
・テレワークについては、この数年で大幅に増加しているという傾向はない。制度の普

及というよりは、労働者が願い出れば個別に企業が対応するというケースが多いと思

われる。 
 
 
⑤ ICT 技術とプラットフォーム・ワーク、テレワーク等について 
・オートメーション化、デジタライゼーション化、フラットフォームワークなどの普及

により、定型的・反復的な仕事が機械に代替され、機械ではできないタスクのみが切

り分けられるようになってきた。人間が必要されるのはある一定のタスクのみとなっ

てくると、常時雇用されている状態よりも必要なときだけ有期で雇用されるという時

代も来ると予想している。 
・こうしたことから、実態の把握の必要性は喫緊の課題であるが、そもそも「プラット
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フォーム・ワーク」という言葉一つをとっても、受け止める人によってイメージが異

なることがあり、きちんとした定義づけが非常に難しいことが実態把握を一層難しく

していることが分かってきた。プラットフォーム・ワークがどの程度存在するかとい

う調査は民間でいくつかなされているが、数値にはかなりの幅があり、頑健で信頼に

たるデータは今のところないと思う。 
・ただ、一般的な認識として、欧州ではまだそれほど広がっていないのではないか（主

な仕事としている割合は、生産性人口の 2%程度という調査もある）。ただし、増加傾

向にはあり、将来的にはこの流れを止めることはできないだろうと思われる。 
・こうした働き方の普及は、多様な労働者が仕事へアクセスしやすくなる、マッチング

が促進される、特にハイスキルな労働者の雇用機会が増加するなどのメリットもある

が、スキルを持たない労働者の雇用や所得が不安定化するなど、特に若年層や経験を

積んでいない労働者への影響が懸念されるほか、こうした働き方が増加することによ

り労働者のストレスや労働強度が高まる可能性も予想される。また、企業のほうはネ

ットワーク効果があるため、最初にネットワークを築いた企業がロックイン状態とな

り、市場が独占状態になりやすくなると予想される。 
・Eurofound では、プラットフォーム・ワークに関する 800 本の論文や調査の包括的な

サーベイを行っており、近日中に報告書を発刊予定である（2018 年 9 月以降）。 
・EWCS にプラットフォーム・ワークに関する質問項目を入れてはどうかという要望も

かなりあるが、上述のとおり定義がかなり曖昧で、比較が困難になることから拒否し

ている状況である。EuroStat では、2024 年に質問をモジュール化して調査をすること

を検討していると聞いている。 
 
 
⑥ テレワークについて 
・テレワークは従来は自宅勤務という意味合いが使われることが多かったが、昨今では

職場以外のどこでも自由に働くという言葉として定着しつつある。EWCS（第 6 回）

でテレワークの調査を実施しており、テレワークの普及は国によってかなり幅がある

ことが分かってきている。国によって企業文化が異なることや、経営側が労働者を管

理下に置きたいと考える割合が異なるためと思われる。 
・EWCS（第 6 回）の調査では、テレワークをしている人ほど労働時間が長い傾向にあ

るという結果もみえているが、幸福度や満足度は総じて高い。自律的な働き方は、自

由度が増すこともあり、労働者の welfare を挙げているとも考えられる。 
・テレワークが普及することによる生産性への影響については、オフィススペースや関

連コスト、通勤時間の節約といった点が認識されている。 
・ただし、「blurring of the boundaries（仕事との境界が曖昧になる）」ために、健康への

影響が懸念されるほか、プライバシーとのコンフリクトも課題となっている。 
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・ただし、時間単位の休暇と同様、昨今、労働者のニーズが特に高まってきているのは、

働き方の柔軟性（フレキシビリティ）である。こうしたニーズを強く感じている労働

者からは、昨今フランスの法制化やドイツの一部企業などで導入されている「つなが

らない権利」については異を唱える人も多い。健康やプライバシーの確保と、自律的

な働き方との間のコンフリクトも難しい課題である。 
 

 
出所：EWCS（第 6 回）調査 
 
 
２．ヒヤリング先：Wilmar B. Schaufeli 氏（Full Professor of Work and Organizational 

Psychology,  Social, Health & Organizational Psychology, Utrecht 
University ＜オランダ・ユトレヒト大学＞） 

 
Schaufeli 教授は、産業保健・心理学などの分野で世界的に多用されているポジティブ

なメンタルヘルスの尺度「ワークエンゲージメント指標（Utrecht Work Engagement Scale）」
の開発者であり、ヒヤリングでは主として心の健康（ワークエンゲージメント）と生産

性に関する最近の研究の動向について意見交換を行った。 
 
・産業保健・心理学では、常に心の健康と生産性との関係に関心を持ち続けてきたもの

5
10
15
20
25
30
35
40

It
al

y
G

re
ec

e
C

ze
ch

 R
ep

ub
lic

Po
la

nd
Sl

ov
ak

ia
H

un
ga

ry
Po

rt
ug

al
G

er
m

an
y

R
om

an
ia

Li
th

ua
ni

a
La

tv
ia

B
ul

ga
ri

a
Sp

ai
n

C
yp

ru
s

C
ro

at
ia

A
us

tr
ia

Sl
ov

en
ia

M
al

ta
Ir

el
an

d
B

el
gi

um
Fi

nl
an

d
E

st
on

ia
Fr

an
ce

Lu
xe

m
bo

ur
g

U
ni

te
d 

K
in

gd
om

N
et

he
rl

an
ds

Sw
ed

en
D

en
m

ar
k

Occasional T/ICTM
High mobile T/ICTM
Home based teleworker

41



 
 

の、心の健康も、生産性も、どちらも主観的な（subjective）尺度に頼らざるを得ない

ことが課題とされている。今後は、いかに生産性に関する客観的な（objective）指標を

用いて、労働者の心の健康と生産性との関係を明らかにするかが重要というのが学界

で頻繁に議論されている。 
・EWCS を利用して、ワークエンゲージメントの各国平均と GDP などのマクロ指標と

の相関を検証した分析を今年発表した。分析の結果、ワークエンゲージメントが高い

ほど GDP が高いという正の相関が観察されている（“Work engagement in Europe: 
Relations with national economy, governance and culture”, Organizational Dynamics 47, 2018）。 

・個票データを用いた労働者や企業の生産性に関する研究は依然として非常に乏しい。

以前は、マーティン・セリグマン（Martin Selligman）教授の研究で、楽観度（optimism
尺度）が高いセールスマンほど、営業成績が良いという研究成果があるくらいだった。 

・最近では、ベンジャミン・シュナイダー（Benjamin Schneider）教授らによる重要な研

究が発表された（“Workforce engagement: What it is, what drives it, and why it matters for 
organizational performance”, Journal of Organizational Behavior, 39(4), 2018）。 

・同論文では、Fortune 500 の企業から 102 社を抽出し、労働者の平均的なワークエンゲ

ージメントの度合いが高い企業ほど、1，2 年後の RoA や営業利益率が高いことを示

している。今後は、こうした客観的指標を用いた検証の蓄積が重要であり、特に経済

的な尺度を用いた研究が必要である。 
 
 
３．ヒヤリング先：Sébastien Richard 氏（Associate Professor, Sciences and Technology, 

University of Lille 1,＜フランス・リール第一大学＞） 
 

Richard 准教授は、人事データや労働者・企業の個票データと生産性や企業業績との

関係を専門としている研究者であり、ヒヤリングでは主としてフランスにおける企業の

労務管理上の課題と、健康経営の現状について意見を聴取した。 
 
・健康経営に関してフランスで最も企業の関心が高いのは、労働者の病気欠勤（sick 

leave）の多さ（absenteeism）とそれが企業業績に及ぼす影響についてである。 
・フランスでは、①病気等の治療費をカバーするための公的保険と企業保険の 2 階建て

のシステムと、②病気がケガで働けない場合に賃金を保証する病欠保険、の２つが法

的に義務付けられており、病欠保険の存在により欠勤する労働者が多いことが大きな

問題となっている。公的な統計はないが、例えば大手の小売業の人事データ（従業員

数は約 12 万人。うち、正社員は約 5 万人）を利用した自身の研究では、（有給休暇を

含まない）病欠による年間の平均欠勤日数は 20-25 日程度。 
・すべての従業員が病気休暇をとっているわけではなく、上述の大手小売業の例では、
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全従業員の 2/3 は 1 日も病欠をとっていない。残りの約 1/3 の従業員が年間 100 日の

病欠をとっている。 
・病気欠勤が多いという理由で労働者を解雇することは法的に難しい。 
・病気欠勤を多くとる従業員を他の従業員が批判するような風潮はなく、多くの従業員

が制度として受け入れている。 
・病気欠勤の取得条件などの制度は政権が変わる度に変更されており、制度変更が

absenteeism に与える影響などを検証する研究は比較的多くなされている。 
・フランスでは、人的資本形成のための企業研修として、企業は毎年、従業員の年収の

1.6%相当額を研修に拠出することも法的に義務付けられており、病欠保険の企業側支

出、研修費用、解雇費用、などの人件費の高さがフランス企業にとって大きな負担と

なっている。 
・医療＆病欠保険は、2 年前の法改正により、有期雇用については雇用契約期間だけで

なく、雇用契約が終了した後も直近の雇用契約期間度同じ長さの保険を企業が支出す

ることが義務付けられたため、有期雇用のコストも高くなっている。 
・健康経営に関して、労働者の健康と客観的な生産性指標や企業業績との関係を研究し

ている研究者はフランスでもほとんどいない。 
・一方で、フランス企業の健康経営に対する関心は少しずつだが高まってきている。理

由としては、上記の通り、企業による保険料負担が大きくなってきていることに加え

て、法的な定年も 55→60→62歳と年々延長されてきており、従業員の高齢化はフラン

スでも認識されつつある。必然的に健康経営についての企業の関心は、今後さらに高

まると予想される。 
・ただし、フランスは中央集権的なところがあり、企業は法律で義務付けられない限り

は積極的な政策をとらない傾向にあるため、健康経営について先進的な取り組みをし

ている企業はあまりない。 
・フランスでは、absenteeism にくらべると、presenteeism はそれほど大きな問題となっ

ていない。病気であれば比較的簡単に休暇が取れる制度が整っているので、無理に出

勤をする人が少ないためである。 
・フランスの法定労働時間は 35 時間で他国に比べても短いため、従業員の間では勤務

時間中はしっかり働くべきだというコンセンサスがある。したがって、労働強度（work 
intensity）の高さに対する不満やストレスはあまり問題視されておらず、時間当たりの

生産性は非常に高い。こうしたことからもpresenteeismは大きな問題になっていない。 
・「勤務時間中」「定年まで」は密に労働して、時間外や定年後は余暇を楽しむという考

え方が広く定着している。 
・ただし、管理職クラスに相当する人の労働時間は長く、メンタルヘルスへの影響が懸

念されている。管理職は週当たり 50 時間以上働いている人が多い印象である（ただ

し、60 時間以上はいないと思われる）。 
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・健康経営は非常に重要なテーマであり、健康と客観的な生産性指標との関係は今後デ

ータを用いて厳密に検証をしていくべきである。現在は、大手小売業の従業員満足度

調査と、顧客満足度調査、病欠データなどを取得し、解析を進めている。 
・フランスでは個人情報保護のルールが厳しく、人事データとレセプトデータを紐づけ

た検証などは非常に難しい状況である。 
 
 
４．ヒヤリング先：Martin Schütte 氏（Bundesanstalt fur Arbeitsschutz und Arbeitsmedizin

（BAuA）  ＜ドイツ労働安全衛生研究所＞ , Scientific Leader, 
Department Work and Health）、Ina Schollgen 氏（Bundesanstalt fur 
Arbeitsschutz und Arbeitsmedizin（BAuA） ＜ドイツ労働安全衛生

研究所＞, Unit Mental Health and Cognitive Capacity）、Patricia 
Hellen Rosen 氏 （ Bundesanstalt fur Arbeitsschutz und 
Arbeitsmedizin（BAuA） ＜ドイツ労働安全衛生研究所＞, Unit 
Human Factors, Ergonomics） 

 
・ドイツの最近の働き方の動向としては、①時間のフレキシビリティの増加、②空間（働

く場所）のフレキシビリティの増加、③雇用の不安定化、④長時間労働の傾向、など

がある。 
・また、ICT 化による仕事とプライベートの境界が曖昧化していることも課題となって

いる。 
・仕事からのリカバリーが重要であり、どういうリカバリーが効果的かについては、今

後データを収集する予定。職種によっても効果的なリカバリーの仕方は異なるはず

であり、定量的・定性的な研究の蓄積が必要だと感じている。 
・労働強度の増加はドイツでもストレスの大きな要因の一つと認識されている。ワーク

フローの頻度が増しており、業務量も多いと考える労働者も多い。また、労働力不足

がドイツでも顕現化しており、特に介護産業やリハビリ産業などでの人手不足が問

題となっている。 
・プラットフォーム・ワーカーやクラウドワーカーの健康や安全の管理は、「労働者性」

の定義に関わる難しい問題である。政府の監督指導も検討していくべきだが、この点

はこれからの検討課題である。 
・仕事の質と健康との関係については、働き方が健康へ与える影響が顕在化するまでの

タイムラグがあるため、定量的な把握が難しい。ちょっとした疲れ（fatigue）という

ような早期指標（quick indicator）が、疲労（exhaustion）や、その先の指標とどのよ

うに関連しているかをより精緻に検証している必要がある。 
・労災認定については、精神疾患による申請者（retirements caused by reduced ability to 
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work due to mental illness）は多く、2016 年時点で 4.3 万人程度が認定を受けている。

ドイツでは、企業による病気欠勤が認められるのは最大 6 週間のため、それ以上の

長期療養が必要な人は離職を余儀なくされる。

・昨今の製造業の現場ではオートメーション化により、定型的な仕事は機械がやる一方

で、人間が引き続き従事する仕事は裁量性が認められるタスクが増えていると思わ

れる。仕事の要求度＝コントロールモデル（job demand=control model）では、仕事の

裁量性は心の健康にプラスに影響するとされているが、オートメーション化により、

製造業の現場ではどのような研究が蓄積されているかを、3000 本以上の論文から主

要な 106 本を抽出し、サーベイしている。サーベイの結果、（A）仕事のコントロー

ルの度合いが低いとストレス、疲労、うつ傾向などが観察されるが、（B）仕事の進

め方に関する裁量性が認められる場合はそれらが改善され、（C）仕事満足度も上昇

するという結果が全般的にみられている。

・こうした結果を受けて、多くの論文ではオートメーションが進む状況下では、労働者

の裁量を増やすべきとする含意を導出しているものが多いが、ではどうやって裁量

が多い仕事を作り、与えていくかということについては言及されているものはほと

んどなく、今後の課題である。

・また、ロボットとの協働が進むことによる労働者の心身の健康や、働き方や裁量性に

もたらす影響については、今後検討が必要な課題と認識している。

・ドイツ政府が推進している industry 4.0 はまだ緒に就いたばかりであり、労働者への

影響についてはほとんど把握できていない状態である。ただし、製品のカスタマイズ

化が普及してきていることから、製造現場では労働者がかなりフレキシブルに対応

する必要性が増しているという印象がある。

・感情労働（Emotional Labor）についても関心が高まっている。2010-2014 年に発刊さ

れた論文 123 本をサーベイしたところ、笑顔を要求される仕事、怒っている客を相

手にしなくてはならない仕事等に従事している労働者や、やらなければならないタ

スクと自身の感情が乖離していると感じている労働者などが、メンタルヘルスを毀

損しやすいということが示されている。

・仕事上の事故などでトラウマを抱える労働者のメンタルヘルス（Traumatic Stress）に

ついても、9000 本の論文から 50 本を抽出し、サーベイを行っている。警察官を対象

とした比較対照実験研究で、事故が起こる未然にレジリエンス・トレーニングを行っ

たほうが、トレーニングを行わなかった警察官に比べて、実際に事故に直面した後に

おけるメンタルヘルスを毀損する度合いが軽減された、といった研究もでてきてい

る。事後的な対策は、それに比べて効果が相対的に低いとする研究なども散見され

る。事前・事後の対策を組み合わせる必要があると考えられる。

以上
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厚生労働科学研究補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
分担研究報告書 

 

「健康リスクと生産性の関連性の検討」 

研究分担者 津野 陽子 東北大学大学院医学系研究科保健学専攻地域ケアシステム看護学分野 講師  

 
研究要旨 
 先行研究によれば、従業員の健康に関連する総コストのうち、医療費は 4 分の 1 を占めるに過ぎず、生

産性の損失が４分の 3 を占め、最大の項目は、プレゼンティーイズム（何らかの疾患や症状を抱えながら

出勤してはいるが、業務遂行能力や生産性が低下している状態）となっている。健康における生産性指

標はこのプレゼンティーイズムとアブセンティーイズム（病欠）で捉えられるようになってきた。生活習慣病

などの健康リスクの社会的影響を検討するためには、疾病による医療費負担の観点のみではなく、疾病

による労働生産性への影響を含めた経済影響の観点からの分析も必要である。本研究では、健康リスク

と生産性の関連を検討することを目的とした。 
日本国内の 1 病院の 2014～2017 年度の各年の健診・問診（定期健康診断・特定健診）データに医

療費および生産性指標（プレゼンティーイズム・アブセンティーイズム）に関する従業員アンケートデータ

を統合したデータを分析対象とした。健康リスクと生産性の関連性の分析は、健康関連コスト（生産性損

失コスト＋医療費）と健康リスクの関連性の分析を行った。また、コホートデータにより、生産性指標と医療

費の変化量に寄与する健康リスク項目の分析を行った。さらに、4 年間の健康リスク数・健康リスク項目の

変化パターンと生産性指標・医療費の変化量との関連性の検討を行った。 
健康リスクレベルが悪くなるほど医療費も生産性損失コストも大きくなっており、健康と健康関連コストの

関連が示された。4 年間の経年分析により健康リスクの変化数別に生産性指標および医療費の変化量を

みた結果、プレゼンティーイズム損失の変化量と有意な関連があり、健康リスク数が変化ない（維持）群で

あってもプレゼンティーイズム損失は 1.2％改善しており、健康リスク 2 つ改善では 4.6％、3 つ以上改善

では 6.5％改善していた。年齢が上昇する中での健康リスクの改善は容易ではないが、維持・改善による

プレゼンティーイズム損失の削減効果は大きく、生産性損失コスト削減に大きく寄与すると考えられた。 
 
 
A.．研究目的 

米国における先行研究によれば、従業員の健康

に関連する総コストのうち、生産性の損失が４分の

3 を占めるのに対し、医療・薬剤費は 4 分の 1 を占

めるに過ぎないという（Healthy Workforce 2010 
and Beyond）。最大の項目は、プレゼンティーイズ

ム（何らかの疾患や症状を抱えながら出勤してはい

るが、業務遂行能力や生産性が低下している状

態）となっている。健康における生産性指標はこの

プレゼンティーイズムとアブセンティーイズム（病欠）

で捉えられるようになってきた。健康経営は「健康」

と「生産性」の両方をマネジし、健康関連コスト全体

を小さくすることを目指した取り組みである。 
OECD の調査研究（OECD Health Working 

Papers No. 86）における、リスクファクターとなる生

活習慣や慢性疾患が労働市場に与える影響につ

いて、リスクファクターは、生活習慣は肥満、喫煙、

アルコールがあげられ、慢性疾患は、心疾患、糖尿

病、がん、高血圧、関節炎であった。肥満（特に女

性）、多量飲酒、喫煙、糖尿病、がんは、いずれも
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アブセンティーイズムが多くなっていることが示され

ていた。日本においては、これまで、大企業におけ

る従業員の健診・問診データおよび医療費に関す

る健保組合の保有するデータを用い、健康と生産

性指標および医療費との関連について研究を実施

してきた。生産性指標（主にプレゼンティーイズム）

と精神健康の関連性の強さは先行研究同様、日本

においても示された。生活習慣病などの健康リスク

の社会的影響を検討するためには、疾病による医

療費負担の観点のみではなく、疾病による労働生

産性への影響を含めた経済影響の観点からの分

析も必要である。 
本研究では、健康リスクと生産性の関連を検討

することを目的とした。コホートデータにより、生産

性指標と医療費に寄与する健康リスク項目の検討

を行った。 
 
B．研究方法 
〇研究対象と方法 
日本国内の 1 病院の 2014～2017 年度の各年

の健診・問診（定期健康診断・特定健診）データに

健保組合によるレセプトデータおよび生産性指標

（プレゼンティーイズム・アブセンティーイズム）に関

する従業員アンケートデータを統合したデータを分

析対象とした。 
2018 年度時点での在籍者は 2,425 人であっ

た。経年変化分析は、2018 年度在籍者のうち、

2014～2017 年度の 4 年間在籍している 1,683 件

を分析対象とした。 
 
〇分析項目 
 研究枠組み（図 1）と分析に用いた変数（図 2）は
以下の通りである。 

 

Gosselin, E., Lemyre, L., & Corneil, W. (2013). Presenteeism and 

Absenteeism: Differentiated Understanding of Related Phenomena. 

Journal of Occupational Health Psychology, 18(1), 75-86 の仮説モデ

ルを参考に追加・変更して筆者作成。 

図 1．健康経営概念枠組み 

 

図 2．分析変数（縦断データ） 

 
〇変数の作成 
健康リスク評価 

健康リスク評価は、健康リスクの該当項目数によ

り当該組織の健康リスクレベルを低・中・高リスクに

区分し、組織の健康リスク構造を可視化する一手

法である。本研究では定期健康診断・特定健診の

健診項目・問診項目やストレスチェックに含まれる

項目を活用し、身体的健康リスク 5 項目（血圧・血

中脂質・肥満・血糖値・既往歴）、生活習慣リスク 4
項目（喫煙・飲酒・運動・睡眠休養）、心理的リスク 4
項目（ストレス・生活満足度・仕事満足度、主観的

健康感）の 13 項目を設定した。これら健康リスク

職場環境

健康リスク

アブセンティーイズム

プレゼンティーイズム

医療費

仕事特性・
個人要因

生産性指標

 プレゼンティーイズム：何らかの疾患や症状を抱えながら
出勤し、業務遂行能力や生産性が低下している状態

 アブセンティーイズム：病欠、病気休業

属性
・年齢
・性別
交替勤務
・2交替・3交替
職種
・看護師・医師・事務職
乳幼児の有無
・産休育休取得

生物学的リスク
・血圧・血中脂質・肥満・血糖値
生活習慣リスク
・喫煙・飲酒・運動・睡眠休養
心理的リスク

・主観的健康感・生活満足度・
仕事満足度・ストレス

仕
事
特
性
・個
人
要
因

健
康
リ
ス
ク

アブセンティーイズム

プレゼンティーイズム

生産性指標

（WHO-HPQ日本語版）絶対的プレゼ
ンティーイズム「過去4週間（28日間）

の間のあなたの総合的なパフォーマ
ンスをあなたは、どのように評価しま
すか？」により測定。

・アブセンティーイズムを尋ねる項目
「昨年 1年間に、自分の病気で何日
仕事を休みましたか」により測定。
・病休日数（欠勤・休職）

医療費
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13 項目の該当数によりリスクレベルを低リスク（0-3
個該当）、中リスク（4-5 個）、高リスク（6 個以上）に

区分した。健康リスク項目と健康リスクの判定は筆

者らの先行研究に基づいた（経済産業省. 平成 27
年度健康寿命延伸産業創出推進事業「健康経営

評価指標の策定・活用事業」東大 WG 報告書）。 
 

健康関連コストの推計 
アブセンティーイズムコストは、「総報酬日額（円）

＊アブセンティーイズム（日）」で算出した。アブセン

ティーイズはアンケートにより年間病休日数を取得

した。コスト換算は、従業員それぞれの標準報酬月

額を用い、日額（円）を算出した。 
プレゼンティーイズム損失コストは、「総報酬年額

（円）＊プレゼンティーイズム損失割合（100%－プ

レゼンティーイズム％）」で算出した。プレゼンティ

ーイズムは WHO-HPQ（WHO-HPQ：HPQ 
Short Form (Japanese) 
http://www.hcp.med.harvard.edu/hpq/info.php）による

相対的プレゼンティーイズム（同様の仕事をしてい

る人のパフォーマンスに対する、過去 4 週間の自

分のパフォーマンスの比）を用いた。 
 

〇分析 
健康リスクと生産性の関連性の分析は、健康関

連コスト（生産性損失コスト＋医療費）と健康リスク

の関連性の分析を行った。また、コホートデータに

より、生産性指標と医療費の変化量に寄与する健

康リスク項目の分析を行った。さらに、4 年間の健

康リスク数・健康リスク項目の変化パターンと生産性

指標・医療費の変化量との関連性の検討をした。 
 
（倫理面への配慮） 
東京大学倫理審査専門委員会（審査番号：14-
160）、東北大学大学院医学系研究科倫理審査委

員会（受付番号：2018-1-201）の承認を得た。本結

果は、東京大学と社会医療法人雪の聖母会の共

同研究「病院組織における健康と生産性指標の関

連性と経済影響分析に関する研究（2018 年度）」

の一部である。 
 

C．研究結果 
平均年齢（2018 年度到達年齢）は男性 38.7

歳、女性 36.1 歳、男女比は男性 29.8％、女性

70.2％であった。 
 
〇健康関連コストの推計 

健康関連コストを年間医療費、生産性損失コスト

（プレゼンティーイズム損失、アブセンティーイズム

コスト）、障害関連コスト（傷病手当金、労災補償

費）の推計の結果を図 3 に示す。健康関連コストの

構成割合は、プレゼンティーイズム損失コストの割

合は 76.8％、アブセンティーイズムコストは 2.6％
であり生産性損失コストが約 8 割を占めており、医

療費の割合は 18.4％であった。1 年間の 1 人あた

り平均健康関連コストは約 63 万円であった。 
 

WHO-HPQ presenteeism ＋Absenteeism (self-report sick days) 

図 3. 健康関連総コスト( n=2,425) 

 
〇健康リスク評価 

健康リスクの該当項目数により当該組織の健康リ

スクレベルを低・中・高リスクに区分する健康リスク

評価の結果、全体では低リスク（0-3 個該当）は

70.0％、中リスク（4-5 個）22.1％、高リスク（6 個以

上）8.0％であった。男性よりも女性のほうが低リスク

の該当割合が高くなっていた。 
 
〇健康リスクと健康関連コストの関連 

健康リスク評価による健康リスクレベル別に健康

関連コストをみた結果、健康リスクレベルが低リスク

の者のコストを 1 としたときの中・高リスク者のコスト
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は、中リスク者で 1.45 倍、高リスク者で 2.19 倍とな

っていた。健康リスクが高まるほど医療費が高くなる

ことは当然の結果であるが、低リスク者に比べ、医

療費は中リスク者は 1.28 倍、高リスク者は 2.88 倍

であった。生産性損失コストは、低リスク者に対しプ

レゼンティーイズム損失コストは中リスク者で 1.47
倍、高リスク者で 2.88 倍、アブセンティーイズムコ

ストは中リスク者で 2.13 倍、高リスク者で 3.05 倍と

なっていた。年齢が上がると健康リスクのレベルも

悪化する傾向があるが、年齢や男女の差を除外し

ても、健康リスクレベルが悪くなるほど医療費も生産

性損失コストも大きくなっていた。 
 

〇健康リスク該当項目数の経年変化 
健康リスク該当数の 2014 年から 2017 年の変化

をみると、4 年間で健康リスク数に変化のない人が

28.7％であり、改善群(1 項目以上減った)30.3％
に対し、悪化群(1 項目以上増えた)41.0％で、約

11％多くなっていた。 
 

〇健康リスク変化数別の生産性・医療費の変化量 
 2014 年から 2017 年の健康リスク該当数の変化

数別の生産性指標および医療費の変化量を分析

した。プレゼンティーイズム損失割合は、健康リスク

数が改善した（減った）ほどプレゼンティーイズム損

失割合は減少し、健康リスク数が悪化した（増えた）

ほどプレゼンティーイズム損失割合は増加していた

（p=.001）。アブセンティーイズムと医療費は、健康

リスク数該当の変化数との有意な関連はみられな

かったが、健康リスク数が 3 つ以上増えた者は、ア

ブセンティーイズム、医療費ともに大きく増えてい

た。 
 
〇健康リスク各項目の変化別生産性・医療費変化

量 
4 年間のプレゼンティーイズム損失の変化量には、

睡眠休養（p=.011）、主観的健康感（p<.001）、仕
事満足度（p=.019）、ストレス（p=.006）の健康リスク

項目が寄与していた 2014 年と 2017 年の 2 時点

ともリスクのないリスクなし維持群（L-L）と 2 時点目

ではリスクがなくなった改善群（H-L）は、プレゼン

ティーイズム損失割合は約 1～4％改善傾向にあっ

た。一方、2 時点においてリスクのある群（H-H）と 2
時点目ではリスクありとなっている悪化群（L-H）で

はプレゼンティーイズム損失割合は 1～5.7％悪化

していた。 
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図 4. 健康リスク評価( n=2,425) 

 

UNIAOVA adjusted for age and gender. 

図 5. 健康リスクと健康関連コストの関連(n=2,353) 

 

図 6．健康リスク数（13 項目）の 2014-2017 年(4 年間)の変化 

 

51



表 1．健康リスク変化数別の生産性・医療費変化 

UNIAOVA adjusted for age and gender.  
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 7．健康リスク変化数別のプレゼンティーイズム損失割合の変化 

 
 
 

維持

-3more -2 -1 0 +1 +2 +3more

N 1348 52 106 243 390 314 166 77

Mean -0.64 -6.54 -4.62 -1.36 -1.23 -0.35 3.98 2.99

SD 20.23 16.07 19.13 21.34 19.88 20.65 19.13 20.90

N 1259 48 104 230 352 294 154 77

Mean -0.52 -3.65 0.24 0.39 -0.26 -2.55 0.34 2.49

SD 17.52 26.22 2.97 15.50 5.10 29.23 4.45 20.68

N 1503 56 123 277 431 346 183 87

Mean 32,060 34,438 20,972 34,860 16,165 37,130 43,492 71,815

SD 326,795 101,943 465,853 288,882 422,601 235,912 231,384 223,334

プレゼンティ ーイ ズム

損失 (% )
p=.001

アブセンティ ーイ ズム (日) p=.180

医療費（ 円） p=.859

変化量 (2017-2014) 全体
改善 悪化

UNIANOVA
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表 2. 健康リスク各項目の変化別プレゼンティーイズム損失割合変化量（2014 年-2017 年の変化） 

UNIAOVA adjusted for age and gender. 

※変化量=2017 年-2014 年の値 

リスクなし（L-L）：2014 年、2017 年共にリスクなし    リスク増（L-H）：2014 年リスクなし→2017 年リスクあり 

リスク減（H-L）：2014 年リスクあり→2017 年リスクなし リスクあり（H-H）：2014 年、2017 年共にリスクあり 

 
  

リスクなし リスク増 リスク減 リスクあり
L-L L-H H-L H-H

Mean -0.64 -0.59 -6.47 1.57 -0.96 .570
SD 20.23 20.38 14.98 19.22 20.00
N 1348 1093 17 51 187

Mean -0.64 1.38 -0.94 -1.89 -0.70 .900
SD 20.23 19.27 18.49 19.84 20.47
N 1348 109 64 111 1064

Mean -0.65 -0.72 6.92 -4.44 2.78 .364
SD 20.23 20.32 13.77 16.88 19.65
N 1347 1298 13 18 18

Mean -0.64 -2.51 1.59 -1.67 1.96 .011
SD 20.23 20.00 19.91 19.33 20.89 LL-HH,LL-LH
N 1348 622 189 180 357

Mean -0.64 -1.25 5.00 -2.38 2.27 .183
SD 20.23 20.24 21.05 18.19 19.77
N 1348 1110 68 42 128

Mean -0.64 -1.29 2.65 3.44 2.06 .317
SD 20.23 19.60 22.23 24.89 22.12
N 1348 1122 68 61 97

Mean -0.64 -1.28 2.06 2.00 0.83 .465
SD 20.23 20.18 20.48 22.21 19.96
N 1348 999 68 40 241

Mean -0.64 -0.75 -1.07 11.25 1.04 .318
SD 20.23 19.86 23.34 18.85 23.45
N 1348 1208 84 8 48

Mean -0.66 -1.28 3.20 -3.56 5.71 .000
SD 20.19 19.53 24.22 17.89 23.04
N 1348 1004 125 135 84

Mean -0.56 -0.90 2.73 -2.41 -0.41 .100
SD 20.16 20.32 19.21 18.11 21.39 LL-HH,LH-HL
N 1333 998 150 87 98

Mean -0.56 -1.37 1.99 -1.89 -0.39 .019
SD 20.16 20.32 19.72 20.47 19.93 LL-HH,LH-HL
N 1333 607 266 175 285 LL-LH

Mean -0.56 -1.00 3.27 -4.34 1.20 .006
SD 20.16 19.50 21.10 20.19 23.39 LL-LH,LH-HL
N 1333 954 165 106 108

仕事
満足度

ストレス

肥満

血糖値

主観的
健康感

LL-HH,LL-LH
HL-LH,HL-HH

喫煙

生活
満足度

運動

飲酒

睡眠休養

血圧

血中脂質

H:リスクあり
L:リスクなし

Total p

リスク変化 プレゼンティーイズム損失割合の変化量(%)
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表 3. 健康リスク各項目の変化別アブセンティーイズム変化量（2014 年-2017 年の変化） 

UNIAOVA adjusted for age and gender. 

※変化量=2017 年-2014 年の値 

リスクなし（L-L）：2014 年、2017 年共にリスクなし    リスク増（L-H）：2014 年リスクなし→2017 年リスクあり 

リスク減（H-L）：2014 年リスクあり→2017 年リスクなし リスクあり（H-H）：2014 年、2017 年共にリスクあり 

  

リスクなし リスク増 リスク減 リスクあり
L-L L-H H-L H-H

Mean -0.52 -0.58 -0.44 0.06 -0.34 .999
SD 17.52 19.34 2.22 1.42 4.29
N 1259 1024 16 49 170

Mean -0.52 -0.43 -6.00 1.48 -0.41 .062
SD 17.52 2.25 44.26 19.99 15.19 LL-LH,LH-HL
N 1259 100 59 98 1002 LH-HH

Mean -0.52 -0.55 0.92 0.25 -0.13 .993
SD 17.53 17.80 4.99 1.29 0.92
N 1258 1218 13 12 15

Mean -0.52 -0.76 1.27 0.02 -1.33 .495
SD 17.52 15.70 14.27 7.22 24.42
N 1259 587 175 166 331

Mean -0.52 -0.59 -0.76 -0.47 0.19 .856
SD 17.52 19.30 4.70 1.91 3.67
N 1259 1029 68 38 124

Mean -0.52 -0.68 0.81 0.13 -0.04 .775
SD 17.52 19.18 4.41 2.98 2.58
N 1259 1044 64 55 96

Mean -0.52 0.02 -5.48 -9.58 0.24 .000
SD 17.52 12.00 45.87 53.72 3.45 LL-LH,LL-HL
N 1259 924 64 40 231 LH-HH

Mean -0.52 -0.57 -0.10 0.00 -0.27 .890
SD 17.52 18.50 3.36 0.00 3.59
N 1259 1125 79 6 49

Mean -0.52 -0.33 -0.15 -1.61 -1.76 .867
SD 17.51 14.32 4.45 16.69 45.96
N 1260 938 121 126 75

Mean -0.53 -0.21 -2.28 -0.18 -1.54 .519
SD 17.62 14.41 29.22 28.56 6.43
N 1245 936 138 88 83

Mean -0.53 -0.92 0.84 -0.70 -0.88 .684
SD 17.62 16.11 11.82 15.12 25.58
N 1245 579 250 166 250

Mean -0.53 -0.60 1.29 0.49 -3.70 .212
SD 17.62 13.35 15.49 4.35 44.84 LH-HH
N 1245 905 145 101 94

仕事
満足度

ストレス

リスク変化
L:リスクなし
H:リスクあり

喫煙

運動

飲酒

睡眠休養

血圧

血中脂質

肥満

血糖値

主観的
健康感

生活
満足度

Total p

アブセンティーイズム(アンケート)変化量(日)
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表 4. 健康リスク各項目の変化別医療費変化量（2014 年-2017 年の変化） 

UNIAOVA adjusted for age and gender. 

※変化量=2017 年-2014 年の値 

リスクなし（L-L）：2014 年、2017 年共にリスクなし    リスク増（L-H）：2014 年リスクなし→2017 年リスクあり 

リスク減（H-L）：2014 年リスクあり→2017 年リスクなし リスクあり（H-H）：2014 年、2017 年共にリスクあり 

 
 

リスクなし リスク増 リスク減 リスクあり
L-L L-H H-L H-H

Mean 38,366 32,138 41,124 232,895 19,425 .000
SD 348,189 340,869 80,726 771,010 145,055 LL-HL,LH-HL
N 1568 1261 20 62 225 HL-HH

Mean 38,366 65,332 126,434 11,401 33,178 .120
SD 348,189 510,876 640,210 125,741 317,540 LH-HL
N 1568 121 74 122 1251 LH-HH

Mean 38,411 39,129 39,865 -9,832 28,927 .908
SD 348,295 353,381 89,960 198,262 53,412
N 1567 1515 13 19 20

Mean 38,366 34,913 45,227 27,676 46,960 .854
SD 348,189 264,697 190,664 597,952 358,859
N 1568 729 215 224 400

Mean 38,242 37,447 18,219 55,455 50,540 .924
SD 347,645 327,345 297,982 229,710 533,246
N 1573 1296 81 49 147

Mean 38,242 39,031 48,432 -13,717 55,085 .578
SD 347,645 355,212 479,431 226,683 167,369
N 1573 1309 79 72 113

Mean 38,444 40,651 17,193 67,762 29,816 .775
SD 348,058 316,916 214,842 686,461 409,741
N 1569 1164 80 51 274

Mean 38,242 36,261 59,138 -22,046 60,157 .757
SD 347,645 324,195 531,695 37,544 509,936
N 1573 1411 96 8 58

Mean 35,915 33,590 93,244 -36,497 95,850 .001
SD 304,776 269,120 331,721 260,779 589,297 LL-LH,LL-HL
N 1431 1068 133 143 87 LH-HL,HL-HH

Mean 32,741 28,956 27,162 78,899 37,624 .515
SD 330,307 333,050 141,165 322,577 485,383
N 1500 1122 169 101 108

Mean 32,741 32,120 33,411 26,782 37,057 .991
SD 330,307 285,096 448,439 169,652 363,610
N 1500 682 300 196 322

Mean 32,741 20,581 65,100 84,791 36,551 .072
SD 330,307 319,279 241,689 525,354 274,666 LL-HL,LH-HL
N 1500 1068 186 125 121

仕事
満足度

ストレス

リスク変化
L:リスクなし
H:リスクあり

喫煙

運動

飲酒

睡眠休養

血圧

血中脂質

肥満

血糖値

主観的
健康感

生活
満足度

Total p

年間医療費変化量(円)
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D．考察 
〇健康関連コスト 

健康関連コストの構成割合は、医療費の割合が

約 2 割に対してプレゼンティーイズム損失コストの

割合は 76.8％、アブセンティーイズムコストは

2.6％であり生産性損失コストが約 8 割を占めてい

た。欧米の先行研究同様に医療費は従業員にか

かる健康関連総コストの一部にすぎず、傷病による

生産性損失コストが最も大きいことが示された

（Loeppke et al., 2009）。 
疾病コスト（Cost of Illness）アプローチには、直

接コスト（医療費等疾病に関連して直接支払われた

コスト）と間接コストが含まれる。間接コストは早期死

亡、労働生産性の損失（アブセンティーイズムやプ

レゼンティーイズム）、雇用の喪失、犠牲となった時

間（victim time）などである。間接コストにおいて

生産性損失コストの大きさ、特にプレゼンティーイズ

ムの損失の大きさへの注目は OECD の専門家会

合においても共通認識となっていた。一方で、プレ

ゼンティーイズムは主観的なスケールでの測定とな

ることや、アンケート調査実施してデータを収集しな

ければならないというデータ取得の課題から

European Health Interview Survey（EHIS）な
どの OECD が利用している大規模データベース

にはプレゼンティーイズムの直接的なデータはな

く、プレゼンティーイズムの推定や関連性の分析に

は、アブセンティーイズムを用い、統計解析による

アプローチがされていた。本研究においては、アン

ケートによる主観的な測定方法ではあるが国際的

に妥当性が検証されている WHO-HPQ のスケー

ルによりプレゼンティーイズムを測定することによ

り、プレゼンティーイズム損失コストの大きさを示す

ことができた。 
1 人当たりの健康関連コストの金額自体は、組織

の年齢構成や給与水準等によって大きく異なるた

め、この金額の大きさ自体ではなく、健康関連コスト

と健康リスクの関連、および同じ組織における経年

的なコストの推移、コストの構成割合の変化を見て

いくことが有用であるだろう。 
 
 

〇健康リスクと生産性の関連 
 健康リスク別に健康関連コストをみると、健康リス

クレベルが悪くなるほど医療費も生産性損失コスト

も大きくなっており、健康と健康関連コストの関連が

示された。健康リスクレベルが低リスク者に対し、中

リスク者では約 1.5 倍、高リスク者では約 2.2 倍の

健康関連コストがかかっており、特にプレゼンティ

ーイズム損失コストの割合が大きいことから、プレゼ

ンティーイズムに関連する健康リスクを改善すること

によりコスト削減の可能性が大きいことが推察され

た。 
 4 年間のコホートデータによる経年分析の結果、

健康リスクの該当数は、4 年間変化のない人が約 3
割いたのに対し、改善群約 3 割、悪化群約 4 割

と、年齢の上昇もあり悪化群が多くなっていた。この

健康リスクの変化数別に生産性指標および医療費

の変化量をみた結果、プレゼンティーイズム損失の

変化量と有意な関連があった。健康リスク数が変化

ない（維持）群であってもプレゼンティーイズム損失

は 1.2％改善しており、健康リスク 2 つ改善では

4.6％、3 つ以上改善では 6.5％改善していた。一

方、健康リスク数が 2 つ増加ではプレゼンティーイ

ズム損失は 4.0％悪化、3 つ以上増加では 3.0％
悪化していた。年齢が上昇する中での健康リスクの

改善は容易ではないが、維持・改善によるプレゼン

ティーイズム損失の削減効果は大きく、生産性損失

コスト削減に大きく寄与すると考えられる。 
 分析対象の病院組織においては、ベースラインと

なる 2014 年頃から健康経営に取り組んでおり、健

康リスクの改善により生産性指標の１つであるプレ

ゼンティーイズムの改善に効果があることが示され

たといえるだろう。 
  

 

〇今後の課題 

先行研究において、生産性指標には、健康リス

クの影響だけではなく、職場環境や仕事特性など

の組織的要因、社会人口学的要因、個人要因が

関連していることが示唆されている（Gosselin E, et 
al., 2013）。健康リスクの生産性への影響を組織的

要因や個人要因を同時に検討することにより、プレ
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ゼンティーイズム・アブセンティーイズムの発現メカ

ニズムが明らかになり、具体的な働き方などの介入

策の検討に有用であると考える。一方で、職場環境

や仕事特性、社会人口学的要因、個人要因、健康

リスク、生産性指標に関するデータを得ることは容

易ではない。そのため、Web 調査により、組織的要

因、個人要因の影響を踏まえた健康リスクと生産性

指標の関連性の検討を行うことは次の研究課題と

して報告する。 
 
 
E．結論 

コホートデータによる健康と生産性指標の関連

性の検証により、生産性改善の関連要因が明らか

になった。健康リスクレベルが悪くなるほど医療費も

生産性損失コストも大きくなっており、健康と健康関

連コストの関連が示された。4 年間の経年分析によ

り健康リスクの変化数別に生産性指標および医療

費の変化量をみた結果、プレゼンティーイズム損失

の変化量と有意な関連があり、健康リスク数が変化

ない（維持）群であってもプレゼンティーイズム損失

は 1.2％改善しており、健康リスク 2 つ改善では

4.6％、3 つ以上改善では 6.5％改善していた。年

齢が上昇する中での健康リスクの改善は容易では

ないが、維持・改善によるプレゼンティーイズム損

失の削減効果は大きく、生産性損失コスト削減に大

きく寄与すると考えられた。 
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2

健康経営の概念枠組み

職場関連
要因

健康リスク

アブセンティーイズム

プレゼンティーイズム

医療費

個人要因

生産性指標

図．健康経営概念枠組み；Gosselin, E., Lemyre, L., & Corneil, W. (2013). Presenteeism and Absenteeism: 
Differentiated Understanding of Related Phenomena. Journal of Occupational Health Psychology, 18(1), 75‐86の
仮説モデルを参考に追加・変更して筆者作成。

 プレゼンティーイズム：何らかの疾患や症状を抱えながら
出勤し、業務遂行能力や生産性が低下している状態

 アブセンティーイズム：病欠、病気休業
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3

対象と方法

アブセンティーイズム

プレゼンティーイズム

生産性指標

（WHO‐HPQ日本語版）絶対的プレゼ
ンティーイズム「過去4週間（28日間）

の間のあなたの総合的なパフォーマ
ンスをあなたは、どのように評価しま
すか？」により測定。

・アブセンティーイズムを尋ねる項目
「昨年 1年間に、自分の病気で何日
仕事を休みましたか」により測定。

医療費

性別・年齢

生物学的リスク
・血圧・血中脂質・肥満・血糖値
生活習慣リスク
・喫煙・飲酒・運動・睡眠休養
心理的リスク

・主観的健康感・生活満足度・仕事
満足度・ストレス

個人要因

健康リスク

仕事負荷・仕事コントロール度・
対人関係・職場環境・

仕事の適合性・周囲のサポート・自
覚症状・仕事満足度

職場関連要因

4

対象と方法

◆対象

日本国内の1病院の2014～2017年度の各年の健診・問
診（定期健康診断・特定健診）データに健保組合によるレ
セプトデータおよび生産性指標（プレゼンティーイズム・ア
ブセンティーイズム）に関する従業員アンケートデータを統
合したデータを分析対象とした。

2018年度時点での在籍者は2,425人であった。

経年変化分析は、2018年度在籍者のうち、2014～2017
年度の4年間在籍している1,683件を分析対象とした。

 平均年齢（2018年度到達年齢）は男性38.7歳、女性36.1歳
 男女比は男性29.8％、女性70.2％であった。

本結果は、東京大学と社会医療法人雪の聖母会の共同研究「病院組織における健康と生産性指標の関連性と
経済影響分析に関する研究（2018年度）」による。による。60



5

健康関連総コスト

WHO‐HPQ presenteeism ＋Absenteeism (self‐report sick days) 

図. 健康関連総コスト( n=2,425)

○アブセンティーイズムコスト:総報酬日額（円）＊アブセンティーイズム（日）。アブセンティーイズはアンケートにより年間病休日数を取得
した。コスト換算は、従業員それぞれの標準報酬月額を用い、日額（円）を算出した。

○プレゼンティーイズム損失コスト:プレゼンティーイズム損失コスト＝総報酬年額（円）＊プレゼンティーイズム損失割合（100%－プレゼン
ティーイズム％）。プレゼンティーイズムはWHO‐HPQによる相対的プレゼンティーイズム（同様の仕事をしている人のパフォーマンスに対す
る、過去4週間の自分のパフォーマンスの比）。 WHO‐HPQ：HPQ Short Form (Japanese) http://www.hcp.med.harvard.edu/hpq/info.php

6

健康リスク評価

図. 健康リスク評価( n=2,425)

健康リスク13 項目

全体 男性 女性

高リスク 6個以上

中リスク 4‐5個

低リスク 0‐3個

○生物学的リスク

・血圧・血中脂質・肥満・血糖
値・既往歴
○生活習慣リスク
・喫煙・飲酒・運動・睡眠休養
○心理的リスク
・生活満足度・仕事満足度
ストレス・主観的健康感
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図. 健康リスクと生産性の関連(n=2,353)

7

健康リスクと健康関連コストの関連

ｺｽﾄ比

• 健康リスクレベル別の健康関連コストを示す。
• 高リスク者の健康関連コストは、低リスク者の2.2倍大きくなっている。

1.452.131.28

2.88
2.19

3.05

1.47

1.0 1.01.0 1.0

2.01

P=.000

P=.000

P=.000

UNIAOVA adjusted for age and gender.

8

■健康リスク数（13項目）の2014‐2017年(4年間)の変化

注）健康リスク項目該当数が減少した場合を「改
善」、増加した場合を「悪化」として集計している。

表.健康リスク変化数別の生産性・医療費の変化

健康リスク該当項目数の経年変化

※ UNIAOVA adjusted for age and gender.

変化量 N ％

改善 456 30.3％

変化なし 431 28.7％

悪化 616 41.6％
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プ
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ー
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年
間
医
療
費

健康リスク変化数

健康リスク変化数 健康リスク変化数

健康リスク変化数別の生産性・医療費の変化

10

表.健康リスク各項目の変化別生産性・医療費変化量（2014年‐2017年の変化）

※変化量=2017年‐2014年の値
リスクなし（L‐L）：2014年、2017年共にリスクなし リスク増（L‐H）：2014年リスクなし→2017年リスクあり
リスク減（H‐L）：2014年リスクあり→2017年リスクなし リスクあり（H‐H）：2014年、2017年共にリスクあり

健康リスク各項目の変化別生産性・医療費変化量

※2017-2014

リスクなし リスク増 リスク減 リスクあり リスクなし リスク増 リスク減 リスクあり リスクなし リスク増 リスク減 リスクあり
L-L L-H H-L H-H L-L L-H H-L H-H L-L L-H H-L H-H

Mean -0.64 -0.59 -6.47 1.57 -0.96 .570 -0.52 -0.58 -0 .44 0.06 -0.34 .999 38,366 32,138 41,124 232,895 19,425 .000
SD 20.23 20.38 14.98 19.22 20.00 17.52 19.34 2.22 1.42 4.29 348,189 340,869 80,726 771,010 145,055 LL-HL,LH-HL
N 1348 1093 17 51 187 1259 1024 16 49 170 1568 1261 20 62 225 HL-HH

Mean -0.64 1.38 -0.94 -1.89 -0.70 .900 -0.52 -0.43 -6 .00 1.48 -0.41 .062 38,366 65,332 126,434 11,401 33,178 .120
SD 20.23 19.27 18.49 19.84 20.47 17.52 2.25 44.26 19.99 15.19 LL-LH,LH-HL 348,189 510,876 640,210 125,741 317,540 LH-HL
N 1348 109 64 111 1064 1259 100 59 98 1002 LH-HH 1568 121 74 122 1251 LH-HH

Mean -0 .65 -0.72 6.92 -4.44 2.78 .364 -0.52 -0.55 0.92 0 .25 -0.13 .993 38,411 39,129 39,865 -9,832 28,927 .908
SD 20.23 20.32 13.77 16.88 19.65 17.53 17.80 4.99 1.29 0.92 348,295 353,381 89,960 198,262 53,412
N 1347 1298 13 18 18 1258 1218 13 12 15 1567 1515 13 19 20

Mean -0 .64 -2.51 1.59 -1.67 1.96 .011 -0.52 -0.76 1.27 0 .02 -1.33 .495 38,366 34,913 45,227 27,676 46,960 .854
SD 20.23 20.00 19.91 19.33 20.89 LL-HH 17.52 15.70 14.27 7.22 24.42 348,189 264,697 190,664 597,952 358,859
N 1348 622 189 180 357 LL-LH 1259 587 175 166 331 1568 729 215 224 400

Mean -0 .64 -1.25 5.00 -2.38 2.27 .183 -0.52 -0.59 -0.76 -0 .47 0.19 .856 38,242 37,447 18,219 55,455 50,540 .924
SD 20.23 20.24 21.05 18.19 19.77 17.52 19.30 4.70 1.91 3.67 347,645 327,345 297,982 229,710 533,246
N 1348 1110 68 42 128 1259 1029 68 38 124 1573 1296 81 49 147

Mean -0 .64 -1.29 2.65 3.44 2.06 .317 -0.52 -0.68 0.81 0 .13 -0.04 .775 38,242 39,031 48,432 -13,717 55,085 .578
SD 20.23 19.60 22.23 24.89 22.12 17.52 19.18 4.41 2.98 2.58 347,645 355,212 479,431 226,683 167,369
N 1348 1122 68 61 97 1259 1044 64 55 96 1573 1309 79 72 113

Mean -0 .64 -1.28 2.06 2.00 0.83 .465 -0.52 0.02 -5.48 -9 .58 0.24 .000 38,444 40,651 17,193 67,762 29,816 .775
SD 20.23 20.18 20.48 22.21 19.96 17.52 12.00 45.87 53.72 3.45 LL-LH,LL-HL 348,058 316,916 214,842 686,461 409,741
N 1348 999 68 40 241 1259 924 64 40 231 LH-HH 1569 1164 80 51 274

Mean -0 .64 -0.75 -1.07 11.25 1.04 .318 -0.52 -0.57 -0.10 0 .00 -0.27 .890 38,242 36,261 59,138 -22,046 60,157 .757
SD 20.23 19.86 23.34 18.85 23.45 17.52 18.50 3.36 0.00 3.59 347,645 324,195 531,695 37,544 509,936
N 1348 1208 84 8 48 1259 1125 79 6 49 1573 1411 96 8 58

Mean -0 .66 -1.28 3.20 -3.56 5.71 .000 -0.52 -0.33 -0.15 -1 .61 -1.76 .867 35,915 33,590 93,244 -36,497 95,850 .001
SD 20.19 19.53 24.22 17.89 23.04 17.51 14.32 4.45 16.69 45.96 304,776 269,120 331,721 260,779 589,297 LL-LH,LL-HL
N 1348 1004 125 135 84 1260 938 121 126 75 1431 1068 133 143 87 LH-HL,HL-HH

Mean -0 .56 -0.90 2.73 -2.41 -0.41 .100 -0.53 -0.21 -2.28 -0 .18 -1.54 .519 32,741 28,956 27,162 78,899 37,624 .515
SD 20.16 20.32 19.21 18.11 21.39 LL-HH,LH-HL 17.62 14.41 29.22 28.56 6.43 330,307 333,050 141,165 322,577 485,383
N 1333 998 150 87 98 1245 936 138 88 83 1500 1122 169 101 108

Mean -0 .56 -1.37 1.99 -1.89 -0.39 .019 -0.53 -0.92 0.84 -0 .70 -0.88 .684 32,741 32,120 33,411 26,782 37,057 .991
SD 20.16 20.32 19.72 20.47 19.93 LL-HH,LH-HL 17.62 16.11 11.82 15.12 25.58 330,307 285,096 448,439 169,652 363,610
N 1333 607 266 175 285 LL-LH 1245 579 250 166 250 1500 682 300 196 322

Mean -0 .56 -1.00 3.27 -4.34 1.20 .006 -0.53 -0.60 1.29 0 .49 -3.70 .212 32,741 20,581 65,100 84,791 36,551 .072
SD 20.16 19.50 21.10 20.19 23.39 LL-LH,LH-HL 17.62 13.35 15.49 4.35 44.84 LH-HH 330,307 319,279 241,689 525,354 274,666 LL-HL,LH-HL
N 1333 954 165 106 108 1245 905 145 101 94 1500 1068 186 125 121

UNIAOVA adjusted for age and gender.

リスク変化 プレゼンティーイズム損失割合の変化量(%) アブセンティーイズム(アンケート)変化量(日) 年間医療費変化量(円)

Total p
H:リスクあり
L:リスクなし

Total p Total p

生活
満足度

運動

飲酒

睡眠休養

血圧

血中脂質

仕事
満足度

ストレス

肥満

血糖値

主観的
健康感

LL-HH,LL-
LH

喫煙
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ストレスの原因となる要因

心理的な自覚症状
１８項目

身体的な自覚症状
１１項目

周囲の支援の状況

仕事・生活満足度

12

職場関連要因変化別のアブセンティーズム変化量

※変化量=2017年‐2014年の値
リスクなし（L‐L）：2014年、2017年共にリスクなし リスク増（L‐H）：2014年リスクなし→2017年リスクあり
リスク減（H‐L）：2014年リスクあり→2017年リスクなし リスクあり（H‐H）：2014年、2017年共にリスクあり

リスク変化 リスクなし リスク低下 リスク増加 リスクあり
L：非該当
H：要チェック／該当

ストレス要因
仕事の負担度 平均 -0.61 -0.35 -1.80 0.08 -0.51 0.90

標準偏差 17.9 2.4 14.9 3.0 21.4
度数 1204 171 165 110 758

仕事のコントロール度 平均 -0.61 0.95 -0.92 0.09 -2.50 0.21
標準偏差 17.9 18.2 17.4 9.8 28.4
度数 1204 140 417 436 211

仕事での対人関係 平均 -0.61 -0.47 0.49 0.55 -4.33 0.07
標準偏差 17.9 16.1 5.4 14.9 33.3
度数 1204 724 147 199 134

職場の環境 平均 -0.61 -0.10 -1.11 -0.35 -1.49 0.88
標準偏差 17.9 20.2 14.4 3.9 21.5
度数 1203 536 178 214 275

仕事の適合性 平均 -0.61 -0.27 -1.76 0.64 -5.86 0.09
標準偏差 17.9 15.4 20.7 5.2 42.7
度数 1204 954 86 98 66

ストレスによる自覚症状
心理的ストレス反応 平均 -0.61 -0.45 -1.76 1.29 -5.16 0.15

標準偏差 17.9 14.2 21.2 19.8 45.0
度数 1204 968 76 102 58

身体的ストレス反応 平均 -0.61 -0.57 -0.22 -1.38 -0.14 0.96
標準偏差 17.9 12.7 4.8 38.0 45.2
度数 1204 1003 60 105 36

周囲のサポート
職場の支援 平均 -0.61 -0.21 -1.60 -2.28 0.06 0.47

標準偏差 17.9 17.5 18.2 25.9 4.4
度数 1204 736 121 174 173

家族・友人からの支援 平均 -0.61 -0.52 -0.35 0.99 -3.97 0.22
標準偏差 17.89 15.6 3.4 18.9 35.6
度数 1203 911 68 132 92

満足度
仕事満足度 平均 -0.61 -1.00 -0.93 0.85 -0.96 0.65

標準偏差 17.89 16.4 15.2 12.0 26.0
度数 1203 560 160 241 242

家庭生活満足度 平均 -0.61 -0.30 -0.16 -2.44 -1.55 0.55
標準偏差 17.89 14.6 28.7 29.6 6.5
度数 1203 900 87 134 82

共分散分析（性、年齢、生物学的リスク変化数で調整）

アブセンティーズム変化量（日）

全体 P値
L→L H→L L→H H→H

（2014年‐2017年の変化）

解析担当、文責：渋谷

64



13

職場関連要因変化別の生産性変化量

※変化量=2017年‐2014年の値
リスクなし（L‐L）：2014年、2017年共にリスクなし リスク増（L‐H）：2014年リスクなし→2017年リスクあり
リスク減（H‐L）：2014年リスクあり→2017年リスクなし リスクあり（H‐H）：2014年、2017年共にリスクあり

リスク変化 リスクなし リスク低下 リスク増加 リスクあり
L：非該当
H：要チェック／該当

ストレス要因
仕事の負担度 平均 -0.60 2.47 -3.86 -2.03 -0.40 0.03

標準偏差 20.1 19.7 20.5 19.8 20.0 LL-HL
度数 1290 186 176 118 810

仕事のコントロール度 平均 -0.60 3.13 -1.52 -0.88 -0.64 0.22
標準偏差 20.1 18.3 19.3 20.6 21.3
度数 1290 147 454 456 233

仕事での対人関係 平均 -0.60 -1.03 0.18 -2.00 2.67 0.17
標準偏差 20.1 20.1 21.1 19.8 19.0
度数 1290 765 165 210 150

職場の環境 平均 -0.60 -2.15 -0.10 0.26 1.57 0.12
標準偏差 20.1 20.2 19.6 17.6 21.7
度数 1290 577 193 232 287

仕事の適合性 平均 -0.60 -0.79 -4.95 2.62 3.14 0.02
標準偏差 20.1 20.2 20.7 18.8 18.1 HL-LH
度数 1290 1016 97 107 70

ストレスによる自覚症状
心理的ストレス反応 平均 -0.60 -0.81 -4.69 3.25 0.91 0.04

標準偏差 20.1 19.7 23.5 19.3 22.5 HL-LH
度数 1290 1029 81 114 66

身体的ストレス反応 平均 -0.60 -1.07 -0.97 2.60 2.44 0.16
標準偏差 20.1 19.7 18.9 21.8 25.9
度数 1290 1064 62 123 41

周囲のサポート
職場の支援 平均 -0.60 -1.75 -0.84 3.33 0.37 0.01

標準偏差 20.1 19.8 20.9 21.1 19.1 LL-LH
度数 1290 783 131 189 187

家族・友人からの支援 平均 -0.58 -1.37 0.27 2.21 2.50 0.12
標準偏差 20.07 19.9 20.2 20.5 20.8
度数 1289 974 75 136 104

満足度
仕事満足度 平均 -0.58 -1.22 -2.12 1.65 -0.33 0.04

標準偏差 20.07 20.1 20.4 19.7 20.0 LL-LH
度数 1289 588 170 255 276

家庭生活満足度 平均 -0.58 -0.97 -2.33 2.74 -0.21 0.09
標準偏差 20.07 20.2 18.2 19.3 21.6
度数 1289 962 86 146 95

共分散分析（性、年齢、生物学的リスク変化数で調整）

全体

絶対的プレゼンティーズム損失変化割合（％）

L→L H→L L→H H→H
P値

（2014年‐2017年の変化）

解析担当、文責：渋谷

14

職場関連要因変化別のプレゼンティーズム損失割合

プレゼンティー
ズム損失割合

(%)

‐1.75
‐0.84

3.33

0.37

‐6.00

‐4.00

‐2.00

0.00

2.00

4.00
職場の支援

‐0.81

‐4.69

3.25

0.91

‐6.00

‐4.00

‐2.00

0.00

2.00

4.00

心理的ストレス反応

L → L H → L L → H H→ H

プレゼン
ティーズム
損失割合

(%) ‐0.79

‐4.95

2.62
3.14

‐6.00

‐4.00

‐2.00

0.00

2.00

4.00

仕事の適合性

L → L H → L L → H H→ H

L → L H → L L → H H→ H

解析担当、文責：渋谷

※変化量=2017年‐2014年の値
リスクなし（L‐L）：2014年、2017年共にリスクなし リスク増（L‐H）：2014年リスクなし→2017年リスクあり
リスク減（H‐L）：2014年リスクあり→2017年リスクなし リスクあり（H‐H）：2014年、2017年共にリスクあり
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厚生労働科学研究補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）

分担研究報告書

「メンタルヘルスや職場環境要因と労働生産性等への影響に関する検討」 

研究協力者 渋谷 克彦 東京大学政策ビジョン研究センターデータヘルス研究ユニット 客員研究員

研究分担者 津野 陽子 東北大学大学院医学系研究科保健学専攻地域ケアシステム看護学分野 講師 

研究要旨 
生活習慣病による健康リスクと労働生産性の関連についてはこれまでの研究で報告されている。また、

健康リスクだけでなく職場関連要因と労働生産性の指標であるプレゼンティーズムとの関連があるこ
とも多くの研究で示されてきている。健康リスクによる影響を調整した上で、精神的要因や職場関連要
因の変化と経済的影響について解析することを目的とした。 
一つの病院組織に4年間在籍している従業員のコホートデータを用いて経済影響の指標としてのプレ

ゼンティーズム、アブセンティーズム、医療費の変化とストレスチェック結果から取得した精神的要因
と職場関連要因の変化との関連について解析した。 
 精神健康として「心理的ストレス反応」、職場関連要因として「仕事の適合性」、「職場の支援」、「仕事
満足度」、「仕事の負担度」とプレゼンティーズムの変化の関連が性別、年齢、健康リスク変化数を調整
したうえでも認められた。プレゼンティーズムは 3～8％の変化量があり、その経済的影響は小さくない
ことが示唆された。これらの結果は OECD や海外で実施された先行研究の結果とも一致するものであ
った。プレゼンティームの向上や改善のためには従業員の精神的症状を改善する介入、職場での支援体
制の構築、従業員の働きがいを向上する取組みが重要であることが示唆された。 

A. 研究目的
これまでの研究で生活習慣病による健康リ

スクと労働生産性の関連については報告され
ている。また、健康リスクだけでなく精神的要
因や職場関連要因と労働生産性の指標である
プレゼンティーズム（何らかの疾病や症状を有
しながら出勤をしているが、業務遂行能力や生
産性が低下している状態）との関連があること
が多くの研究で示されてきている。
本分担研究では、生活習慣病などの健康リス

ク変化と労働生産性の低下による経済影響分

析を実施することを主目的としているが、この
解析においては、健康リスクによる影響を調整
した上で、労働生産性と関連があるストレスな
どによる精神的要因および従業員の業務負担
度、職場のサポート、仕事満足度などの職場関
連要因の変化とプレゼンティーズム、アブセン
ティーズム、医療費の変化との関連について昨
年度の研究成果で作成された病院組織におけ
るコホートデータを用いて考察することであ
る。
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B. 研究方法 
（１）対象 
 1 つの病院組織に 2014 年度から 2017 年度
まで在籍していた従業員 1,683 人を対象とし
た。対象者の健康診断結果と問診による生活習
慣、ストレスチェックの結果、アブセンティー
ズムとプレゼンティーズム、個人属性、医療費
のデータを収集し、データに欠損がある人は解
析対象からは除外した。 
 
（２）調査・測定方法 
健康診断結果と問診票から健康リスクと生

活習慣の結果を収集した。ストレスチェック及
びアブセンティーズム、プレゼンティーズムは
自記式アンケートにより回答を得た。個人属性
データは人事データより収集した。また各個人
の医療費は医療保険者からデータを収集した。 
健康リスクは健康診断結果から肥満(BMI 

25 以上)、高血圧(収縮期血圧 130mHg もしく
は拡張期血圧 85mmHg以上もしくは降圧薬の
内服中)、血中脂質（中性脂肪 150mg/dl 以上
もしくは HDL コレステロール 40mg/dl 未満
もしくは脂質異常症で内服治療中）、血糖値
（110mg/dl 以上もしくは HbA1c 6.0%以上も
しくはインスリンもしくは糖尿病治療薬を内
服中）の基準を満たす数と既往歴（脳卒中、心
疾患、慢性腎不全、貧血）の有無によりリスク
数を算出した。一方で、生活習慣リスクは問診
票より「喫煙」、「多量飲酒」、「運動習慣がない」、
「睡眠により休養が十分に取れていない」の 4
項目に該当する数をリスク数として算出した。 
精神的要因と職場関連要因はストレスチェ

ック結果のデータを用いた。ストレスチェック
は職業性ストレス簡易調査票を用いて評価し
た。ストレスチェックのそれぞれの構成要素に
おいては「職業性ストレス簡易調査票を用いた
ストレスの現状把握のためのマニュアル」の簡
易採点法に基づいて「仕事の負担度」、「仕事の

コントロール度」、「仕事での対人関係」、「仕事
の適合性」、「心理的ストレス反応」、「身体的ス
トレス反応」、「職場の支援」のリスク判定を行
った。また、「職場の環境」、「仕事満足度」、「家
庭生活満足度」はそれぞれの質問項目の中央値
でリスク判定を行った。「家族・友人からの支
援」については、「次の人たちはどのくらい気
軽に話ができますか？」、「あなたが困った時、
次の人たちはどのくらい頼りになりますか？」、
「あなたの個人的な問題を相談したら、次の人
たちはどのくらいきいてくれますか？」の 3つ
の質問項目の点数を合計し、その中央値でリス
ク判定した。 
 アブセンティーズムは自記式アンケートで
「昨年 1年間に、自分の病気で何日仕事を休み
ましたか？」という質問で過去 1 年間の体調不
良による欠勤日数を測定した。 
 プレゼンティーズムはWHO-HPQ（日本語
版）を用いて絶対的プレゼンティーズムを測定
し、プレゼンティーズムの変化量は損失割合
（100%－絶対的プレゼンティーイズム％）の
変化量を用いた。 
 医療費は 2014 年度と 2017 年度のレセプト
データより年間医療点数を用いて年間医療費
を算出した。 
 
（３）解析方法 
 4 年間のコホートデータを用いてプレゼン
ティーズム損失変化量（%）、アブセンティー
ズム変化量(日)、医療費変化量（円）を測定し、
これらを従属変数とした。精神的要因はストレ
スチェックにおける「心理的ストレス反応」、
「身体的ストレス反応」の 2つの項目、職場関
連要因は、「仕事の負担度」、「仕事のコントロ
ール度」、「仕事での対人関係」、「職場の環境」、
「職場の支援」、「家族・友人からの支援」、「仕
事満足度」、「家庭生活満足度」の項目として、
それぞれのリスクに該当の有無の変化で４群
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（リスクなし、リスク低下、リスク増加、リス
クあり）に分けて説明変数とした。解析におい
ては、性、年齢、健康リスク変化数、生活習慣
リスク変化数を調整変数として model１「性、
年齢」、model２「性、年齢、健康リスク変化数」、
model３「性、年齢、生活習慣リスク変化数」
のパターンでそれぞれの関係について解析し
た。 
 
（４）倫理面への配慮 
本研究は厚生労働省・文部科学省が作成した

疫学研究に関する倫理指針（2002 年 7 月 1 日
施行）に則って実施した。また、東京大学倫理
審査専門委員会（審査番号：14-160）、東北大
学大学院医学系研究科倫理審査委員会（受付番
号：2018-1-201）の承認も得ている。本結果は、
東京大学と社会医療法人雪の聖母会の共同研
究「病院組織における健康と生産性指標の関連
性と経済影響分析に関する研究（2018 年度）」
の一部である。 
 
 
C. 研究結果 
（１）プレゼンティーズム損失割合と精神的要
因と職場関連要因（表１） 
 プレゼンティーズムは全体として 2014年か
ら 2017 年において 0.6%の改善していた。精
神的要因においては「心理的ストレス反応」と
の関連が認められた。また職場関連要因におい
ては「仕事の負担度」、「仕事の適合性」、「職場
の支援」、「仕事満足度」との関連が認められた。 
 精神的要因としての「心理的ストレス反応」
においては、リスク低下群はプレゼンティーズ
ム損失割合が 4.69％改善し、リスク増加群に
おいては 3.25％悪化していた。これらは性年、
齢、健康リスク変化数を調整しても有意差が認
められた。一方、職場関連要因では、「仕事の
負担度」は、リスクなし群（2.47%悪化）とリ

スク低下群（3.86％改善）において有意差が認
められた。また、「仕事の適合性」はリスク低
下群（4.95％改善）とリスク増加群（2.62％悪
化）、「職場の支援」はリスクなし群（1.75％改
善）とリスク増加群（3.33％悪化）、「仕事満足
度」はリスクなし群（1.22％改善）とリスク増
加群（1.65％悪化）において有意差が認められ
た。 
 
（２）アブセンティーズムと精神的要因と職場
関連要因（表 2） 
アブセンティーズムは平均 0.61 日減少して

いた。精神的要因の「心理的ストレス反応」、
職場関連要因の「仕事の負担度」、「仕事のコン
トロール度」、「仕事での対人関係」、「仕事の適
合性」、「家族・友人からの支援」、「仕事満足度」
におけるリスク増加群では、アブセンティーズ
ムが増加していたが、いずれの精神的要因、職
場関連要因においてもアブセンティーズムと
の関連について統計的な有意差は認められな
かった。 
 
（３）医療費と精神的要因と職場関連要因（表
3） 
 医療費は全体平均で約 33,000 円増加してい
た。精神的要因と職場関連要因のいずれのリス
ク変化群においても医療費の減少は認めなか
った。精神的要因と職場関連要因において医療
費との関連は認めなかった。「仕事のコントロ
ール度」のリスク低下群、「仕事の適合性」と
「家族・友人からの支援」のリスク増加群にお
いては医療費の増加が少ない傾向にあった。 
 
 
D．考察 
 精神的要因と関連が認められたのはプレゼ
ンティーズムだけであり、精神的要因の中でも
「心理的ストレス反応」であった。また「心理
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的ストレス反応」は、性別、年齢だけでなく健
康リスク変化数を調整した解析においても関
連が認められた。精神的要因のうち疲労感、抑
うつ感、不安感などの心理・精神的症状との関
連がより労働生産性の指標でもあるプレゼン
ティーズムと関連が認められ、これは精神健康
と労働生産性の関連が強いという先行研究の
結果とも一致するものであった。また一方で、
プレゼンティーズムと肩こりや頭痛などの身
体症状との関連があるとの報告もある。我々の
解析においては、身体的症状との有意な関連性
は認めなかったが、リスク増加群とリスクあり
群のみにおいてプレゼンティーズムの損失割
合が増加しており、ストレスに伴う身体的な症
状がプレゼンティーズムに対する影響がある
ことも示唆された。「心理的ストレス反応」に
関して、リスク低下群とリスク増加群ではプレ
ゼンティーズムに 7.9％の差があり、精神健康
は労働生産性における経済的影響は大きいと
考えられた。また、リスクが変動することがプ
レゼンティーズへの影響が大きいことから心
理的ストレス反応の低減などにつながる本人
または職場での介入が労働生産性の向上や改
善につながるものと考えられた。 
 プレゼンティーズムと関連する職場関連要
因としては、「仕事の負担度」、「仕事の適合性」、
「職場の支援」、「仕事満足度」の項目が性別、
年齢、健康リスク変化数を調整してもプレゼン
ティーズムとの関連が認められた。「仕事の適
合性」はリスク低下群とリスク増加群において
有意差が認められ、2 群間でのプレゼンティー
ズム変化量は 7.6％であり、心理的ストレス反
応と同程度の影響があることが示唆された。
「仕事の適合性」は仕事が自分に合っているか、
働きがいがあるのかという質問項目で構成さ
れている。働きがいといったワークエンゲージ
メントを高めることが労働生産性の向上につ
ながると考えられた。一方、「職場の支援」や

「仕事満足度」はリスクなし群とリスク増加群
において有意差が認められた。プレゼンティー
ズム変化量はそれぞれ 5.1％と 2.9％であり、
仕事の適合性までの変化量ではないが、労働生
産性を通じた経済影響があることが示唆され
た。これらの結果からは、同僚や上司に相談し
やすい職場環境やお互いに助け合う職場環境
の醸成と職員の仕事に対する満足感を維持す
ることが労働生産性への影響につながること
が考えられる。そして、働きがいというワーク
エンゲージメントや職場支援、仕事満足感はプ
レゼンティーズムとの関連があるという既存
の研究報告とも一致するものであった。「仕事
の負担度」はリスクなし群とリスク低下群で有
意差が認められ、リスク低下群ではプレゼンテ
ィーズムが 3.9％改善していた。仕事の負担度
とプレゼンティーズムとの関連は先行研究で
指摘されており、これを支持する結果であった。
ただ、リスクなし群ではプレゼンティーズムが
2.5％悪化していた。これはプレゼンティーズ
ムにより労働生産性が低下しているので、仕事
の負担度を大きく感じていないなどの影響が
ある可能性もある。いずれにせよ仕事の負担度
のリスクなし群においてプレゼンティーズム
が悪化している要因についてはさらなる解析
や検討が必要であると考えた。 
 アブセンティーズムに関しては、精神的要因
と職場関連要因のいずれの項目においても関
連性は認められなかった。しかしながら、心理
的ストレス反応といくつかの職場関連要因に
おいてリスク増加群では、アブセンティーズム
が有意差はないものの増加しており、精神健康
や職場環境の悪化がアブセンティーズムの増
加につながる可能性があると考えられる。また、
今回の調査研究は、病院職員を対象としており、
先行研究において病院などの医療福祉施設の
職員はアブセンティーズムが少ないことが先
行研究で指摘されていることから、今回の結果
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においては職種による影響により精神的要因
や職場関連要因とアブセンティーズムとの関
連が認められなかった可能性も考えられた。 
 医療費についてはいずれの精神的要因と職
場関連要因においても関連性を認めなかった。
各要因のリスク変化群と医療費の変化に関し
ても一定の傾向もなかった。「心理的ストレス
反応」、「身体的ストレス反応」はリスクなし群
ではその他の群より医療費が少なく、具体的な
症状の有無が医療費には関連がある可能性が
あるのではないかと考えられた。医療費に関し
ては具体的な自覚症状や疾病の有無との影響
があると推測される。 
 
E. 結論 
労働生産性の指標の一つであるプレゼンテ

ィーズムと精神健康として「心理的ストレス反

応」、職場関連要因として「仕事の適合性」、「職
場の支援」、「仕事満足度」、「仕事の負担度」と
の関連が性別、年齢、健康リスク変化数を調整
したうえでも認められた。プレゼンティーズム
は 3～8％の変化量があり、その経済的影響は
大きいものと考えられた。プレゼンティームの
向上や改善のためには従業員の精神的症状を
改善するための取組み、職場での支援体制の構
築、働きがいや仕事に対する職員の満足度を維
持または向上する取組みが重要であることが
示唆された。 
 
G. 研究発表 
なし 
 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
該当なし 
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表１ 

 
 
 
  

リスク変化 リスクなし リスク低下 リスク増加 リスクあり model 1 model 2 model 3

L：非該当 p-value p-value p-value

H：要チェック／該当
ストレス要因

仕事の負担度 平均 -0.60 2.47 -3.86 -2.03 -0.40 .03 .03 .04
標準偏差 20.1 19.7 20.5 19.8 20.0 LL-HL LL-HL LL-HL
度数 1290 186 176 118 810

仕事のコントロール度 平均 -0.60 3.13 -1.52 -0.88 -0.64 .20 .22 .21
標準偏差 20.1 18.3 19.3 20.6 21.3
度数 1290 147 454 456 233

仕事での対人関係 平均 -0.60 -1.03 0.18 -2.00 2.67 .16 .17 .15
標準偏差 20.1 20.1 21.1 19.8 19.0
度数 1290 765 165 210 150

職場の環境 平均 -0.60 -2.15 -0.10 0.26 1.57 .13 .12 .13
標準偏差 20.1 20.2 19.6 17.6 21.7
度数 1290 577 193 232 287

仕事の適合性 平均 -0.60 -0.79 -4.95 2.62 3.14 .02 .02 .02
標準偏差 20.1 20.2 20.7 18.8 18.1 HL-LH HL-LH HL-LH
度数 1290 1016 97 107 70

ストレスによる自覚症状
心理的ストレス反応 平均 -0.60 -0.81 -4.69 3.25 0.91 .03 .04 .04

標準偏差 20.1 19.7 23.5 19.3 22.5 HL-LH HL-LH
度数 1290 1029 81 114 66

身体的ストレス反応 平均 -0.60 -1.07 -0.97 2.60 2.44 .15 .16 .16
標準偏差 20.1 19.7 18.9 21.8 25.9
度数 1290 1064 62 123 41

周囲のサポート
職場の支援 平均 -0.60 -1.75 -0.84 3.33 0.37 .01 .01 .01

標準偏差 20.1 19.8 20.9 21.1 19.1 LL-LH LL-LH LL-LH
度数 1290 783 131 189 187

家族・友人からの支援 平均 -0.58 -1.37 0.27 2.21 2.50 .13 .12 .12
標準偏差 20.07 19.9 20.2 20.5 20.8
度数 1289 974 75 136 104

満足度
仕事満足度 平均 -0.58 -1.22 -2.12 1.65 -0.33 .04 .04 .05

標準偏差 20.07 20.1 20.4 19.7 20.0 LL-LH LL-LH
度数 1289 588 170 255 276

家庭生活満足度 平均 -0.58 -0.97 -2.33 2.74 -0.21 .10 .09 .11
標準偏差 20.07 20.2 18.2 19.3 21.6
度数 1289 962 86 146 95

UNIANOVA
model 1 adjusted for age and sex
model 2 adjusted for age, sex, and the number of biological risk changes
model 3 adjusted for age, sex, and the number of lifestyle risk changes

全体

絶対的プレゼンティーズム損失変化割合（％）

L→L H→L L→H H→H
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表２ 

リスク変化 リスクなし リスク低下 リスク増加 リスクあり model 1 model 2 model 3

L：非該当 p-value p-value p-value

H：要チェック／該当
ストレス要因

仕事の負担度 平均 -0.61 -0.35 -1.80 0.08 -0.51 .89 .90 .88
標準偏差 17.9 2.4 14.9 3.0 21.4
度数 1204 171 165 110 758

仕事のコントロール度 平均 -0.61 0.95 -0.92 0.09 -2.50 .20 .21 .18
標準偏差 17.9 18.2 17.4 9.8 28.4
度数 1204 140 417 436 211

仕事での対人関係 平均 -0.61 -0.47 0.49 0.55 -4.33 .07 .07 .07
標準偏差 17.9 16.1 5.4 14.9 33.3
度数 1204 724 147 199 134

職場の環境 平均 -0.61 -0.10 -1.11 -0.35 -1.49 .87 .88 .87
標準偏差 17.9 20.2 14.4 3.9 21.5
度数 1203 536 178 214 275

仕事の適合性 平均 -0.61 -0.27 -1.76 0.64 -5.86 .10 .09 .10
標準偏差 17.9 15.4 20.7 5.2 42.7
度数 1204 954 86 98 66

ストレスによる自覚症状
心理的ストレス反応 平均 -0.61 -0.45 -1.76 1.29 -5.16 .15 .15 .14

標準偏差 17.9 14.2 21.2 19.8 45.0
度数 1204 968 76 102 58

身体的ストレス反応 平均 -0.61 -0.57 -0.22 -1.38 -0.14 .96 .96 .97
標準偏差 17.9 12.7 4.8 38.0 45.2
度数 1204 1003 60 105 36

周囲のサポート
職場の支援 平均 -0.61 -0.21 -1.60 -2.28 0.06 .47 .47 .48

標準偏差 17.9 17.5 18.2 25.9 4.4
度数 1204 736 121 174 173

家族・友人からの支援 平均 -0.61 -0.52 -0.35 0.99 -3.97 .23 .22 .22
標準偏差 17.89 15.6 3.4 18.9 35.6
度数 1203 911 68 132 92

満足度
仕事満足度 平均 -0.61 -1.00 -0.93 0.85 -0.96 .66 .65 .63

標準偏差 17.89 16.4 15.2 12.0 26.0
度数 1203 560 160 241 242

家庭生活満足度 平均 -0.61 -0.30 -0.16 -2.44 -1.55 .52 .55 .52
標準偏差 17.89 14.6 28.7 29.6 6.5
度数 1203 900 87 134 82

UNIANOVA
model 1 adjusted for age and sex
model 2 adjusted for age, sex, and the number of biological risk changes
model 3 adjusted for age, sex, and the number of lifestyle risk changes

アブセンティーズム変化量（日）

全体
L→L H→L L→H H→H
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表 3 

リスク変化 リスクなし リスク低下 リスク増加 リスクあり model 1 model 2 model 3

L：非該当 p-value p-value p-value

H：要チェック／該当
ストレス要因

仕事の負担度 平均 33,551 23,024 14,442 76,031 34,372 .54 .43 .43
標準偏差 332,170 190,658 468,372 297,151 323,753

度数 1445 198 206 124 917

仕事のコントロール度 平均 33,551 83,342 4,930 49,575 27,588 .04 .04 .04
標準偏差 332,170 495,316 301,281 336,217 241,944

度数 1445 165 508 497 275

仕事での対人関係 平均 33,551 34,722 46,190 13,646 42,611 .71 .74 .74
標準偏差 332,170 354,234 421,523 232,954 212,609

度数 1445 855 177 241 172

職場の環境 平均 33,551 14,617 22,087 58,517 57,732 .08 .09 .09
標準偏差 332,170 304,305 118,579 471,826 342,411

度数 1445 636 216 264 328

仕事の適合性 平均 33,551 32,947 70,794 5,064 35,476 .46 .50 .48
標準偏差 332,170 322,170 529,934 272,105 171,385

度数 1445 1131 109 124 81

ストレスによる自覚症状
心理的ストレス反応 平均 33,551 28,229 64,514 36,058 71,242 .46 .45 .43

標準偏差 332,170 330,190 512,031 191,647 280,810

度数 1445 1144 91 132 78

身体的ストレス反応 平均 33,551 23,504 69,880 89,093 73,712 .09 .19 .19
標準偏差 332,170 331,628 421,204 270,534 349,336

度数 1445 1193 71 139 42

周囲のサポート
職場の支援 平均 33,551 35,174 16,210 11,396 61,187 .39 .28 .28

標準偏差 332,170 289,342 216,077 443,282 418,926

度数 1445 871 145 216 213

家族・友人からの支援 平均 33,554 29,839 61,579 9,311 81,529 .27 .26 .26
標準偏差 332,285 326,791 218,125 292,473 470,152

度数 1444 1091 81 156 116

満足度
仕事満足度 平均 33,554 30,943 29,251 34,113 41,135 .97 .94 .95

標準偏差 332,285 285,050 171,984 458,230 360,713

度数 1444 656 189 287 312

家庭生活満足度 平均 33,554 29,518 81,369 27,323 39,580 .49 .46 .44
標準偏差 332,285 334,507 325,288 142,810 492,077

度数 1444 1075 99 165 105
UNIANOVA
model 1 adjusted for age and sex
model 2 adjusted for age, sex, and the number of biological risk changes
model 3 adjusted for age, sex, and the number of lifestyle risk changes

医療費変化量（円）

全体
L→L H→L L→H H→H
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厚生労働科学研究補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）

分担研究報告書

「メンタルヘルスを含む生活習慣病予防の労働生産性への影響に関連する要因の検討」

研究分担者 津野 陽子 東北大学大学院医学系研究科保健学専攻地域ケアシステム看護学分野 講師 

（研究協力者 渋谷 克彦 東京大学政策ビジョン研究センターデータヘルス研究ユニット 客員研究員）

研究要旨

 健康リスクの労働生産性指標（プレゼンティーイズム、アブセンティーイズム）に対する影響を、組織的要

因や社会人口学的要因、個人要因も含めて検討するため、ウェブ調査を行った。対象は、1,652 名の労

働者で、雇用形態（正規職員、非正規職員の 2 群）、年代（20 代、30 代、40 代、50 代の 4 群）、性別（男

女 2 群）の割付により調査を依頼した。 
プレゼンティーイズムについては、「病気やけががない時に発揮できる仕事の出来を 100%として、過去

1 か月間の自身の仕事の出来を評価してください」という質問に対して、1%から 100%までの間で回答を

求めた。正規職員の平均は 82.4％、非正規職員の平均は 82.3%であった。アブセンティーイズム（病休

日数）については、「過去 1 年間に心身の不調で何日仕事を休みましたか」という形で日数を尋ねた。正

規職員の平均は 4.8 日、非正規職員の平均は 5.6 日であった。プレゼンティーイズム損失割合、アブセ

ンティーイズム、について、各変数との二変量解析を行った上で、多変量解析を行った。その結果、プレ

ゼンティーイズム損失割合、アブセンティーイズム（病休日数）ともに、性別や年齢、家族構成といった個

人属性を調整しても、職場環境や仕事特性、健康要因などが関連していることが示された。またその関連

の仕方は、プレゼンティーイズム損失割合とアブセンティーイズム（病休日数）とで異なるだけでなく、正規

職員と非正規職員でも異なっており、労働生産性指標への影響を防ぐためには、対象集団によって異な

るアプローチを取る必要があることが示された。

A. 研究目的

健康に関連した職場における生産性指標には，

プレゼンティーイズム（何らかの疾患や症状を抱

えながら出勤し、業務遂行能力や生産性が低下

している状態）とアブセンティーイズム（病欠、病気

休業）とがある。こうした指標の測定には理論的・

技術的課題が残されているものの、実際に測定し、

可視化することは今後の健康経営の推進におい

て重要である（津野ら, 2018）。先行研究において、

こうした生産性指標には、健康リスクの影響に加

えて、職場環境や仕事の特性といった組織的要

因、社会人口学的要因、個人要因が関連してい

ることが示唆されている（図 1 参照；Gosselin et 
al., 2013）。今後、具体的にどのように働くことが

よいのか、その介入方法を考えるにあたっては、

健康リスクの生産性指標に対する影響を、組織的

要因や社会人口学的要因、個人要因も含めて検

討する必要がある。一方で、職場環境や仕事特

性、社会人口学的要因、個人要因、健康リスク、

生産性指標に関するデータを得ることは容易では

ない。そこで、本研究では、Web 調査のモニター

に対して調査を行い、組織的要因、個人要因の
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影響を踏まえた健康リスクと生産性指標の関連性

の検討を行うこととした。 
 

Gosselin et al., 2013 の仮説モデルを参考に著者が

作成した。 

図 1．研究概念枠組み 
 
B. 研究方法 
B-1. 調査対象と方法 
 調査会社が有する一般就労者パネルを用い、

労働生産性と関連要因に関する質問項目による

Web 調査を実施した。対象者を雇用形態（正規

雇用者、非正規雇用者の 2 群）と年代（20 代、30
代、40 代、50 代の 4 群）、性別（男女 2 群）の

2×4×2 の 16 群に割り付け、回答を依頼した。な

お、自営業者はあらかじめ対象から除外した。ま

た、慢性疾患を有しており、かつそれによる日常

生活の制限について「かなりある」と回答した者も、

対象から除外した。最終的に、計 1,652 名の回答

を得た。2018 年 3 月に調査を実施した。 
 
B-2. 質問項目 
B-2-1. 生産性指標 
 生産性損失コストを算出するため、プレゼンティ

ーイズム、アブセンティーイズム（病休日数）を尋

ねた。 
 
プレゼンティーイズム 
 東大 1 項目版プレゼンティーイズム（東京大学

政策ビジョン研究センター健康経営研究ユニット

作成）の「病気やけががない時に発揮できる仕事

の出来を 100%として、過去 1 か月間の自身の仕

事の出来を評価してください」という質問に対して、

1%から 100%までの間で回答を求めた。プレゼン

ティーイズム損失割合は、100からパフォーマンス

（過去 1 か月間）を引いて算出した。 
 
アブセンティーイズム 
 「過去1年間に心身の不調で何日仕事を休みま

したか」という質問に対して、数値で回答を求めた。 
 
B-2-2. 個人要因・社会経済的要因 
 個人要因・社会経済的要因として、年齢、性別、

教育歴、個人年収、婚姻状況、家庭内のケア状

況（育児・介護）、仕事満足度、生活満足度につ

いて尋ねた。（表 3 参照） 
 
家庭内のケア状況（育児・介護） 
 育児については、「ふだん育児をしていますか

（未就学児を対象）」という質問で、「はい」と「いい

え」のどちらに該当するかを尋ねた。また、介護に

ついては、「ふだん介護をしていますか（自宅外

にいる家族の介護も含む）」という質問で、「はい」

と「いいえ」のどちらに該当するかを尋ねた。 
 
B-2-3. 職場（組織）要因・仕事特性 
 職場（組織）要因・仕事特性として、企業（従業

員）規模、雇用形態、職種（仕事内容）、役職、労

働時間（1 週間の平均的な就業日数、1 日の就業

時間、1日の残業時間）、仕事の質（仕事の負荷、

裁量、上司・同僚サポート）、チームワークの仕事

頻度について尋ねた。（表 4 参照） 
 
B-2-4. 健康リスク要因 
 健康リスク要因として、主観的健康感、精神健

康、症状・傷病、最も気になる症状・傷病、生活習

慣（喫煙、飲酒、運動、食事、睡眠休養、肥満）に

ついて尋ねた。（表 5 参照） 
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精神健康 
 Kessler 6-item Psychological Distress Scale
（K6）（Kessler et al., 2002; Kessler et al., 
2003）の日本語版（Furukawa et al., 2003; 
Furukawa et al., 2008.）を用いた。6 項目それ

ぞれについて、「全くない」、「少しだけ」、「ときど

き」、「たいてい」、「いつも」のどれに該当するかを

尋ねた。 
 
症状・傷病 
 関節炎、肩こり・腰痛、頭痛・偏頭痛、高血圧、

脂質異常（高脂血症、高コレステロール血症、高ト

リグリセリド血症）、慢性的な消化器障害（逆流性

食道炎、過敏性腸症候群など）、喘息、季節性の

アレルギー・花粉症、糖尿病、心疾患、不眠障害、

慢性疲労症候群・疲労感、抑うつ、目の疾患（ア

レルギー性結膜炎は除く）のそれぞれについて、

「症状なし」、「症状あり」、「受診して治療中」のど

れに該当するかを尋ねた。 
 
生活習慣（喫煙、飲酒、運動、食事、睡眠休養、

肥満） 
 喫煙については、「現在、たばこを習慣的に吸

っていますか」という質問に対して、「はい」、「止

めた」、「いいえ」のどれに該当するかを尋ねた。

「はい」と回答した場合に、「リスクあり」とした。 
 飲酒については、まず、「お酒（清酒、焼酎、ビ

ール、洋酒などのアルコールを含む飲料）を飲む

頻度はどの程度ですか」という質問に対して、「毎

日」、「時々」、「ほとんど飲まない（飲めない）」の

どれに該当するかを尋ね、次に、飲酒日の 1日当

たりの飲酒量について、「1 合未満」、「1～2 合未

満」、「2～3合未満」、「3合以上」のどれに該当す

るかを尋ねた。お酒を「毎日」飲んでいると回答し、

かつ、1 日あたりの飲酒量が 2 合を越える場合に、

「リスクあり」とした。 
 運動については、「1 回 30 分以上の軽く汗をか

く運動を週 2 日以上、1 年以上実施していますか」

という質問に対して、「はい」、「いいえ」のどちらに

該当するかを尋ねた。「はい」と回答した場合に「リ

スクあり」とした。 
 食事については、「朝食を抜くことが週に 3 回以

上ありますか」という質問に対して、「はい」、「いい

え」のどちらに該当するかを尋ねた。「はい」と回

答した場合に、「リスクあり」とした。 
 睡眠休養については、「睡眠で休養が十分とれ

ていますか」という質問に対して、「はい」、「いい

え」のどちらに該当するかを尋ねた。「はい」と回

答した場合に、「リスクあり」とした。 
肥満は、回答者の身長・体重から Body Mass 
Index（BMI）を計算し、BMI が 25 以上の場合

に、「リスクあり」とした。 
 
B-2-5. 調査パネルとしての属性情報 
 Web 調査を依頼した会社より、調査パネルの属

性情報として、性別、年齢、職業の情報を取得し

た。 
 
B-3. データクリーニング 
 質問紙調査の場合、調査項目に即さず、不正

確な回答（以下、無気力回答）をするケースがあ

る。特にWeb調査で、回答によりポイントなどが得

られる場合、ある程度の割合で無気力回答が紛

れ込むことは避けられないとされている（埴淵ら, 
2015）。一方で、無気力回答は分析の正確性を

損なうどころか、誤った結果を導く可能性すらある。

そこで、本研究では、無気力回答と思われるケー

スを同定し、除外する作業を行った。 
 
B-3-1. 回答内容の整合性チェック 
 調査パネルとしての登録情報を回答内容に齟

齬が生じていないかどうか（性別など）を確認した。

調査パネル登録情報が非正規職員となっていた

ものの、ウェブ調査の雇用形態に関する質問で、

「その他」を選び「正規職員」と記載しているような

場合は、調査までの間に雇用形態の変更があっ
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たものとみなして、正規職員として集計・分析した。 
 
B-3-2. 規則的な回答のチェック 
 すべて「1」や「1」、「2」、「1」、「2」・・・というように

規則的な回答が不自然に続く場合は対象から除

外した。ただ規則的なだけでは、正確な回答なの

か、不正確な回答なのかが判別できないため、整

合性チェックや回答内容などを考慮しながら、除

外するか否かを検討した。 
 
B-3-3. 外れ値のチェック 
 身長、体重といった連続変量を回答する設問に

おいて、あり得ない数値が回答されていないかど

うかを検討した。これもただ外れ値であるというだ

けでは、正確な回答なのか、不正確な回答なの

かが判別できないため、他のチェックとも合わせて、

総合的に除外の是非を検討した。 
 
 以上のチェックを行った結果、１例のみ規則的

な回答および外れ値の回答の疑いが強かったた

め、集計から除外することとなった。 
 
B-4. 分析 
B-4-1. 単純集計 
 質問した各項目および調査パネルとしての属性

情報について、正規職員、非正規職員別に集計

した。 
 
B-4-2. 二変量解析 
 質問した各項目および調査パネルとしての属性

情報と、プレゼンティーイズム損失割合、アブセン

ティーイズム（病休日数）について二変量解析を

行った。 
 プレゼンティーイズム損失割合については、プ

レゼンティーイズムの回答値を 100%から引く形で

求めた。アブセンティーイズムについては、病休

日数そのものを従属変数とした。 
 統計学的検定にあたっては、カテゴリー同士の

関連をみる場合は、Fisher の直接確率法、χ2検

定を用いた。また、群間で連続変量の差をみる場

合は、各変数の分布を参考に、t 検定、Mann-
WhitneyのU検定、Kruskal-Wallis検定、を用

いた。連続変量同士の関係性を検討する場合は、

各変数の分布を参考に、Spearman の順位相関

係数を用いた。 
 
B-4-3. 多変量解析 
 組織的要因、個人要因の影響を踏まえた健康リ

スクと生産性指標の関連性の検討を行った。本研

究では、労働生産性への影響の交絡因子となり

得る、社会経済的因子（家庭環境や経済状況、

雇用形態など）を含めた分析を行った。 
 分析にあたっては、プレゼンティーイズム損失割

合、アブセンティーイズム（病休日数）を従属変数

とした。プレゼンティーイズム損失割合については、

中央値（10%）を境として二群に分けて多変量ロ

ジスティック回帰分析を行った。アブセンティーイ

ズム（病休日数）に関しては、0 日が多いこと、また、

0 日か 1 日以上かに関わる変数と、連続変量とし

ての多寡に関わる変数とが異なることが想定され

たため、まず、0 日と 1 日以上の 2 群に分けて、

多変量ロジスティック回帰分析を行い、次に 1 日

以上の人（正規 n=346、非正規 n=334）に限定し

て、重回帰分析を行った。なお、分析は全て正規

職員と非正規職員で分けて行った。 
 独立変数には、性別、年齢、婚姻状況、育児

（未就学児）の有無、介護の有無、学歴、個人年

収、仕事満足度、生活満足度、従業員数、雇用

形態、職種、役職、1 週間の就業日数、1 日の就

業時間、1 日の残業時間、時間内に仕事が処理

しきれないと感じている度合い、自分のペースで

仕事ができると感じている度合い、仕事や業務で

困ったときに上司が頼りになると感じている度合い、

仕事や業務で困ったときに同僚が頼りになると感

じている度合い、チームワークの仕事頻度、現在

の健康、K6 得点、各疾患の症状の有無（関節炎、
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肩こり・腰痛、頭痛・偏頭痛、高血圧、脂質異常、

慢性的な消化器障害、喘息、季節性のアレルギ

ー・花粉症、糖尿病、心疾患、不眠障害、慢性疲

労症候群・疲労感、抑うつ、目の疾患、健康リスク

（喫煙習慣、飲酒習慣、運動習慣、朝食、睡眠休

養、肥満）を用いた。なお、雇用形態は非正規職

員でのみ使用した。また、健康に関する変数は、

変数同士の相関が強いことが想定されたため、現

在の健康状況、K6得点、健康リスクを独立変数と

して使用した場合と、疾患の有無を独立変数とし

て使用した場合の二種類の解析を行った。加え

て、本報告書では、変数の関連状況を比較する

ため、プレゼンティーイズム損失割合とアブセンテ

ィーイズム（病休日数）とで同じ変数を説明変数に

用いた。独立変数のうち、就業時間の欠損のあっ

た 6 名（正規 4 名、非正規 2 名）を多変量解析の

対象からは除外した。 
 分析において、二変量解析までは日本アイ・ビ

ー・エム株式会社の SPSS ver. 24、多変量解析

には R ver. 3.5.3 を用いた。多変量解析におい

て、関連のみられた変数を抽出する際は、10%を

有意水準とみなした。 
 
B-5. 倫理面への配慮 
 調査内容に氏名や住所、所属企業といった、個

人を同定できるような内容は含まれていない。ま

た、調査結果は集計値の形で提示するため、そこ

から誰が回答したのかを、同定することは事実上

不可能である。回答者に対しては、調査協力は任

意であり、回答を拒否したとしても、なんら不利益

を被ることはないことを Web 画面上にて説明した。

また、調査への回答をもって、調査協力に同意し

たとみなした。 
 本研究は厚生労働省・文部科学省が作成した

疫学研究に関する倫理指針（2002年 7月 1日施

行）に則って実施した。また、本調査は、東京大

学倫理審査専門委員会の審査を受け、同委員会

の承認を得た上で実施した（17-299）。 
 
C. 研究結果 
C-1. 対象者の属性 
 対象者の属性を表 1 に示した。正規職員のほう

が、「配偶者あり」の割合が高い、育児（未就学児）

ありの割合が高い、高校卒の割合が低く、大学卒

の割合が高い、専門職と営業職の割合が高く、販

売職、サービス職、技能・労務職の割合が低い、

管理職である割合が高いといった差がみられた。

プレゼンティーイズム損失割合、アブセンティーイ

ズム（病休日数）に関しては、表 2 に示した。とも

に 0％、0 日が多く、分散の大きな分布をしていた。

なお、正規職員と非正規職員で統計学的有意差

はみられなかった。 
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表 1 対象者の属性 

 正規（n=832） 非正規(n=818) p 値 
n % n % 

性別 男性 414 49.8% 412 50.4% .806 a 
   女性 418 50.2% 406 49.6%  
年齢（平均・標準偏差） 40.2 10.9 40.3 10.6 .824 c 
婚姻状況 未婚 377 45.3% 506 61.9% .000 a 
     配偶者あり 374 45.0% 223 27.3%  
     離婚・死別 81 9.7% 89 10.9%  
育児（未就学児） あり 126 15.1% 57 7.0% .000 a 
介護（自宅外含む） あり 44 5.3% 48 5.9% .668 a 
学歴 中学校卒 13 1.6% 20 2.4% .000 d 
   高校卒 215 25.8% 261 31.9%  
   専門学校卒 116 13.9% 135 16.5%  
   高専卒・短大卒 90 10.8% 92 11.2%  
   大学卒 367 44.1% 296 36.2%  
   大学院卒 31 3.7% 14 1.7%  
職種 専門職 118 14.2% 52 6.4% .000 b 
   技術職 115 13.8% 90 11.0%  
   事務職 293 35.2% 300 36.7%  
   営業職 84 10.1% 24 2.9%  
   販売職 34 4.1% 60 7.3%  
   サービス職 81 9.7% 104 12.7%  
   運輸・通信職 18 2.2% 41 5.0%  
   技能・労務職 77 9.3% 118 14.4%  
   その他 12 1.4% 29 3.5%  
役職 管理職（課長、部長、支社

長・事業部長、役員クラスなど） 
103 12.4% 7 0.9% .000 a 

   非管理職（一般職員、係長・

主任、課長代理クラスなど） 
729 87.6% 811 99.1%  

※ a: Fisher の直接確率法、b: χ2検定、c: Student の t 検定、d: Mann-Whitney の U 検定 

 
表 2 プレゼンティーイズム損失割合とアブセンティーイズム（病休日数）の分布 

  n 平均 標準偏差 最小値 中央値 最大値 p 値 

プレゼンティーイズム

損失割合（％） 

正規 832 17.6 19.9 0 10.0 99 .927 

非正規 818 17.7 20.0 0 10.0 99  

アブセンティーイズム

（病休日数） 

正規 832 4.8 25.5 0 0.0 365 .706 

非正規 818 5.6 27.7 0 0.0 365  

※ 統計学的検定には、Mann-Whitney の U 検定を使用した。 
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C-2. 二変量解析 
C-2-1. プレゼンティーイズム損失割合と諸変数

の二変量解析 
 プレゼンティーイズム損失割合を中央値（10%）

で二群に分けて、各変数との二変量解析を行っ

た。個人要因・社会人口学的要因との二変量解

析の結果を表 3 に示した。正規職員、非正規職

員ともに、損失割合高群（11%以上）のほうが、年

齢、個人年収、仕事満足度、生活満足度が低か

った。職場要因・仕事要因との二変量解析の結果

を表4に示した。正規職員では、損失割合高群で

管理職の割合が低くなっていたが、非正規職員

では統計学的有意差がみられなかった。また、正

規職員、非正規職員ともに、損失割合高群のほう

が、「時間内に仕事が処理しきれない」と感じてい

る度合いが強く、「自分のペースで仕事ができる」

と感じている度合いが弱くなっていた。健康要因・

健康リスク要因との二変量解析の結果を表 5に示

した。正規職員、非正規職員ともに、損失割合高

群のほうが現在の健康状態が悪く、K6 得点が高

くなっていた。また、正規職員では、損失割合高

群のほうで、「頭痛・偏頭痛」、「抑うつ」の症状あり

／受診して治療中の割合が高くなっていた。非正

規職員では、損失割合高群のほうで、「頭痛・偏

頭痛」、「慢性的な消化器障害」、「喘息」、「不眠

障害」、「慢性疲労症候群・疲労感」、「抑うつ」の

症状あり／受診して治療中の割合が高くなってい

た。健康リスクについてみると、正規職員では、損

失割合高群のほうで、睡眠休養のリスクのある人

が多く、非正規職員では、損失割合高群のほうで、

飲酒習慣リスクのある人が少なく、睡眠休養リスク

のある人が多くなっていた。 
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表 3 プレゼンティーイズム損失割合と個人要因・社会人口学的要因の二変量解析 
 正規（n=832） 非正規(n=818) 
 損失割合低群 

10％以下 
損失割合高群 

11%以上 
 損失割合低群 

10％以下 
損失割合高群 

11%以上 
 

 n (%) n (%) p 値 n (%) n (%) p 値 
性別 女性 215 (50.0%)  203 (50.5%)  .890 a 197 (46.9%)  209 (52.5%)  .124 a 
年齢（平均・標準偏差） 42.3 (11.0) 38.0 (10.3) .000 c 43.4 (10.1) 37.1 (10.0) .000 c 
婚姻状況 未婚 177 (41.2%)  200 (49.8%)  .061 a 244 (58.1%)  262 (65.8%)  .026 a 
     配偶者あり 208 (48.4%)  166 (41.3%)   120 (28.6%)  103 (25.9%)   
     離婚・死別 45 (10.5%)  36 (9.0%)   56 (13.3%)  33 (8.3%)   
育児（未就学児） あり 59 (13.7%)  67 (16.7%)  .247 a 28 (6.7%)  29 (7.3%)  .784 a 
介護（自宅外含む） あり 26 (6.0%)  18 (4.5%)  .354 a 23 (5.5%)  25 (6.3%)  .657 a 
学歴 中学校卒 6 (1.4%)  7 (1.7%)  .334 d 10 (2.4%)  10 (2.5%)  .981 d 
   高校卒 112 (26.0%)  103 (25.6%)   139 (33.1%)  122 (30.7%)   
   専門学校卒 72 (16.7%)  44 (10.9%)   64 (15.2%)  71 (17.8%)   
   高専卒・短大卒 42 (9.8%)  48 (11.9%)   43 (10.2%)  49 (12.3%)   
   大学卒 183 (42.6%)  184 (45.8%)   157 (37.4%)  139 (34.9%)   
   大学院卒 15 (3.5%)  16 (4.0%)   7 (1.7%)  7 (1.8%)   
個人年収 50 万円未満 7 (1.6%)  9 (2.2%)  .001 d 3 (0.7%)  9 (2.3%)  .000 d 
     50 万円～99 万円 0 (0.0%)  10 (2.5%)   11 (2.6%)  10 (2.5%)   
     100 万円～199 万円 31 (7.2%)  28 (7.0%)   91 (21.7%)  124 (31.2%)   
     200 万円～299 万円 85 (19.8%)  97 (24.1%)   181 (43.1%)  180 (45.2%)   
     300 万円～399 万円 95 (22.1%)  104 (25.9%)   79 (18.8%)  53 (13.3%)   
     400 万円～499 万円 80 (18.6%)  63 (15.7%)   36 (8.6%)  11 (2.8%)   
     500 万円～599 万円 41 (9.5%)  37 (9.2%)   10 (2.4%)  4 (1.0%)   
     600 万円～699 万円 31 (7.2%)  21 (5.2%)   4 (1.0%)  4 (1.0%)   
     700 万円～799 万円 18 (4.2%)  12 (3.0%)   2 (0.5%)  1 (0.3%)   
     800 万円～899 万円 13 (3.0%)  2 (0.5%)   0 (0.0%)  1 (0.3%)   
     900 万円～999 万円 13 (3.0%)  9 (2.2%)   1 (0.2%)  0 (0.0%)   
     1000 万円以上 16 (3.7%)  10 (2.5%)   2 (0.5%)  1 (0.3%)   
仕事満足度 満足 50 (11.6%)  13 (3.2%)  .000 d 37 (8.8%)  18 (4.5%)  .000 d 
      まあ満足 215 (50.0%)  168 (41.8%)   218 (51.9%)  137 (34.4%)   
      やや不満足 103 (24.0%)  132 (32.8%)   94 (22.4%)  137 (34.4%)   
      不満足 62 (14.4%)  89 (22.1%)   71 (16.9%)  106 (26.6%)   
生活満足度 満足 86 (20.0%)  52 (12.9%)  .000 d 55 (13.1%)  37 (9.3%)  .000 d 
      まあ満足 229 (53.3%)  187 (46.5%)   212 (50.5%)  169 (42.5%)   
      やや不満足 84 (19.5%)  114 (28.4%)   104 (24.8%)  117 (29.4%)   
      不満足 31 (7.2%)  49 (12.2%)   49 (11.7%)  75 (18.8%)   

※ a: Fisher の直接確率法、b: χ2検定、c: Student の t 検定、d: Mann-Whitney の U 検定 
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表 4 プレゼンティーイズム損失割合と職場要因・仕事要因の二変量解析 
 正規（n=832） 非正規(n=818) 
 損失割合低群 

10％以下 
損失割合高群 

11%以上 
 損失割合低群 

10％以下 
損失割合高群 

11%以上 
 

 n (%) n (%) p 値 n (%) n (%) p 値 
従業員数 5 人未満 19 (4.4%)  23 (5.7%)  .266 d 9 (2.1%)  13 (3.3%)  .791 d 
     5～9 人 18 (4.2%)  25 (6.2%)   19 (4.5%)  10 (2.5%)   
     10～29 人 59 (13.7%)  44 (10.9%)   26 (6.2%)  30 (7.5%)   
     30～49 人 22 (5.1%)  36 (9.0%)   27 (6.4%)  26 (6.5%)   
     50～99 人 58 (13.5%)  53 (13.2%)   47 (11.2%)  40 (10.1%)   
     100～299 人 69 (16.0%)  62 (15.4%)   82 (19.5%)  69 (17.3%)   
     300～499 人 24 (5.6%)  19 (4.7%)   33 (7.9%)  40 (10.1%)   
     500～999 人 34 (7.9%)  26 (6.5%)   34 (8.1%)  33 (8.3%)   
     1000 人以上 127 (29.5%)  114 (28.4%)   143 (34.0%)  137 (34.4%)   
雇用形態 パート    8 (1.9%)  12 (3.0%)  .678 b 
     アルバイト    7 (1.7%)  5 (1.3%)   
     派遣社員    149 (35.5%)  152 (38.2%)   
     契約職員    244 (58.1%)  216 (54.3%)   
     嘱託    12 (2.9%)  13 (3.3%)   
職種 専門職 61 (14.2%)  57 (14.2%)  .778 b 28 (6.7%)  24 (6.0%)  .018 b 
   技術職 62 (14.4%)  53 (13.2%)   50 (11.9%)  40 (10.1%)   
   事務職 159 (37.0%)  134 (33.3%)   143 (34.0%)  157 (39.4%)   
   営業職 38 (8.8%)  46 (11.4%)   18 (4.3%)  6 (1.5%)   
   販売職 20 (4.7%)  14 (3.5%)   32 (7.6%)  28 (7.0%)   
   サービス職 37 (8.6%)  44 (10.9%)   43 (10.2%)  61 (15.3%)   
   運輸・通信職 9 (2.1%)  9 (2.2%)   21 (5.0%)  20 (5.0%)   
   技能・労務職 39 (9.1%)  38 (9.5%)   73 (17.4%)  45 (11.3%)   
   その他 5 (1.2%)  7 (1.7%)   12 (2.9%)  17 (4.3%)   
役職 管理職 64 (14.9%)  39 (9.7%)  .027 a 3 (0.7%)  4 (1.0%)  .719 a 
   非管理職 366 (85.1%)  363 (90.3%)   417 (99.3%)  394 (99.0%)   
1 週間の就業日数（中央値・範囲） 5 [0-7] 5 [0-7] .425 d 5 [0-7] 5 [1-7] .317 d 
1 日の就業時間（中央値・範囲） 8 [4-24] 8 [1-20] .566 d 8 [1-21] 8 [1-24] .131 d 
1 日の残業時間（中央値・範囲） 1 [0-15] 1 [0-8] .020 d 0 [0-10] 0 [0-15] .132 d 

※ a: Fisher の直接確率法、b: χ2検定、d: Mann-Whitney の U 検定 

（次ページへ続く） 
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（前ページから続く） 

 正規（n=832） 非正規(n=818) 
 損失割合低群 

10％以下 
損失割合高群 

11%以上 
 損失割合低群 

10％以下 
損失割合高群 

11%以上 
 

 n (%) n (%) p 値 n (%) n (%) p 値 
時間内に仕事が処理しきれない       
  そうだ 31 (7.2%)  55 (13.7%)  .000 d 20 (4.8%)  43 (10.8%)  .000 d 
  まあそうだ 126 (29.3%)  135 (33.6%)   80 (19.0%)  111 (27.9%)   
  ややちがう 143 (33.3%)  123 (30.6%)   110 (26.2%)  130 (32.7%)   
  ちがう 130 (30.2%)  89 (22.1%)   210 (50.0%)  114 (28.6%)   
自分のペースで仕事ができる       
  そうだ 116 (27.0%)  78 (19.4%)  .000 d 102 (24.3%)  69 (17.3%)  .002 d 
  まあそうだ 198 (46.0%)  170 (42.3%)   185 (44.0%)  168 (42.2%)   
  ややちがう 79 (18.4%)  107 (26.6%)   81 (19.3%)  95 (23.9%)   
  ちがう 37 (8.6%)  47 (11.7%)   52 (12.4%)  66 (16.6%)   
仕事や業務で困ったとき頼りに

なるか・上司 
    

  

  非常に 45 (10.5%)  36 (9.0%)  .332 d 42 (10.0%)  32 (8.0%)  .090 d 
  かなり 95 (22.1%)  105 (26.1%)   119 (28.3%)  91 (22.9%)   
  多少 210 (48.8%)  200 (49.8%)   183 (43.6%)  201 (50.5%)   
  全くない 80 (18.6%)  61 (15.2%)   76 (18.1%)  74 (18.6%)   
仕事や業務で困ったとき頼りに

なるか・同僚 
    

  

  非常に 43 (10.0%)  24 (6.0%)  .755 d 40 (9.5%)  32 (8.0%)  .511 d 
  かなり 124 (28.8%)  137 (34.1%)   129 (30.7%)  120 (30.2%)   
  多少 189 (44.0%)  184 (45.8%)   190 (45.2%)  186 (46.7%)   
  全くない 74 (17.2%)  57 (14.2%)   61 (14.5%)  60 (15.1%)   
チームワークの仕事頻度       
  常に 73 (17.0%)  53 (13.2%)  .480 d 68 (16.2%)  69 (17.3%)  .834 d 
  頻繁に 94 (21.9%)  92 (22.9%)   71 (16.9%)  67 (16.8%)   
  時々 186 (43.3%)  189 (47.0%)   180 (42.9%)  165 (41.5%)   
  全くない 77 (17.9%)  68 (16.9%)   101 (24.0%)  97 (24.4%)   

※ d: Mann-Whitney の U 検定 
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表 5 プレゼンティーイズム損失割合と健康要因・健康リスク要因の二変量解析 
 正規（n=832） 非正規(n=818) 
 損失割合低群 

10％以下 
損失割合高群 

11%以上 
 損失割合低群 

10％以下 
損失割合高群 

11%以上 
 

 n (%) n (%) p 値 n (%) n (%) p 値 
現在の健康 良い 88 (20.5%)  45 (11.2%)  .000 d 104 (24.8%)  35 (8.8%)  .000 d 
      まあ良い 168 (39.1%)  120 (29.9%)   144 (34.3%)  93 (23.4%)   
      ふつう 142 (33.0%)  156 (38.8%)   137 (32.6%)  165 (41.5%)   
      あまり良くない 29 (6.7%)  76 (18.9%)   33 (7.9%)  90 (22.6%)   
      良くない 3 (0.7%)  5 (1.2%)   2 (0.5%)  15 (3.8%)   
K6 得点（中央値・範囲） 3 [0-22] 7 [0-24] .000 d 4 [0-24] 8 [0-24] .000 d 
症状あり/受診して治療中       
  関節炎 56 (13.0%)  38 (9.5%)  .125 a 47 (11.2%)  48 (12.1%)  .744 a 
  肩こり・腰痛 273 (63.5%)  268 (66.7%)  .345 a 258 (61.4%)  263 (66.1%)  .168 a 
  頭痛・偏頭痛 121 (28.1%)  167 (41.5%)  .000 a 120 (28.6%)  181 (45.5%)  .000 a 
  高血圧 58 (13.5%)  39 (9.7%)  .105 a 46 (11.0%)  52 (13.1%)  .389 a 
  脂質異常 74 (17.2%)  51 (12.7%)  .080 a 57 (13.6%)  54 (13.6%)  1.000 a 
  慢性的な消化器障害 34 (7.9%)  44 (10.9%)  .153 a 32 (7.6%)  49 (12.3%)  .026 a 
  喘息 22 (5.1%)  27 (6.7%)  .377 a 9 (2.1%)  27 (6.8%)  .002 a 
  季節性のアレルギー・花粉症 185 (43.0%)  179 (44.5%)  .675 a 154 (36.7%)  167 (42.0%)  .133 a 
  糖尿病 20 (4.7%)  14 (3.5%)  .484 a 15 (3.6%)  19 (4.8%)  .484 a 
  心疾患 8 (1.9%)  11 (2.7%)  .488 a 12 (2.9%)  11 (2.8%)  1.000 a 
  不眠障害 34 (7.9%)  46 (11.4%)  .099 a 23 (5.5%)  54 (13.6%)  .000 a 
  慢性疲労症候群・疲労感 76 (17.7%)  90 (22.4%)  .099 a 64 (15.2%)  122 (30.7%)  .000 a 
  抑うつ 19 (4.4%)  40 (10.0%)  .003 a 18 (4.3%)  60 (15.1%)  .000 a 
  目の疾患 43 (10.0%)  34 (8.5%)  .474 a 43 (10.2%)  46 (11.6%)  .575 a 
健康リスク       
  喫煙習慣 95 (22.1%)  105 (26.1%)  .194 a 101 (24.0%)  82 (20.6%)  .241 a 
  飲酒習慣 27 (6.3%)  22 (5.5%)  .660 a 22 (5.2%)  10 (2.5%)  .048 a 
  運動習慣 351 (81.6%)  331 (82.3%)  .857 a 348 (82.9%)  336 (84.4%)  .571 a 
  朝食 106 (24.7%)  94 (23.4%)  .685 a 95 (22.6%)  110 (27.6%)  .107 a 
  睡眠休養 188 (43.7%)  246 (61.2%)  .000 a 189 (45.0%)  236 (59.3%)  .000 a 
  肥満 92 (21.4%)  61 (15.2%)  .025 a 90 (21.4%)  74 (18.6%)  .337 a 

※ a: Fisher の直接確率法、d: Mann-Whitney の U 検定 
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C-2-2. アブセンティーイズム（病休日数）と諸変

数の二変量解析 
 まず、アブセンティーイズム（病休日数）を 0 日と

1日以上に分けて、各変数との二変量解析を行っ

た。個人要因・社会人口学的要因との二変量解

析の結果を表6に示した。正規職員では、統計学

的有意差がみられなかったが、非正規職員では、

1日以上群のほうが年齢、個人年収、仕事満足度

が低くなっていた。職場要因・仕事要因との二変

量解析の結果を表 7 に示した。正規職員では、1
日以上群のほうが、仕事や業務で困ったとき上司

が頼りになると感じている度合いが強かった。非

正規職員では、1 日以上群のほうが、時間内に仕

事が処理しきれないと感じている度合いが強く、

チームワークの仕事頻度が高かった。健康要因・

健康リスク要因の二変量解析との二変量解析の

結果を表 8 に示した。正規職員、非正規職員とも

に、損失割合高群のほうが現在の健康状態が悪

く、K6 得点が高くなっていた。疾患別にみると、

正規職員では、損失割合高群のほうで、「肩こり・

腰痛」、「頭痛・偏頭痛」、「慢性的な消化器障害」、

「季節性のアレルギー・花粉症」、「不眠障害」、

「慢性疲労症候群・疲労感」、「抑うつ」の症状あり

／受診して治療中の割合が高くなっていた。非正

規職員では、損失割合高群のほうで、「肩こり・腰

痛」、「頭痛・偏頭痛」、「慢性的な消化器障害」、

「喘息」、「不眠障害」、「慢性疲労症候群・疲労

感」、「抑うつ」の症状あり／受診して治療中の割

合が高くなっていた。 
健康要因・健康リスク要因の二変量解析との二

変量解析の結果を表 9 に示した。正規職員、非

正規職員ともに、アブセンティーイズム（病休日数）

が多いほうが、現在の健康状態が悪く、K6 得点

が高くなっていた。疾患別にみると、正規職員で

は、「不眠障害」、「抑うつ」の症状あり／受診して

治療中の人のほうが、アブセンティーイズム（病休

日数）が多くなっていた。非正規職員では、「頭

痛・偏頭痛」、「慢性的な消化器障害」、「喘息」、

「糖尿病」、「不眠障害」、「慢性疲労症候群・疲労

感」、「抑うつ」の症状あり／受診して治療中の人

のほうが、アブセンティーイズム（病休日数）が多く

なっていた。健康リスクに関しては、朝食リスクの

ある人のほうが、アブセンティーイズム（病休日数）

が多くなっていた。 
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表 6 アブセンティーイズム（病休日数）二群と個人要因・社会人口学的要因の二変量解析 
 正規（n=832） 非正規(n=818) 
 0 日 1 日以上  0 日 1 日以上  
 n (%) n (%) p 値 n (%) n (%) p 値 
性別 女性 234 (48.1%)  184 (53.2%)  .160 a 227 (46.9%)  179 (53.6%)  .065 a 
年齢（平均・標準偏差） 40.5 (11.2) 39.9 (10.5) .468 c 41.1 (10.6) 39.3 (10.5) .020 c 
婚姻状況 未婚 226 (46.5%)  151 (43.6%)  .468 a 292 (60.3%)  214 (64.1%)  .228 a 
     配偶者あり 210 (43.2%)  164 (47.4%)   132 (27.3%)  91 (27.2%)   
     離婚・死別 50 (10.3%)  31 (9.0%)   60 (12.4%)  29 (8.7%)   
育児（未就学児） あり 75 (15.4%)  51 (14.7%)  .845 a 27 (5.6%)  30 (9.0%)  .069 a 
介護（自宅外含む） あり 21 (4.3%)  23 (6.6%)  .158 a 26 (5.4%)  22 (6.6%)  .545 a 
学歴 中学校卒 9 (1.9%)  4 (1.2%)  .186 d 10 (2.1%)  10 (3.0%)  .617 d 
   高校卒 129 (26.5%)  86 (24.9%)   150 (31.0%)  111 (33.2%)   
   専門学校卒 78 (16.0%)  38 (11.0%)   88 (18.2%)  47 (14.1%)   
   高専卒・短大卒 46 (9.5%)  44 (12.7%)   50 (10.3%)  42 (12.6%)   
   大学卒 205 (42.2%)  162 (46.8%)   179 (37.0%)  117 (35.0%)   
   大学院卒 19 (3.9%)  12 (3.5%)   7 (1.4%)  7 (2.1%)   
個人年収 50 万円未満 14 (2.9%)  2 (0.6%)  .213 d 4 (0.8%)  8 (2.4%)  .001 d 
     50 万円～99 万円 5 (1.0%)  5 (1.4%)   11 (2.3%)  10 (3.0%)   
     100 万円～199 万円 32 (6.6%)  27 (7.8%)   110 (22.7%)  105 (31.4%)   
     200 万円～299 万円 117 (24.1%)  65 (18.8%)   225 (46.5%)  136 (40.7%)   
     300 万円～399 万円 108 (22.2%)  91 (26.3%)   81 (16.7%)  51 (15.3%)   
     400 万円～499 万円 82 (16.9%)  61 (17.6%)   33 (6.8%)  14 (4.2%)   
     500 万円～599 万円 45 (9.3%)  33 (9.5%)   9 (1.9%)  5 (1.5%)   
     600 万円～699 万円 35 (7.2%)  17 (4.9%)   7 (1.4%)  1 (0.3%)   
     700 万円～799 万円 17 (3.5%)  13 (3.8%)   1 (0.2%)  2 (0.6%)   
     800 万円～899 万円 8 (1.6%)  7 (2.0%)   1 (0.2%)  0 (0.0%)   
     900 万円～999 万円 10 (2.1%)  12 (3.5%)   1 (0.2%)  0 (0.0%)   
     1000 万円以上 13 (2.7%)  13 (3.8%)   1 (0.2%)  2 (0.6%)   
仕事満足度 満足 39 (8.0%)  24 (6.9%)  .871 d 34 (7.0%)  21 (6.3%)  .033 d 
      まあ満足 220 (45.3%)  163 (47.1%)   227 (46.9%)  128 (38.3%)   
      やや不満足 136 (28.0%)  99 (28.6%)   123 (25.4%)  108 (32.3%)   
      不満足 91 (18.7%)  60 (17.3%)   100 (20.7%)  77 (23.1%)   
生活満足度 満足 70 (14.4%)  68 (19.7%)  .196 d 63 (13.0%)  29 (8.7%)  .119 d 
      まあ満足 250 (51.4%)  166 (48.0%)   226 (46.7%)  155 (46.4%)   
      やや不満足 119 (24.5%)  79 (22.8%)   122 (25.2%)  99 (29.6%)   
      不満足 47 (9.7%)  33 (9.5%)   73 (15.1%)  51 (15.3%)   

※ a: Fisher の直接確率法、b: χ2検定、c: Student の t 検定、d: Mann-Whitney の U 検定 
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表 7 アブセンティーイズム（病休日数）二群と職場要因・仕事要因の二変量解析 
 正規（n=832） 非正規(n=818) 
 0 日 1 日以上  0 日 1 日以上  
 n (%) n (%) p 値 n (%) n (%) p 値 
従業員数 5 人未満 26 (5.3%)  16 (4.6%)  .789 d 17 (3.5%)  5 (1.5%)  .975 d 
     5～9 人 28 (5.8%)  15 (4.3%)   19 (3.9%)  10 (3.0%)   
     10～29 人 67 (13.8%)  36 (10.4%)   27 (5.6%)  29 (8.7%)   
     30～49 人 24 (4.9%)  34 (9.8%)   26 (5.4%)  27 (8.1%)   
     50～99 人 62 (12.8%)  49 (14.2%)   54 (11.2%)  33 (9.9%)   
     100～299 人 82 (16.9%)  49 (14.2%)   93 (19.2%)  58 (17.4%)   
     300～499 人 18 (3.7%)  25 (7.2%)   43 (8.9%)  30 (9.0%)   
     500～999 人 35 (7.2%)  25 (7.2%)   42 (8.7%)  25 (7.5%)   
     1000 人以上 144 (29.6%)  97 (28.0%)   163 (33.7%)  117 (35.0%)   
雇用形態 パート    9 (1.9%)  11 (3.3%)  .110 b 
     アルバイト    5 (1.0%)  7 (2.1%)   
     派遣社員    168 (34.7%)  133 (39.8%)   
     契約職員    284 (58.7%)  176 (52.7%)   
     嘱託    18 (3.7%)  7 (2.1%)   
職種 専門職 82 (16.9%)  36 (10.4%)  .002 b 31 (6.4%)  21 (6.3%)  .287 b 
   技術職 62 (12.8%)  53 (15.3%)   50 (10.3%)  40 (12.0%)   
   事務職 152 (31.3%)  141 (40.8%)   174 (36.0%)  126 (37.7%)   
   営業職 42 (8.6%)  42 (12.1%)   15 (3.1%)  9 (2.7%)   
   販売職 20 (4.1%)  14 (4.0%)   42 (8.7%)  18 (5.4%)   
   サービス職 56 (11.5%)  25 (7.2%)   55 (11.4%)  49 (14.7%)   
   運輸・通信職 15 (3.1%)  3 (0.9%)   29 (6.0%)  12 (3.6%)   
   技能・労務職 50 (10.3%)  27 (7.8%)   74 (15.3%)  44 (13.2%)   
   その他 7 (1.4%)  5 (1.4%)   14 (2.9%)  15 (4.5%)   
役職 管理職 55 (11.3%)  48 (13.9%)  .286 a 4 (0.8%)  3 (0.9%)  1.000 a 
   非管理職 431 (88.7%)  298 (86.1%)   480 (99.2%)  331 (99.1%)   
1 週間の就業日数（中央値・範囲） 5 [0-7] 5 [0-7] .908 d 5 [1-7] 5 [0-7] .845 d 
1 日の就業時間（中央値・範囲） 8 [1-24] 8 [1-20] .024 d 8 [1-21] 8 [1-24] .078 d 
1 日の残業時間（中央値・範囲） 1 [0-15] 1 [0-8] .498 d 0 [0-15] 0 [0-8] .119 d 

※ a: Fisher の直接確率法、b: χ2検定、d: Mann-Whitney の U 検定 

（次ページへ続く） 
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（前ページから続く） 

 正規（n=832） 非正規(n=818) 
 0 日 1 日以上  0 日 1 日以上  
 n (%) n (%) p 値 n (%) n (%) p 値 
時間内に仕事が処理しきれない       
  そうだ 47 (9.7%)  39 (11.3%)  .305 d 39 (8.1%)  24 (7.2%)  .004 d 
  まあそうだ 147 (30.2%)  114 (32.9%)   99 (20.5%)  92 (27.5%)   
  ややちがう 162 (33.3%)  104 (30.1%)   131 (27.1%)  109 (32.6%)   
  ちがう 130 (26.7%)  89 (25.7%)   215 (44.4%)  109 (32.6%)   
自分のペースで仕事ができる       
  そうだ 106 (21.8%)  88 (25.4%)  .625 d 97 (20.0%)  74 (22.2%)  .353 d 
  まあそうだ 224 (46.1%)  144 (41.6%)   225 (46.5%)  128 (38.3%)   
  ややちがう 107 (22.0%)  79 (22.8%)   98 (20.2%)  78 (23.4%)   
  ちがう 49 (10.1%)  35 (10.1%)   64 (13.2%)  54 (16.2%)   
仕事や業務で困ったとき頼りに

なるか・上司 
    

  

  非常に 44 (9.1%)  37 (10.7%)  .032 d 40 (8.3%)  34 (10.2%)  .201 d 
  かなり 109 (22.4%)  91 (26.3%)   123 (25.4%)  87 (26.0%)   
  多少 240 (49.4%)  170 (49.1%)   225 (46.5%)  159 (47.6%)   
  全くない 93 (19.1%)  48 (13.9%)   96 (19.8%)  54 (16.2%)   
仕事や業務で困ったとき頼りに

なるか・同僚 
    

  

  非常に 32 (6.6%)  35 (10.1%)  .091 d 41 (8.5%)  31 (9.3%)  .662 d 
  かなり 149 (30.7%)  112 (32.4%)   156 (32.2%)  93 (27.8%)   
  多少 225 (46.3%)  148 (42.8%)   213 (44.0%)  163 (48.8%)   
  全くない 80 (16.5%)  51 (14.7%)   74 (15.3%)  47 (14.1%)   
チームワークの仕事頻度       
  常に 75 (15.4%)  51 (14.7%)  .512 d 71 (14.7%)  66 (19.8%)  .003 d 
  頻繁に 102 (21.0%)  84 (24.3%)   77 (15.9%)  61 (18.3%)   
  時々 221 (45.5%)  154 (44.5%)   202 (41.7%)  143 (42.8%)   
  全くない 88 (18.1%)  57 (16.5%)   134 (27.7%)  64 (19.2%)   

※ d: Mann-Whitney の U 検定 
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表 8 アブセンティーイズム（病休日数）二群と健康要因・健康リスク要因の二変量解析 
 正規（n=832） 非正規(n=818) 
 0 日 1 日以上  0 日 1 日以上  
 n (%) n (%) p 値 n (%) n (%) p 値 
現在の健康 良い 83 (17.1%)  50 (14.5%)  .011 d 108 (22.3%)  31 (9.3%)  .000 d 
      まあ良い 173 (35.6%)  115 (33.2%)   142 (29.3%)  95 (28.4%)   
      ふつう 184 (37.9%)  114 (32.9%)   184 (38.0%)  118 (35.3%)   
      あまり良くない 44 (9.1%)  61 (17.6%)   43 (8.9%)  80 (24.0%)   
      良くない 2 (0.4%)  6 (1.7%)   7 (1.4%)  10 (3.0%)   
K6 得点（中央値・範囲） 5 [0-24] 6 [0-24] .000 d 5 [0-24] 7 [0-24] .000 d 
症状あり/受診して治療中       
  関節炎 46 (9.5%)  48 (13.9%)  .059 a 48 (9.9%)  47 (14.1%)  .076 a 
  肩こり・腰痛 285 (58.6%)  256 (74.0%)  .000 a 278 (57.4%)  243 (72.8%)  .000 a 
  頭痛・偏頭痛 142 (29.2%)  146 (42.2%)  .000 a 134 (27.7%)  167 (50.0%)  .000 a 
  高血圧 57 (11.7%)  40 (11.6%)  1.000 a 52 (10.7%)  46 (13.8%)  .191 a 
  脂質異常 76 (15.6%)  49 (14.2%)  .623 a 57 (11.8%)  54 (16.2%)  .078 a 
  慢性的な消化器障害 34 (7.0%)  44 (12.7%)  .008 a 35 (7.2%)  46 (13.8%)  .003 a 
  喘息 22 (4.5%)  27 (7.8%)  .053 a 14 (2.9%)  22 (6.6%)  .015 a 
  季節性のアレルギー・花粉症 191 (39.3%)  173 (50.0%)  .002 a 178 (36.8%)  143 (42.8%)  .094 a 
  糖尿病 15 (3.1%)  19 (5.5%)  .109 a 17 (3.5%)  17 (5.1%)  .288 a 
  心疾患 10 (2.1%)  9 (2.6%)  .643 a 9 (1.9%)  14 (4.2%)  .054 a 
  不眠障害 35 (7.2%)  45 (13.0%)  .006 a 26 (5.4%)  51 (15.3%)  .000 a 
  慢性疲労症候群・疲労感 78 (16.0%)  88 (25.4%)  .001 a 96 (19.8%)  90 (26.9%)  .018 a 
  抑うつ 22 (4.5%)  37 (10.7%)  .001 a 27 (5.6%)  51 (15.3%)  .000 a 
  目の疾患 40 (8.2%)  37 (10.7%)  .228 a 45 (9.3%)  44 (13.2%)  .087 a 
健康リスク       
  喫煙習慣 378 (77.8%)  254 (73.4%)  .162 a 387 (80.0%)  248 (74.3%)  .060 a 
  飲酒習慣 460 (94.7%)  323 (93.4%)  .457 a 463 (95.7%)  323 (96.7%)  .583 a 
  運動習慣 85 (17.5%)  65 (18.8%)  .648 a 88 (18.2%)  46 (13.8%)  .103 a 
  朝食 376 (77.4%)  256 (74.0%)  .285 a 375 (77.5%)  238 (71.3%)  .049 a 
  睡眠休養 239 (49.2%)  159 (46.0%)  .361 a 251 (51.9%)  142 (42.5%)  .010 a 
  肥満 403 (82.9%)  276 (79.8%)  .276 a 383 (79.1%)  271 (81.1%)  .534 a 

※ a: Fisher の直接確率法、d: Mann-Whitney の U 検定 
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表 9 アブセンティーイズム（病休日数）1 日以上と健康要因・健康リスク要因の二変量解析 
 正規（n=832） 非正規(n=818) 
 相関係数  p 値 相関係数  p 値 
現在の健康 .271  .000 f .307  .000 f 
K6 得点 .120  .025 f .150  .006 f 
 平均±SD 中央値 [範囲] p 値 平均±SD 中央値 [範囲] p 値 
症状あり/受診して治療中       
  関節炎 9.8 (23.7) 3.0 [1.0-120.0] .330 d 9.2 (14.1) 5.0 [1.0-90.0] .262 d 
  肩こり・腰痛 8.0 (19.6) 3.0 [1.0-180.0] .145 d 14.1 (44.8) 5.0 [1.0-365.0] .429 d 
  頭痛・偏頭痛 9.4 (20.3) 3.0 [1.0-180.0] .098 d 17.8 (53.0) 5.0 [1.0-365.0] .004 d 
  高血圧 18.7 (59.6) 4.5 [1.0-365.0] .393 d 24.6 (68.3) 5.0 [1.0-365.0] .083 d 
  脂質異常 14.7 (54.0) 3.0 [1.0-365.0] .513 d 14.6 (49.8) 5.0 [1.0-365.0] .931 d 
  慢性的な消化器障害 9.3 (18.8) 3.0 [1.0-120.0] .470 d 27.4 (75.4) 5.0 [1.0-365.0] .008 d 
  喘息 5.7 (5.2) 5.0 [1.0-20.0] .612 d 36.2 (82.6) 10.0 [1.0-365.0] .000 d 
  季節性のアレルギー・花粉症 8.6 (22.5) 3.0 [1.0-180.0] .659 d 16.4 (48.9) 5.0 [1.0-365.0] .277 d 
  糖尿病 15.2 (27.9) 5.0 [1.0-120.0] .064 d 11.4 (10.6) 6.0 [2.0-40.0] .013 d 
  心疾患 5.4 (2.5) 5.0 [3.0-10.0] .116 d 18.6 (47.5) 5.0 [1.0-183.0] .323 d 
  不眠障害 21.8 (64.0) 4.0 [1.0-365.0] .036 d 28.5 (75.4) 5.0 [1.0-365.0] .026 d 
  慢性疲労症候群・疲労感 9.3 (26.8) 3.0 [1.0-180.0] .736 d 17.2 (45.1) 5.0 [1.0-365.0] .001 d 
  抑うつ 28.4 (69.7) 6.0 [1.0-365.0] .001 d 37.0 (88.4) 7.0 [1.0-365.0] .000 d 
  目の疾患 16.6 (35.8) 5.0 [1.0-180.0] .048 d 9.7 (14.9) 5.0 [1.0-90.0] .153 d 
健康リスク       
  喫煙習慣 8.5 (21.0) 3.0 [1.0-180.0] .214 d 11.1 (26.0) 4.0 [1.0-200.0] .694 d 
  飲酒習慣 3.9 (2.8) 3.0 [1.0-10.0] .490 d 6.9 (5.9) 4.0 [2.0-20.0] .579 d 
  運動習慣 12.2 (41.4) 3.0 [1.0-365.0] .568 d 13.4 (39.6) 5.0 [1.0-365.0] .116 d 
  朝食 5.9 (10.4) 3.0 [1.0-90.0] .511 d 20.6 (58.6) 5.0 [1.0-365.0] .006 d 
  睡眠休養 10.0 (32.9) 3.0 [1.0-365.0] .182 d 15.2 (46.3) 5.0 [1.0-365.0] .422 d 
  肥満 17.2 (51.4) 3.0 [1.0-365.0] .338 d 19.7 (56.4) 5.0 [1.0-365.0] .112 d 

※ d: Mann-Whitney の U 検定、f: Spearman の順位相関係数 
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C-3. 多変量解析 
C-3-1. プレゼンティーイズム損失割合 
 プレゼンティーイズム損失割合高群（11％以上）

と低群（10%以下）を従属変数とするロジスティッ

ク回帰分析を行った。 
 
C-3-1-1. 正規職員 
C-3-1-1-a. 健康に関する指標で、現在の健康

度・K6・健康リスクを使用した場合（表 10） 
 損失割合高群であった変数は、年齢が低い

（p<.01）、時間内に仕事が処理しきれないと感じ

ている度合いが強い（p<.10）、仕事や業務で困っ

たときに、上司が頼りになると感じている度合いが

強い（p<.10）、現在の健康状況が悪い（p<.05）、
K6 得点が高い（p<.001）、朝食に関するリスクが

ない（p<.10）、睡眠休養に関するリスクを有してい

る（p<.05）であった。 
 
C-3-1-1-b. 健康に関する指標で、疾病の有無を

使用した場合（表 11） 
 損失割合高群であった変数は、年齢が低い

（p<.01）、家庭生活の満足度が低い（p<.10）、時
間内に仕事が処理しきれないと感じている度合い

が強い（p<.05）、仕事の満足度が低い（p<.01）、
頭痛・偏頭痛の症状がある／受診して治療中

（p<.01）であった。 
 
 
 
 
 

C-3-1-2. 非正規職員 
C-3-1-2-a. 健康に関する指標で、現在の健康

度・K6・健康リスクを使用した場合（表 10） 
 損失割合高群であった変数は、年齢が低い

（p<.05）、介護をしている（p<.10）、時間内に仕

事が処理しきれないと感じている度合いが強い

（p<.001）、自分のペースで仕事ができると感じて

いる度合いが強い（p<.10）、仕事や業務で困った

ときに、上司が頼りになると感じている度合いが低

い（p<.10）、仕事や業務で困ったときに、同僚が

頼りになると感じている度合いが強い（p<.05）、仕
事の満足度が低い（p<.01）、現在の健康状況が

悪い（p<.001）、K6 得点が高い（p<.001）であっ

た。 
 
C-3-1-2-b. 健康に関する指標で、疾病の有無を

使用した場合（表 11） 
 損失割合高群であった変数は、年齢が低い

（p<.001）、個人年収（税込）が低い（p<.05）、配
偶者がいる（<.10）、時間内に仕事が処理しきれ

ないと感じている度合いが強い（p<.001）、仕事

や業務で困ったときに、上司が頼りになると感じて

いる度合いが弱い（p<.10）、仕事や業務で困った

ときに、同僚が頼りになると感じている度合いが強

い（p<.10）、仕事の満足度が低い（p<.01）、高血

圧の症状がある／受診して治療中（p<.05）、喘息

の症状がある／受診して治療中（p<.10）、慢性疲

労症候群・疲労感の症状がある／受診して治療

中（p<.01）、抑うつの症状がある／受診して治療

中（p<.01）であった。 
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表 10 プレゼンティーイズム損失割合二群（10％以下と 11％以上）のロジスティック回帰分析 
健康要因として、現在の健康状況、K6 得点、各種健康リスクの有 無を使用した場合 

 正規（n=828） 非正規（n=816） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

切片 0.51 0.25 2.07 .039 0.46 0.22 2.10 .036 
性別（ref: 男性）         

 女性 0.01 0.04 0.19 .847 -0.01 0.04 -0.27 .788 
年齢 -0.01 0.00 -3.07 .002 -0.01 0.00 -7.54 .000 
個人年収（税込） -0.01 0.01 -1.10 .272 -0.02 0.01 -1.27 .204 
最終学歴 0.01 0.01 0.85 .395 -0.01 0.01 -0.60 .550 
配偶者の有無（ref: なし）         

 あり 0.00 0.04 -0.01 .990 0.06 0.04 1.55 .123 
育児（未就学児）の有無（ref: いいえ）         

 はい 0.02 0.05 0.33 .740 -0.04 0.07 -0.53 .600 
介護の有無（ref: いいえ）         

 はい -0.10 0.07 -1.34 .180 0.12 0.07 1.80 .072 
家庭生活の満足度 -0.01 0.02 -0.32 .746 0.03 0.02 1.37 .171 
従業員数 -0.01 0.01 -0.92 .359 0.00 0.01 0.44 .661 
雇用形態（ref: パート）         
 アルバイト     -0.12 0.16 -0.74 .461 
 派遣社員     0.00 0.10 -0.04 .966 
 契約職員     -0.01 0.10 -0.06 .956 
 嘱託     0.07 0.13 0.52 .604 
職種（ref: 専門職）         

 技術職 0.01 0.06 0.15 .882 -0.01 0.08 -0.17 .862 
 事務職 -0.01 0.05 -0.21 .835 0.06 0.07 0.86 .392 
 営業職 0.09 0.07 1.23 .220 -0.10 0.11 -0.89 .376 
 販売職 -0.08 0.09 -0.84 .400 0.02 0.09 0.25 .807 
 サービス職 0.05 0.07 0.65 .514 0.10 0.08 1.36 .175 
 運輸・通信職 0.06 0.12 0.51 .609 0.05 0.10 0.49 .621 
 技能・労務職 0.00 0.07 -0.07 .947 -0.04 0.08 -0.46 .647 
 その他 0.20 0.14 1.41 .159 0.09 0.10 0.83 .408 
役職（ref: 非管理職）         

 管理職 0.01 0.06 0.10 .921 0.04 0.17 0.25 .805 
就業日数 0.02 0.03 0.65 .519 0.00 0.02 -0.21 .837 
就業時間 0.00 0.01 -0.44 .658 0.00 0.01 -0.20 .840 
残業時間 -0.01 0.01 -0.40 .687 0.01 0.01 0.40 .691 

（次ページへ続く） 
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（前ページからの続き） 

 正規（n=828） 非正規（n=816） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

時間内に仕事が処理しきれない 0.04 0.02 1.90 .058 0.07 0.02 3.63 .000 
自分のペースで仕事ができる -0.02 0.02 -0.87 .385 0.03 0.02 1.67 .095 
仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・上司 
0.04 0.02 1.72 .086 -0.04 0.02 -1.66 .098 

仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・職場の同僚 
0.01 0.02 0.57 .567 0.05 0.02 2.33 .020 

チームワークの仕事頻度 -0.03 0.02 -1.54 .124 0.01 0.02 0.80 .423 
仕事の満足度 -0.04 0.02 -1.52 .129 -0.06 0.02 -2.66 .008 
現在の健康状況 0.05 0.02 2.46 .014 0.10 0.02 5.47 .000 
K6 得点 0.02 0.00 4.31 .000 0.02 0.00 4.98 .000 
リスク         

喫煙習慣（ref: リスクなし） 0.05 0.04 1.31 .190 0.02 0.04 0.62 .535 
多量飲酒（ref: リスクなし） 0.01 0.07 0.13 .897 -0.08 0.08 -0.97 .334 
運動習慣（ref: リスクなし） -0.05 0.04 -1.12 .264 0.00 0.04 0.07 .946 
朝食（ref: リスクなし） -0.07 0.04 -1.71 .087 -0.02 0.04 -0.64 .525 
睡眠休養（ref: リスクなし） 0.09 0.04 2.43 .015 0.03 0.03 0.98 .330 
肥満（ref: リスクなし） -0.07 0.04 -1.60 .109 -0.05 0.04 -1.28 .200 

※ 従属変数については、損失割合低群を 0、高群を 1 とした。 

  独立変数について、「家庭生活の満足度」、「仕事満足度」は値が高いほど、満足していることを意味する。 

 「時間内に仕事が処理しきれない」、「自分のペースで仕事ができる」、「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・上司」、

「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・職場の同僚」、「チームワークの仕事頻度」は値が高いほど、それぞれ感じてい

る度合いが強いこと、頻度が高いことを意味する。 

 一方、「現在の健康状況」、「K6 得点」は値が高いほど、健康状態が悪いことを意味する。 
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表 11 プレゼンティーイズム損失割合二群（10％以下と 11％以上）のロジスティック回帰分析 
健康要因として、各疾患の有無 を使用した場合 

 正規（n=828） 非正規（n=816） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

切片 0.79 0.24 3.31 .001 1.05 0.21 5.01 .000 
性別（ref: 男性）         
 女性 -0.01 0.04 -0.25 .805 0.00 0.04 -0.06 .954 
年齢 -0.01 0.00 -2.63 .009 -0.02 0.00 -8.96 .000 
個人年収（税込） -0.01 0.01 -1.03 .302 -0.03 0.01 -2.11 .035 
最終学歴 0.02 0.01 1.12 .263 -0.01 0.01 -0.59 .558 
配偶者の有無（ref: なし）         
 あり 0.00 0.04 -0.07 .942 0.07 0.04 1.79 .074 
育児（未就学児）の有無（ref: いいえ）         
 はい 0.02 0.05 0.39 .695 -0.07 0.07 -1.02 .309 
介護の有無（ref: いいえ）         
 はい -0.06 0.08 -0.76 .449 0.09 0.07 1.22 .222 
家庭生活の満足度 -0.04 0.02 -1.82 .070 -0.01 0.02 -0.54 .589 
従業員数 -0.01 0.01 -1.09 .277 0.00 0.01 0.10 .921 
雇用形態（ref: パート）         
 アルバイト     -0.11 0.16 -0.66 .511 
 派遣社員     0.02 0.11 0.16 .870 
 契約職員     0.02 0.11 0.15 .877 
 嘱託     0.10 0.14 0.72 .473 
職種（ref: 専門職）         
 技術職 0.01 0.07 0.14 .885 0.00 0.08 -0.05 .964 
 事務職 0.01 0.05 0.12 .903 0.07 0.07 1.00 .315 
 営業職 0.08 0.07 1.16 .248 -0.13 0.11 -1.12 .264 
 販売職 -0.10 0.10 -1.07 .283 -0.01 0.09 -0.10 .922 
 サービス職 0.06 0.07 0.90 .369 0.12 0.08 1.49 .137 
 運輸・通信職 0.10 0.13 0.75 .453 0.03 0.10 0.29 .772 
 技能・労務職 0.02 0.08 0.25 .806 -0.04 0.08 -0.51 .614 
 その他 0.25 0.15 1.70 .089 0.08 0.11 0.70 .483 
役職（ref: 非管理職）         
 管理職 0.00 0.06 0.07 .941 0.09 0.17 0.49 .623 
就業日数 0.03 0.03 1.07 .287 0.00 0.02 0.16 .877 
就業時間 0.00 0.01 -0.27 .790 0.00 0.01 0.13 .901 
残業時間 -0.01 0.02 -0.45 .651 0.01 0.01 0.68 .499 

（次ページへ続く） 
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（前ページからの続き） 

 正規（n=828） 非正規（n=816） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

時間内に仕事が処理しきれない 0.05 0.02 2.60 .010 0.08 0.02 4.25 .000 
自分のペースで仕事ができる -0.04 0.02 -1.71 .088 0.01 0.02 0.71 .480 
仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・上司 
0.04 0.02 1.58 .116 -0.04 0.02 -1.86 .063 

仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・職場の同僚 
0.01 0.02 0.41 .685 0.04 0.02 1.81 .070 

チームワークの仕事頻度 -0.03 0.02 -1.29 .197 0.01 0.02 0.41 .684 
仕事の満足度 -0.08 0.02 -3.27 .001 -0.08 0.02 -3.48 .001 
病気の有無         
関節炎（ref: 症状なし） -0.09 0.06 -1.58 .114 0.01 0.05 0.22 .828 
肩こり・腰痛（ref: 症状なし） 0.03 0.04 0.67 .505 -0.02 0.04 -0.49 .626 
頭痛・偏頭痛（ref: 症状なし） 0.11 0.04 2.79 .005 0.06 0.04 1.57 .116 
高血圧（ref: 症状なし） -0.02 0.06 -0.41 .681 0.12 0.05 2.34 .020 
脂質異常（ref: 症状なし） -0.03 0.05 -0.61 .541 -0.01 0.05 -0.23 .816 
慢性的な消化器障害（ref: 症状なし） 0.08 0.06 1.28 .199 0.03 0.05 0.61 .540 
喘息（ref: 症状なし） 0.06 0.07 0.82 .415 0.14 0.08 1.77 .078 
季節性のアレルギー・花粉症（ref: 症状

なし） 
-0.02 0.04 -0.62 .539 0.04 0.03 1.10 .270 

糖尿病（ref: 症状なし） -0.05 0.09 -0.54 .587 0.08 0.08 0.91 .366 
心疾患（ref: 症状なし） 0.06 0.12 0.53 .595 0.01 0.10 0.14 .887 
不眠障害（ref: 症状なし） 0.03 0.06 0.42 .677 0.10 0.06 1.63 .103 
慢性疲労症候群・疲労感（ref: 症状な

し） 
-0.01 0.05 -0.13 .896 0.14 0.04 3.19 .001 

抑うつ（ref: 症状なし） 0.10 0.07 1.41 .160 0.17 0.06 2.84 .005 
目の疾患（ref: 症状なし） -0.09 0.06 -1.41 .160 -0.07 0.06 -1.19 .234 

※ 従属変数については、損失割合低群を 0、高群を 1 とした。 

  独立変数について、「家庭生活の満足度」、「仕事満足度」は値が高いほど、満足していることを意味する。 

 「時間内に仕事が処理しきれない」、「自分のペースで仕事ができる」、「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・上司」、

「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・職場の同僚」、「チームワークの仕事頻度」は値が高いほど、それぞれ感じてい

る度合いが強いこと、頻度が高いことを意味する。 

 一方、「現在の健康状況」、「K6 得点」は値が高いほど、健康状態が悪いことを意味する。 
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C-3-2. アブセンティーイズム（病休日数） 
C-3-2-1. 0 日と 1 日以上の群別比較 
 アブセンティーイズム（病休日数）が 1 日以上の

群と 0 日の群を従属変数とするロジスティック回帰

分析を行った。 
 
C-3-2-1-1. 正規職員 
C-3-2-1-1-a. 健康に関する指標で、現在の健康

度・K6・健康リスクを使用した場合（表 12） 
 アブセンティーイズム（病休日数）1 日以上群に

該当していた変数は、女性（p<.05）、個人年収が

高い（p<.10）、専門職に対して技術職、事務職、

あるいは営業職（いずれも p<.01）、就業時間が

短い（p<.05）、現在の健康状況が悪い（p<.01）、
K6得点が高い（p<.05）、喫煙リスクがある（p<.10）
であった。 
 
C-3-2-1-1-b. 健康に関する指標で、疾病の有無

を使用した場合（表 13） 
 アブセンティーイズム（病休日数）1 日以上群に

該当していた変数は、専門職に対して技術職

（p<.01）、事務職（p<.001）、あるいは営業職

（p<.01）、就業時間が短い（p<.10）、肩こり・腰痛

の症状がある／受診して治療中（p<.01）、季節性

のアレルギー・花粉症の症状がある／受診して治

療中（p<.10）、糖尿病の症状がある／受診して治

療中（p<.10）、抑うつの症状がある／受診して治

療中（p<.10）であった。 

 
C-3-2-1-2. 非正規職員 
C-3-2-1-2-a. 健康に関する指標で、現在の健康

度・K6・健康リスクを使用した場合（表 12） 
 アブセンティーイズム（病休日数）1 日以上群に

該当していた変数は、育児（未就学児）をしている

（p<.10）、家庭生活の満足度が高い（p<.10）、残
業時間が短い（p<.05）、自分のペースで仕事が

できると感じている度合いが強い（p<.10）、仕事

や業務で困ったときに、上司が頼りになると感じて

いる度合いが強い（p<.10）、チームワークの仕事

頻度が高い（p<.001）、現在の健康状況が悪い

（p<.001）、K6得点が高い（p<.01）、喫煙リスクが

ある（p<.05）であった。 
 
C-3-2-1-2-b. 健康に関する指標で、疾病の有無

を使用した場合（表 13） 
 アブセンティーイズム（病休日数）1 日以上群に

該当していた変数は、年齢（連続変量）が高い

（p<.10）、個人年収（税込）が低い（p<.05）、育児

（未就学児）をしている（p<.10）、残業時間が短い

（p<.10）、チームワークへの仕事頻度が高い

（p<.01）、仕事の満足度が低い（p<.10）、肩こり・

腰痛の症状がある／受診して治療中（p<.05）、頭
痛・偏頭痛の症状がある／受診して治療中

（p<.01）、不眠障害の症状がある／受診して治療

中（p<.01）、抑うつの症状がある／受診して治療

中（p<.05）であった。 
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表 12 アブセンティーイズム（病休日数）二群（0 日と 1 日以上）のロジスティック回帰分析 
健康要因として、現在の健康状況、K6 得点、各種健康リスクの有 無を使用した場合 

 正規（n=828） 非正規（n=816） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

切片 -0.14 0.25 -0.57 .570 -0.14 0.24 -0.58 .563 
性別（ref: 男性）         
 女性 0.10 0.04 2.36 .019 0.03 0.04 0.77 .443 
年齢 0.00 0.00 -1.29 .199 0.00 0.00 -0.90 .371 
個人年収（税込） 0.02 0.01 1.71 .088 -0.02 0.02 -1.35 .178 
最終学歴 0.00 0.01 0.26 .794 0.00 0.01 -0.12 .906 
配偶者の有無（ref: なし）         
 あり 0.07 0.04 1.57 .118 0.00 0.04 0.05 .959 
育児（未就学児）の有無（ref: いいえ）         
 はい -0.05 0.05 -0.84 .403 0.13 0.07 1.80 .072 
介護の有無（ref: いいえ）         
 はい 0.06 0.08 0.83 .406 0.06 0.07 0.76 .448 
家庭生活の満足度 0.04 0.02 1.77 .078 0.04 0.02 1.70 .089 
従業員数 0.00 0.01 -0.28 .780 0.00 0.01 0.02 .988 
雇用形態（ref: パート）         
 アルバイト     0.10 0.17 0.59 .557 
 派遣社員     -0.07 0.11 -0.60 .548 
 契約職員     -0.10 0.11 -0.93 .354 
 嘱託     -0.23 0.14 -1.63 .105 
職種（ref: 専門職）         
 技術職 0.21 0.07 3.16 .002 0.06 0.09 0.73 .468 
 事務職 0.18 0.06 3.35 .001 0.00 0.07 0.04 .969 
 営業職 0.20 0.07 2.83 .005 0.10 0.12 0.87 .387 
 販売職 0.15 0.10 1.58 .114 -0.10 0.09 -1.07 .286 
 サービス職 0.04 0.07 0.57 .570 0.05 0.08 0.55 .583 
 運輸・通信職 -0.07 0.13 -0.52 .600 -0.07 0.10 -0.69 .493 
 技能・労務職 0.13 0.08 1.62 .105 0.01 0.08 0.17 .865 
 その他 0.15 0.15 1.02 .310 0.08 0.11 0.71 .479 
役職（ref: 非管理職）         
 管理職 0.03 0.06 0.41 .682 -0.08 0.18 -0.45 .650 
就業日数 0.01 0.03 0.35 .725 0.01 0.03 0.32 .747 
就業時間 -0.02 0.01 -2.13 .034 0.00 0.01 -0.51 .608 
残業時間 0.01 0.02 0.38 .706 -0.03 0.02 -1.99 .047 

（次ページへ続く） 
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（前ページからの続き） 

 正規（n=828） 非正規（n=816） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

時間内に仕事が処理しきれない 0.01 0.02 0.42 .672 0.02 0.02 1.11 .268 
自分のペースで仕事ができる 0.01 0.02 0.42 .678 0.04 0.02 1.75 .080 
仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・上司 
0.03 0.02 1.14 .253 0.04 0.02 1.72 .085 

仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・職場の同僚 
0.03 0.03 1.07 .284 -0.02 0.02 -0.71 .478 

チームワークの仕事頻度 0.00 0.02 0.21 .836 0.07 0.02 3.74 .000 
仕事の満足度 -0.01 0.02 -0.56 .577 -0.03 0.02 -1.07 .285 
現在の健康状況 0.06 0.02 2.78 .006 0.09 0.02 4.54 .000 
K6 得点 0.01 0.00 2.29 .022 0.01 0.00 3.37 .001 
リスク         
喫煙習慣（ref: リスクなし） 0.08 0.04 1.83 .068 0.11 0.04 2.57 .010 
多量飲酒（ref: リスクなし） 0.03 0.07 0.34 .736 -0.05 0.09 -0.60 .552 
運動習慣（ref: リスクなし） -0.04 0.05 -0.81 .420 0.04 0.05 0.89 .375 
朝食（ref: リスクなし） 0.04 0.04 0.91 .366 0.03 0.04 0.62 .534 
睡眠休養（ref: リスクなし） -0.01 0.04 -0.30 .766 0.03 0.04 0.87 .383 
肥満（ref: リスクなし） 0.07 0.05 1.46 .145 -0.03 0.04 -0.64 .522 

※ 従属変数は、アブセンティーイズム（病休日数）0 日群を 0，1 日以上群を 1 とした。 

  独立変数について、「家庭生活の満足度」、「仕事満足度」は値が高いほど、満足していることを意味する。 

 「時間内に仕事が処理しきれない」、「自分のペースで仕事ができる」、「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・上司」、

「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・職場の同僚」、「チームワークの仕事頻度」は値が高いほど、それぞれ感じてい

る度合いが強いこと、頻度が高いことを意味する。 

 一方、「現在の健康状況」、「K6 得点」は値が高いほど、健康状態が悪いことを意味する。 
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表 13 アブセンティーイズム（病休日数）二群（0 日と 1 日以上）のロジスティック回帰分析 
健康要因として、各疾患の有無 を使用した場合 

 正規（n=828） 非正規（n=816） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

切片 0.05 0.24 0.21 .837 0.35 0.22 1.60 .109 
性別（ref: 男性）         
 女性 0.01 0.04 0.33 .741 -0.01 0.04 -0.33 .743 
年齢 0.00 0.00 -1.27 .204 0.00 0.00 -1.80 .073 
個人年収（税込） 0.02 0.01 1.51 .131 -0.03 0.02 -2.20 .028 
最終学歴 0.00 0.01 0.00 .997 -0.01 0.01 -0.54 .589 
配偶者の有無（ref: なし）         
 あり 0.05 0.04 1.32 .188 0.00 0.04 -0.09 .931 
育児（未就学児）の有無（ref: いいえ）         
 はい -0.07 0.05 -1.27 .206 0.14 0.07 1.90 .057 
介護の有無（ref: いいえ）         
 はい 0.06 0.08 0.74 .461 0.02 0.07 0.23 .821 
家庭生活の満足度 0.02 0.02 1.03 .301 0.00 0.02 0.17 .863 
従業員数 0.00 0.01 -0.42 .672 0.00 0.01 -0.07 .946 
雇用形態（ref: パート）         
 アルバイト     0.10 0.17 0.58 .560 
 派遣社員     -0.03 0.11 -0.24 .813 
 契約職員     -0.08 0.11 -0.72 .470 
 嘱託     -0.20 0.15 -1.35 .177 
職種（ref: 専門職）         
 技術職 0.18 0.07 2.69 .007 0.06 0.09 0.68 .498 
 事務職 0.19 0.05 3.57 .000 -0.01 0.07 -0.09 .933 
 営業職 0.22 0.07 3.06 .002 0.07 0.12 0.57 .568 
 販売職 0.13 0.10 1.36 .174 -0.11 0.09 -1.25 .211 
 サービス職 0.06 0.07 0.82 .410 0.04 0.08 0.53 .597 
 運輸・通信職 -0.06 0.13 -0.45 .650 -0.08 0.10 -0.82 .414 
 技能・労務職 0.14 0.08 1.80 .073 -0.02 0.08 -0.18 .857 
 その他 0.11 0.15 0.75 .454 0.09 0.11 0.77 .440 
役職（ref: 非管理職）         
 管理職 0.04 0.06 0.67 .504 0.03 0.18 0.18 .859 
就業日数 0.00 0.03 0.15 .882 0.02 0.03 0.80 .427 
就業時間 -0.02 0.01 -1.82 .070 0.00 0.01 -0.33 .739 
残業時間 0.00 0.02 0.17 .865 -0.03 0.02 -1.81 .071 

（次ページへ続く） 
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（前ページからの続き） 

 正規（n=828） 非正規（n=816） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

時間内に仕事が処理しきれない 0.01 0.02 0.61 .544 0.03 0.02 1.58 .114 
自分のペースで仕事ができる 0.01 0.02 0.38 .701 0.03 0.02 1.44 .149 
仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・上司 
0.04 0.02 1.54 .123 0.04 0.02 1.55 .121 

仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・職場の同僚 
0.03 0.02 1.34 .182 -0.03 0.02 -1.13 .257 

チームワークの仕事頻度 0.00 0.02 0.07 .946 0.05 0.02 2.96 .003 
仕事の満足度 -0.03 0.02 -1.15 .252 -0.04 0.02 -1.87 .062 
病気の有無         
関節炎（ref: 症状なし） 0.04 0.06 0.65 .513 0.01 0.06 0.12 .903 
肩こり・腰痛（ref: 症状なし） 0.11 0.04 2.69 .007 0.10 0.04 2.42 .016 
頭痛・偏頭痛（ref: 症状なし） 0.06 0.04 1.60 .110 0.14 0.04 3.48 .001 
高血圧（ref: 症状なし） -0.04 0.06 -0.70 .483 0.09 0.05 1.61 .109 
脂質異常（ref: 症状なし） -0.08 0.05 -1.55 .121 0.04 0.05 0.69 .493 
慢性的な消化器障害（ref: 症状なし） 0.08 0.06 1.32 .186 0.08 0.06 1.42 .158 
喘息（ref: 症状なし） 0.06 0.07 0.86 .392 0.07 0.08 0.89 .374 
季節性のアレルギー・花粉症（ref: 症状

なし） 
0.07 0.03 1.96 .050 0.02 0.04 0.61 .540 

糖尿病（ref: 症状なし） 0.16 0.09 1.85 .064 0.02 0.09 0.26 .795 
心疾患（ref: 症状なし） -0.15 0.12 -1.30 .195 0.15 0.10 1.45 .149 
不眠障害（ref: 症状なし） 0.07 0.06 1.15 .249 0.20 0.06 3.20 .001 
慢性疲労症候群・疲労感（ref: 症状な

し） 
0.05 0.05 1.05 .293 -0.07 0.05 -1.51 .131 

抑うつ（ref: 症状なし） 0.12 0.07 1.69 .092 0.14 0.06 2.15 .032 
目の疾患（ref: 症状なし） 0.02 0.06 0.25 .801 -0.01 0.06 -0.09 .927 

※ 従属変数は、アブセンティーイズム（病休日数）0 日群を 0，1 日以上群を 1 とした。 

  独立変数について、「家庭生活の満足度」、「仕事満足度」は値が高いほど、満足していることを意味する。 

 「時間内に仕事が処理しきれない」、「自分のペースで仕事ができる」、「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・上司」、

「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・職場の同僚」、「チームワークの仕事頻度」は値が高いほど、それぞれ感じてい

る度合いが強いこと、頻度が高いことを意味する。 

 一方、「現在の健康状況」、「K6 得点」は値が高いほど、健康状態が悪いことを意味する。 
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C-3-2-2. 1 日以上の回答者における重回帰分

析 
 アブセンティーイズム（病休日数）が 1 日以上の

方に限定して、重回帰分析を行った。 
 
C-3-2-2-1. 正規職員 
C-3-2-2-1-a. 健康に関する指標で、現在の健康

度・K6・健康リスクを使用した場合（表 14） 
 アブセンティーイズム（病休日数）が多かった変

数は、個人年収（税込）が低い（p<.01）、最終学

歴が低い（p<.10）、従業員数が多い（p<.01）、時
間内に仕事が処理しきれないと感じている度合い

が弱い（p<.05）であった。 
 
C-3-2-2-1-b. 健康に関する指標で、疾病の有無

を使用した場合（表 15） 
 アブセンティーイズム（病休日数）が多かった変

数は、個人年収（税込）が低い（p<.01）、最終学

歴が低い（p<.10）、配偶者がいる（p<.10）、従業

員数が多い（p<.05）、職種がサービス職である

（p<.05）、時間内に仕事が処理しきれないと感じ

ている度合いが弱い（p<.05）、肩こり・腰痛の症

状がある／受診して治療中（p<.05）、抑うつの症

状がある／受診して治療中（p<.05）であった。 
 
 
 
 

C-3-2-2-2. 非正規職員 
C-3-2-2-2-a. 健康に関する指標で、現在の健康

度・K6・健康リスクを使用した場合（表 14） 
 アブセンティーイズム（病休日数）が多かった変

数は、個人年収（税込）が高い（p<.10）、雇用形

態が契約職員でない（p<.05）、職種が技術職

（p<.01）、事務職（p<.01）、営業職（p<.05）、サ
ービス職（p<.05）、運輸・通信職（p<.05）、技能・

労務職（p<.01）、その他（p<.01）でない、就業日

数が少ない（p<.01）、就業時間が長い（p<.05）、
朝食に関するリスクがある（p<.10）であった。 
 
2-2-2-b. 健康に関する指標で、疾病の有無を使

用した場合（表 15） 
 アブセンティーイズム（病休日数）が多かった変

数は、個人年収（税込）が高い（p<.10）、雇用形

態がアルバイトでない（p<.10）、雇用形態が契約

職員でない（p<.05）、職種が技術職（p<.01）、事
務職（p<.01）、営業職（p<.01）、サービス職

（p<.05）、運輸・通信職（p<.05）、技能・労務職

（p<.01）、その他（p<.05）でない、就業日数が少

ない（p<.01）、就業時間が長い（p<.05）、時間内

に仕事が処理しきれないと感じている度合いが強

い（p<.10）、高血圧の症状がある／受診して治療

中（p<.10）、喘息の症状がある／受診して治療中

（p<.05）、抑うつの症状がある／受診して治療中

（p<.001）であった。 
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表 14 アブセンティーイズム（病休日数）連続変量（1 日以上）の重回帰分析 
健康要因として、現在の健康状況、K6 得点、各種健康リスクの有 無を使用した場合 

 正規（n=346） 非正規（n=334） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

切片 74.37 33.67 2.21 .028 67.91 35.00 1.94 .053 
性別（ref: 男性）         
 女性 -8.30 5.55 -1.50 .136 5.31 5.60 0.95 .344 
年齢 0.11 0.24 0.43 .666 0.14 0.25 0.58 .562 
個人年収（税込） -3.90 1.41 -2.75 .006 3.88 2.09 1.86 .064 
最終学歴 -3.06 1.76 -1.74 .083 -1.48 1.76 -0.84 .402 
配偶者の有無（ref: なし）         
 あり 6.37 5.15 1.24 .217 8.56 5.86 1.46 .145 
育児（未就学児）の有無（ref: いいえ）         
 はい 6.64 6.51 1.02 .309 -10.95 8.94 -1.23 .222 
介護の有無（ref: いいえ）         
 はい 3.14 8.88 0.35 .723 -14.40 9.50 -1.52 .131 
家庭生活の満足度 -3.85 2.91 -1.32 .188 3.25 3.17 1.03 .306 
従業員数 2.65 1.00 2.64 .009 0.00 1.06 0.00 .997 
雇用形態（ref: パート）         
 アルバイト     -32.66 20.35 -1.61 .110 
 派遣社員     -20.03 13.43 -1.49 .137 
 契約職員     -27.76 13.35 -2.08 .038 
 嘱託     -19.39 21.04 -0.92 .357 
職種（ref: 専門職）         
 技術職 -3.81 8.81 -0.43 .666 -40.14 11.56 -3.47 .001 
 事務職 -9.66 7.92 -1.22 .224 -33.25 9.78 -3.40 .001 
 営業職 -4.19 9.30 -0.45 .652 -39.36 17.10 -2.30 .022 
 販売職 -19.05 12.57 -1.52 .130 -10.73 13.39 -0.80 .423 
 サービス職 -20.46 10.58 -1.93 .054 -27.96 11.07 -2.53 .012 
 運輸・通信職 -40.00 24.52 -1.63 .104 -34.72 15.71 -2.21 .028 
 技能・労務職 -14.59 10.90 -1.34 .182 -31.45 11.62 -2.71 .007 
 その他 -3.97 18.96 -0.21 .834 -39.50 14.35 -2.75 .006 
役職（ref: 非管理職）         
 管理職 6.33 7.57 0.84 .404 -14.18 24.32 -0.58 .560 
就業日数 -2.97 3.78 -0.79 .433 -12.23 3.79 -3.23 .001 
就業時間 -0.82 1.45 -0.56 .573 2.58 1.25 2.07 .039 
残業時間 0.68 2.24 0.30 .762 -1.37 2.57 -0.53 .596 

（次ページへ続く） 
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（前ページからの続き） 

 正規（n=346） 非正規（n=334） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

時間内に仕事が処理しきれない -6.02 2.52 -2.38 .018 3.67 2.80 1.31 .192 
自分のペースで仕事ができる -2.47 2.57 -0.96 .337 -3.60 2.87 -1.25 .211 
仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・上司 
2.69 3.26 0.83 .410 -4.44 3.20 -1.39 .166 

仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・職場の同僚 
-1.39 3.27 -0.43 .671 2.33 3.31 0.70 .482 

チームワークの仕事頻度 0.07 2.67 0.03 .978 1.35 2.42 0.56 .577 
仕事の満足度 2.45 3.22 0.76 .448 2.09 3.36 0.62 .534 
現在の健康状況 1.44 2.61 0.55 .582 4.17 2.67 1.56 .120 
K6 得点 0.14 0.52 0.26 .793 0.82 0.54 1.53 .127 
リスク         
喫煙習慣（ref: リスクなし） -1.96 5.12 -0.38 .703 -5.75 5.71 -1.01 .315 
多量飲酒（ref: リスクなし） -9.64 8.69 -1.11 .268 -11.41 13.12 -0.87 .385 
運動習慣（ref: リスクなし） 1.68 5.67 0.30 .767 -9.68 7.03 -1.38 .170 
朝食（ref: リスクなし） -7.03 5.06 -1.39 .166 10.71 5.44 1.97 .050 
睡眠休養（ref: リスクなし） -1.03 4.70 -0.22 .826 -0.13 4.90 -0.03 .978 
肥満（ref: リスクなし） 5.15 5.69 0.91 .366 8.07 6.11 1.32 .187 

※ 従属変数は、アブセンティーイズム（病休日数）とした。 

  独立変数について、「家庭生活の満足度」、「仕事満足度」は値が高いほど、満足していることを意味する。 

 「時間内に仕事が処理しきれない」、「自分のペースで仕事ができる」、「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・上司」、

「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・職場の同僚」、「チームワークの仕事頻度」は値が高いほど、それぞれ感じてい

る度合いが強いこと、頻度が高いことを意味する。 

 一方、「現在の健康状況」、「K6 得点」は値が高いほど、健康状態が悪いことを意味する。 
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表 15 アブセンティーイズム（病休日数）連続変量（1 日以上）の重回帰分析 
健康要因として、各疾患の有無 を使用した場合 

 正規（n=346） 非正規（n=334） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

切片 79.55 32.45 2.45 .015 74.76 30.18 2.48 .014 
性別（ref: 男性）             
 女性 -4.37 5.53 -0.79 .430 2.33 5.60 0.42 .677 
年齢 -0.02 0.26 -0.06 .952 -0.03 0.25 -0.14 .889 
個人年収（税込） -3.70 1.40 -2.65 .009 3.56 2.08 1.72 .087 
最終学歴 -3.08 1.74 -1.77 .078 -2.42 1.67 -1.45 .149 
配偶者の有無（ref: なし）          
 あり 8.82 5.12 1.72 .086 7.12 5.81 1.23 .221 
育児（未就学児）の有無（ref: いいえ）          
 はい 7.46 6.49 1.15 .251 -12.72 8.79 -1.45 .149 
介護の有無（ref: いいえ）          
 はい -2.71 9.21 -0.29 .769 -9.89 9.37 -1.06 .292 
家庭生活の満足度 -3.88 2.80 -1.39 .167 2.65 2.94 0.90 .369 
従業員数 2.56 0.99 2.57 .011 -0.28 1.03 -0.27 .786 
雇用形態（ref: パート）         
 アルバイト     -35.12 20.37 -1.72 .086 
 派遣社員     -21.54 13.43 -1.60 .110 
 契約職員     -26.52 13.41 -1.98 .049 
 嘱託     -27.74 20.63 -1.35 .180 
職種（ref: 専門職）         
 技術職 -2.25 8.71 -0.26 .796 -38.26 11.39 -3.36 .001 
 事務職 -8.09 7.93 -1.02 .309 -33.11 9.64 -3.44 .001 
 営業職 -4.63 9.36 -0.50 .621 -43.88 16.70 -2.63 .009 
 販売職 -18.32 12.68 -1.45 .150 -17.29 13.29 -1.30 .194 
 サービス職 -22.12 10.42 -2.12 .035 -26.01 10.97 -2.37 .018 
 運輸・通信職 -31.79 25.08 -1.27 .206 -37.12 15.30 -2.43 .016 
 技能・労務職 -13.63 10.87 -1.25 .211 -31.28 11.44 -2.74 .007 
 その他 -6.18 19.01 -0.33 .745 -35.76 14.39 -2.49 .014 
役職（ref: 非管理職）         
 管理職 2.45 7.59 0.32 .747 -17.25 24.01 -0.72 .473 
就業日数 -2.61 3.75 -0.70 .488 -10.30 3.64 -2.83 .005 
就業時間 -0.38 1.44 -0.26 .792 2.79 1.26 2.22 .027 
残業時間 -0.28 2.18 -0.13 .898 -1.29 2.58 -0.50 .616 

（次ページへ続く） 
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（前ページからの続き） 

 正規（n=346） 非正規（n=334） 
 b SE t 値 p 値 b SE t 値 p 値 

時間内に仕事が処理しきれない -5.33 2.52 -2.12 .035 4.75 2.69 1.76 .079 
自分のペースで仕事ができる -2.04 2.58 -0.79 .430 -2.57 2.80 -0.92 .360 
仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・上司 
1.99 3.24 0.61 .540 -4.99 3.10 -1.61 .108 

仕事や業務で困ったとき頼りになる

か・職場の同僚 
-0.66 3.21 -0.21 .837 2.30 3.21 0.72 .475 

チームワークの仕事頻度 0.45 2.71 0.17 .868 0.67 2.37 0.28 .777 
仕事の満足度 2.17 3.06 0.71 .478 1.73 3.21 0.54 .590 
病気の有無         
関節炎（ref: 症状なし） 6.28 7.11 0.88 .378 -10.96 7.04 -1.56 .121 
肩こり・腰痛（ref: 症状なし） -11.39 5.31 -2.15 .033 2.52 5.44 0.46 .643 
頭痛・偏頭痛（ref: 症状なし） -1.46 4.59 -0.32 .750 5.82 5.09 1.14 .254 
高血圧（ref: 症状なし） 6.61 7.14 0.93 .355 12.00 7.09 1.69 .092 
脂質異常（ref: 症状なし） 1.54 6.62 0.23 .816 -1.51 6.71 -0.23 .822 
慢性的な消化器障害（ref: 症状なし） -2.76 6.64 -0.42 .678 11.21 6.85 1.64 .103 
喘息（ref: 症状なし） -4.57 8.00 -0.57 .568 22.07 9.36 2.36 .019 
季節性のアレルギー・花粉症（ref: 症状

なし） 
-5.04 4.43 -1.14 .257 2.49 4.73 0.53 .600 

糖尿病（ref: 症状なし） 8.27 10.16 0.81 .416 -7.23 10.99 -0.66 .511 
心疾患（ref: 症状なし） -11.99 14.40 -0.83 .406 -8.84 11.93 -0.74 .459 
不眠障害（ref: 症状なし） 8.39 7.16 1.17 .242 10.49 7.28 1.44 .151 
慢性疲労症候群・疲労感（ref: 症状な

し） 
-5.33 5.56 -0.96 .339 -7.30 5.94 -1.23 .220 

抑うつ（ref: 症状なし） 16.25 7.87 2.07 .040 26.62 7.19 3.70 .000 
目の疾患（ref: 症状なし） 4.79 7.52 0.64 .524 -10.12 7.40 -1.37 .172 

※ 従属変数は、アブセンティーイズム（病休日数）とした。 

  独立変数について、「家庭生活の満足度」、「仕事満足度」は値が高いほど、満足していることを意味する。 

 「時間内に仕事が処理しきれない」、「自分のペースで仕事ができる」、「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・上司」、

「仕事や業務で困ったとき頼りになるか・職場の同僚」、「チームワークの仕事頻度」は値が高いほど、それぞれ感じてい

る度合いが強いこと、頻度が高いことを意味する。 

 一方、「現在の健康状況」、「K6 得点」は値が高いほど、健康状態が悪いことを意味する。 
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D. 考察 
 本調査では、個人要因・社会人口学的要因、職

場特性や仕事特性、健康要因、健康リスク要因に

着目して、プレゼンティーイズム損失割合やアブ

センティーイズム（病休日数）との関連を検討した。

ここからは従属変数、独立変数ごとに本調査で得

られた知見を概観する。 
 
＜プレゼンティーイズム損失割合とアブセンティ

ーイズムの分布について＞ 
 いずれも 0 が多く、平均に対して分散の大きな

分布となっていた。特にアブセンティーイズム（病

休日数）においては、0 日の人と 1 日以上の人と

で、職場特性や健康状態など属性が大きく異なる

可能性が考えられたため、本報告書では、0 日と

1 日以上の人の二群に分けてロジスティック回帰

分析を行い、さらに 1 日以上の人に限定して重回

帰分析を行った。今後は、ゼロ過剰な負の二項回

帰モデルを使用した一般化線形分析などを検討

する必要があると考えられる（Bierla et al., 2013; 
Richard et al., 2017）。 
 
＜性別＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関しては、関

連がみられなかったが、アブセンティーイズム（病

休日数）では、正規職員で、現在の健康度・K6・
健康リスクを健康に関する指標に設定した場合に、

女性のほうが 1 日以上群に該当するという結果が

みられた。ただし、疾病の有無を健康に関する指

標に設定した場合には関連がみられなくなってお

り、非正規職員でも関連がみられなかった。なお、

女性のほうが病気による休暇が多い、という結果

は他の先行研究でも示されている。たとえば、

Dionne and Dostie (2007) は Statistics 
Canada’s Workplace Employee Survey 
(1999-2002) のデータを用いて、賃金や職種、

企業規模などの変数を用いた解析を行った結果、

女性のほうが病気による休暇（週単位）が多いこと

を示している。本研究は、こうした性別による違い

が雇用形態（正規・非正規）によって異なる可能

性があることを示したといえる。一方で、性別とプ

レゼンティーイズムとの関連について、女性のほう

が sickness presenteeism が多いという報告もあ

る（Aronsson et al., 2000）ものの、Bierla et al. 
(2013) でも述べられているように、性別とプレゼ

ンティーイズムとの関連は明白とはいえない。本

研究でも明確な関連はみられなかった。 
 
＜年齢＞ 
 正規職員・非正規職員の両方で、健康に関する

指標をいずれに設定した場合も、年齢が低いほう

が、プレゼンティーイズム損失割合高群に該当す

るという関連がみられた。 
 また、非正規職員で、疾病の有無を健康に関す

る指標として設定した場合に、年齢が高いほうが、

アブセンティーイズム（病休日数）1 日以上に該当

するという関連がみられた（ただし、10%水準）。 
 年齢に関しては、Nielsen (2008) や Bierla et 
al. (2013)が先行研究のレビューで、研究により

結果が異なることを示している。単純に年齢だけ

を考えると、高齢の労働者のほうがプレゼンティー

イズム損失割合が高く、アブセンティーイズム（病

休日数）が多いことが想定される。しかし、そこに

は健康に関する問題および健康リスクの与える影

響が大きいと考えられる。実際に、本研究で健康

に関する問題を調整した結果、正規職員ではア

ブセンティーイズム（病休日数）との関連がみられ

なかった。また、プレゼンティーイズム損失割合に

関しては、年齢が低いほうが高群に該当すること

が 示 さ れ た 。 同 様 の 結 果 は 、 sickness 
presenteeism を従属変数とした Hansen and 
Andersen (2008) でも示されている。 
 
＜教育歴＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、最終

学歴と損失割合の間に関連はみられなかった。
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一方で、アブセンティーイズム（病休日数）に関し

ては、1 日以上の人に限定した場合、正規職員で、

健康に関する指標をいずれに設定した場合も、

最終学歴が低いほど、アブセンティーイズム（病

休日数）が多いという関連がみられた（ただし、い

ずれも 10%水準）。 
 
＜配偶者の有無＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、非正

規職員では、疾病の有無を健康に関する指標に

設定した場合に、配偶者がいるほうが、損失割合

高群に該当するという結果がみられた。（ただし、

10%水準） 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関しては、

正規職員で 1 日以上の人に限定し、疾病の有無

を健康に関する指標に設定した場合に、配偶者

がいるほうが、アブセンティーイズム（病休日数）

が多いという関連がみられた。 
 
＜育児・介護＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、非正

規職員では、現在の健康度・K6・健康リスクを健

康に関する指標に設定した場合に、介護をしてい

る人ほど、損失割合高群に該当するという結果が

みられた。（ただし、10%水準） 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関して、非

正規職員では、健康に関する指標をいずれに設

定した場合も、育児（未就学児）をしている人ほど、

1 日以上群に該当するという結果がみられた（た

だし、いずれも10%水準）。子どもの数と休暇の多

さの関連を示唆する研究は古くからあり（Allen 
1981 など）、病気による休暇の多さとの関連を示

唆するような研究もある（Aronsson et al., 2000）。
本研究では、非正規職員に限って、1 日以上群

に該当するという結果がみられたものの、1 日以

上に限定した場合に、アブセンティーイズム（病休

日数）の関連はみられなかった。子どもの有無が

労働者のアブセンティーイズム（病休日数）の多さ

と関連する可能性は高いが、その関連は働き方

によって異なる可能性があるといえる。また、プレ

ゼンティーイズム損失割合に関しても、子どもの有

無と sickness presenteeism の正の関連を示唆

する調査はある（Hansen and Andersen, 2008）
が、本調査では、関連がみられなかった。介護に

ついても、本調査では一貫した結果は得られてお

らず、育児や介護の労働生産性損失への影響に

ついては、より詳細な分析を行う必要があると考え

られた。また、育児・介護の有無と労働生産性の

損失に関しては、配偶者の有無や家族・親戚・公

的サービスなど社会資源の利用可能性や利用実

態が関わっている可能性もある。本研究データの

さらなる分析が必要である。 
 
＜家庭生活の満足度＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規

職員では、疾病の有無を健康に関する指標に設

定した場合に、家庭生活の満足度が低いほど、

損失割合高群に該当するという結果がみられた。

（ただし、10%水準） 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関して、非

正規職員では、現在の健康度・K6・健康リスクを

健康に関する指標に設定した場合に、家庭生活

の満足度が高いほど、1 日以上群に該当するとい

う結果がみられた（ただし、10%水準）。 
 
＜仕事の満足度＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規

職員・非正規職員の両方で、疾病の有無を健康

に関する指標に設定した場合に、仕事の満足度

が低いほど、損失割合高群に該当するという結果

がみられた。また、非正規職員では、現在の健康

度・K6・健康リスクを健康に関する指標に設定し

た場合にも、同様の関連がみられていた。仕事の

満足度に関しては、他の要因を調整しても、プレ

ゼンティーイズム損失割合と関連している可能性

が示唆されたといえる。ただし、プレゼンティーイ
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ズム損失割合が高いがゆえに仕事の満足度が低

下するという関連性も考えられるため、結果の解

釈には注意が必要である。 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関して、非

正規職員では、疾病の有無を健康に関する指標

に設定した場合に、仕事の満足度が低いほど、1
日以上群に該当するという結果がみられた（ただ

し、10%水準） 。 
 
＜個人年収＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、非正

規職員では、疾病の有無を健康に関する指標に

設定した場合に、個人年収が低いほど、損失割

合高群に該当するという結果がみられた。 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関して、正

規職員では、現在の健康度・K6・健康リスクを健

康に関する指標に設定した場合に、個人年収が

高いほど、1 日以上群に該当するという結果がみ

られた。一方で、非正規職員では、疾病の有無を

健康に関する指標に設定した場合に、個人年収

が低いほど、1 日以上群に該当するという結果が

みられた。ただし、健康に関する指標を変更する

と、いずれも関連がみられなくなっており、結果の

解釈には注意を要する。また、病休日数が 1 日以

上の人に限定すると、正規職員では、健康に関

する指標をいずれに設定しても、個人年収が低い

ほど、病休日数が多いという関連がみられた。一

方で、非正規職員では、個人年収が高いほど、病

休日数が多いという関連がみられた（ただし、いず

れも 10%水準）。正規・非正規職員で、個人年収

と病休日数の多さには異なる関連がみられたとい

える。 
 賃金に関して、Bierla et al. (2013) は賃金が

高い、すなわち疾病による休暇やプレゼンティー

イズムによる損失コストが高いほど、アブセンティ

ーイズム（病気休暇）は減り、プレゼンティーイズム

損失割合は増加する可能性を指摘している。しか

し、本研究では、そうした明確な関連はみられな

かった。プレゼンティーイズムに関しては、

Aronsson and Gustafsson (2005) が経済的な

問題を抱えている労働者のほうが sickness 
presenteeism が多いことを示唆しており、そうし

た観点からの調査が必要かもしれない。アブセン

ティーイズム（病休日数）に関して、Dionne and 
Dostie (2007) では、従属変数を単なる休暇とす

るか、疾病による休暇とするか、給与の伴わない

休暇とするかで関連が異なっていた。個人年収と

アブセンティーイズムやプレゼンティーイズム損失

割合との関連は、労働者であっても、対象集団に

よって関連が大きく異なる可能性がある。社内の

取り決めや休暇制度の影響が強い（Bockerman 
and Laukkanen, 2010）ことも想定されるため、さ

らなる分析や調査が必要だと考えられた。 
 
＜従業員数＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、従業

員数と損失割合の間の関連はみられなかった。

一方で、アブセンティーイズム（病休日数）に関し

ては、正規職員でアブセンティーイズム（病休日

数）が 1日以上の人に限定した場合に、健康に関

する指標をいずれに設定したとしても、従業員数

が多いほど、アブセンティーイズム（病休日数）が

多いという関連がみられた。 
 
＜雇用形態＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、雇用

形態と損失割合の間に関連はみられなかった。

一方で、アブセンティーイズム（病休日数）に関し

て、非正規職員でアブセンティーイズム（病休日

数）が 1 日以上の人に限定すると、現在の健康

度・K6・健康リスクを健康に関する指標に設定し

た場合には、「契約職員」でない場合にアブセン

ティーイズム（病休日数）が多く、疾病の有無を健

康に関する指標として使用した場合には、「アル

バイト」でない場合と「契約職員」でない場合に、

アブセンティーイズム（病休日数）が多いという関
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連がみられた（ただし、「アルバイト」のほうは 10%
水準）。 
 
＜職種＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規

職員で、疾病の有無を健康に関する指標として使

用した場合に、職種が「その他」のほうが、損失割

合高群に該当するという結果がみられた。（ただし、

10%水準） 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関して、正

規職員では、健康に関する指標をいずれに設定

した場合も、「専門職」に対して「技術職」、「事務

職」、あるいは「営業職」のほうが、1日以上群に該

当するという結果がみられた。1 日以上の人に限

定して分析すると、正規職員では、疾病の有無を

健康に関する指標に設定した場合に、職種が「サ

ービス職」である場合に、アブセンティーイズム

（病休日数）が多いという関連がみられた。非正規

職員では、健康に関する指標をいずれに設定し

た場合も、「技術職」、「事務職」、「営業職」、「サ

ービス職」、「運輸・通信職」、「技能・労務職」、

「その他」でない場合に、アブセンティーイズム（病

休日数）が多いという結果がみられた。 
 
＜時間内に仕事が処理しきれないと感じている度

合い＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規

職員・非正規職員の両方で、健康に関する指標

をいずれに設定した場合も、時間内に仕事が処

理しきれないと感じている度合いが強いほど、損

失割合高群に該当するという関連がみられた（た

だし、現在の健康度などを設定した場合は 10%
水準）。 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関しては、1
日以上の人に限定した場合、正規職員では、健

康に関する指標をいずれに設定した場合も、時

間内に仕事が処理しきれないと感じている度合い

が弱いほど、病休日数が多いという関連がみられ

た。一方で、非正規職員では、現在の健康度・

K6・健康リスクを健康に関する指標に設定した場

合に、時間内に仕事が処理しきれないと感じてい

る度合いが強いほど、病休日数が多いという関連

がみられた（ただし、10%水準）。 
 
＜自分のペースで仕事ができると感じている度合

い＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、非正

規職員では、現在の健康度・K6・健康リスクを健

康に関する指標に設定した場合に、自分のペー

スで仕事ができると感じている度合いが強いほど、

損失割合高群に該当するという関連がみられた

（ただし、10%水準）。 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関しては、

非正規職員で、現在の健康度・K6・健康リスクを

健康に関する指標に設定した場合に、自分のペ

ースで仕事ができると感じている度合いが強いほ

ど、1 日以上群に該当するという関連がみられた

（ただし、10%水準）。 
 
＜仕事や業務で困ったときに、上司が頼りになる

と感じている度合い＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規

職員では、現在の健康度・K6・健康リスクを健康

に関する指標に設定した場合に、上司が頼りにな

ると感じている度合いが強いほど、損失割合高群

に該当するという結果がみられた。一方、非正規

職員では、健康に関する指標をいずれに設定し

た場合も、上司が頼りになると感じている度合い

が低いほど、損失割合高群に該当するという結果

がみられた（ただし、いずれも 10%水準）。プレゼ

ンティーイズム損失割合との関連に関しては、上

司への信頼度が正規職員と非正規職員とで異な

る可能性が示唆されたといえる。 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関しては、

非正規職員で、現在の健康度・K6・健康リスクを

健康に関する指標に設定した場合に、上司が頼
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りになると感じている人ほど、1日以上群に該当す

るという関連がみられた（ただし、10%水準）。 
 
＜仕事や業務で困ったときに、同僚が頼りになる

と感じている度合い＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、非正

規職員では、健康に関する指標をいずれに設定

した場合も、仕事や業務で困ったときに、同僚が

頼りになると感じている度合いが強いほど、損失

割合高群に該当するという関連がみられた。一方

で、アブセンティーイズム（病休日数）に関しては、

関連がみられなかった。 
 
＜チームワークの仕事頻度＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、チーム

ワークの仕事頻度との関連はみられなかった。一

方で、アブセンティーイズム（病休日数）に関して

は、非正規職員で、健康に関する指標をいずれ

に設定した場合も、チームワークの仕事頻度が高

いほど、1 日以上群に該当するという関連がみら

れた。一方で、アブセンティーイズム（病休日数）

に関しては、関連がみられなかった。 
 
 以上のような職場特性については、これまでに

もリーダーシップやサポートと行った職場環境が

プレゼンティーイズムと関連していることなどが示

さ れ て き て い る （ McGregor et al., 2014; 
Gosselin et al., 2013 など）。本調査でもこうした

関連が示されており、健康要因や個人要因を調

整してもなお、職場特性がプレゼンティーイズム

損失割合やアブセンティーイズム（病休日数）に

関わっていることが示唆された。仕事や業務で困

ったときに、上司・同僚が頼りになると感じている

かどうかや、チームワークの仕事への従事といっ

た、職場内での関係性に関する変数は主にプレ

ゼンティーイズム損失割合との関連がみられてお

り、職場内の関係性がプレゼンティーイズムによる

損失を生み出している可能性について、さらなる

調査が必要だと考えられた。 
 
＜就業日数・就業時間・残業時間＞ 
 就業日数は、プレゼンティーイズム損失割合と

の関連がみられなかった。アブセンティーイズム

（病休日数）に関して、1 日以上の人に限定すると、

非正規職員で、健康に関する指標をいずれに設

定した場合も、就業日数が少ないほど、病休日数

が多いという関連がみられた。 
 就業時間も、プレゼンティーイズム損失割合との

関連はみられなかった。アブセンティーイズム（病

休日数）に関して、正規職員では、健康に関する

指標をいずれに設定した場合も、就業時間が短

いほど、1 日以上群に該当するという結果がみら

れた（ただし、疾病の有無を設定した場合は 10%
水準）。一方で、1日以上の人に限定すると、非正

規職員で、健康に関する指標をいずれに設定し

た場合も、就業時間が長いほど、病休日数が多

いという結果がみられた。 
 残業時間についても、プレゼンティーイズム損

失割合との関連はみられなかった。アブセンティ

ーイズム（病休日数）に関して、非正規職員では、

健康に関する指標をいずれに設定した場合も、

残業時間が短い人のほうが、1 日以上群に該当

するという結果がみられた（ただし、疾病の有無を

設定した場合は 10%水準）。 
 
＜健康要因＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規

職員、非正規職員ともに、現在の健康状況の悪さ、

K6 得点の高さが、損失割合の高さと関連してい

た。 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関しても、正

規職員、非正規職員ともに、現在の健康状況が

悪い、あるいは K6 得点の高いほうが、1 日以上

群に該当していた。一方で、1 日以上群に限定す

ると、正規職員でも非正規職員でも、現在の健康

状況、K6 得点は病休日数の多さと関連がみられ
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なかった。したがって、全般的な健康状況は、病

休日数を取るかどうかには関連があるが、その多

さには異なる要因が関連していることが示唆され

たといえる。主観的な健康状態やストレスとプレゼ

ンティーイズム損失、アブセンティーイズムとの関

連は他の調査でも示されており（津野, 2019）、本
研究でも改めてこれらの関連が示されたと言える。 
 
＜健康リスク要因＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規

職員では、朝食に関するリスクがない人ほど、また、

睡眠休養に関するリスクを有している人ほど、損

失割合高群に該当するという関連がみられた。

（ただし、10%水準） 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関して、正

規職員・非正規職員ともに、喫煙リスクを有してい

るほど、1 日以上群に該当するという関連がみら

れた（ただし、正規職員では 10%水準）。また、1
日以上の人に限定すると、非正規職員で、朝食

に関するリスクを有している人ほど、病休日数が

多いという関連がみられた。 
 こうした健康リスクについては、これまでにもプレ

ゼンティーイズムやアブセンティーイズムとの関連

が示されてきている（Kowlessar et al., 2011 な

ど）。本調査でも一部関連が示される一方で、関

連のみられない健康リスクも存在した。本調査で

は現在の健康状況や K6 得点と組み合わせて解

析を行っており、これらが健康リスクとプレゼンティ

ーイズム損失割合やアブセンティーイズム（病休

日数）との関連に影響した可能性がある。健康リス

クとプレゼンティーイズム、アブセンティーイズムと

の関連を理解する上では、現在の健康状態など

を多角的に捉えて上で検証していく必要性が改

めて示されたといえよう。 
 
＜各種疾患の有無＞ 
 プレゼンティーイズム損失割合に関して、正規

職員では、「頭痛・偏頭痛」の症状がある／受診し

て治療中の人ほど、損失割合高群に該当すると

いう結果がみられた。一方で、非正規職員では、

「高血圧」、「喘息」（ただし、10%水準）、「慢性疲

労症候群・疲労感」、「抑うつ」の症状がある／受

診して治療中の人ほど、損失割合高群に該当す

るという結果がみられた。正規職員・非正規職員

によって、プレゼンティーイズム損失割合と関連

する疾患に違いがある可能性が示唆されたといえ

る。 
 アブセンティーイズム（病休日数）に関して、正

規職員では、「肩こり・腰痛」、「季節性のアレルギ

ー・花粉症」、「糖尿病」、「抑うつ」の症状がある／

受診して治療中の人ほど、1日以上群に該当する

という関連がみられた（ただし、「肩こり・腰痛」以

外は 10%水準） 
。非正規職員では、「肩こり・腰痛」、「頭痛・偏頭

痛」、「不眠障害」、「抑うつ」の症状がある／受診

して治療中の人ほど、1 日以上群に該当するとい

う関連がみられた。また、1 日以上の人に限定す

ると、正規職員では、「肩こり・腰痛」、「抑うつ」の

症状がある／受診して治療中の人ほど、病休日

数が多いという関連がみられた。非正規職員では、

「高血圧」、「喘息」、「抑うつ」の症状がある／受診

して治療中の人ほど、病休日数が多いという関連

がみられた（ただし、「高血圧」は 10%水準）。 
 こうした疾患とプレゼンティーイズム、アブセンテ

ィーイズムとの関連については、日本国内の労働

者を対象とした調査がいくつか行われている。和

田ら（2007）では、関東地区の労働者 544 名を対

象に、Stanford Presenteeism Scale 日本語版

を用いた調査を行い、疾患による労働障害指数

（Work Impairment Scale）を評価している。同

指数は、「うつ病・不安又は情緒不安定」、「偏頭

痛・慢性頭痛」といった疾患で多くなっていた。ま

た、欠勤による損失労働時間も評価しており、疾

患別にみると「アレルギー」、「腰痛・首の不調」、

「うつ病・不安又は情緒不安定」が多くなっていた。

抑うつについては、Wada et al. （2013）の 19 事
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業場を対象とした調査でも、Presenteeism との

関連が示されている。また、Suzuki et al. （2015）
が 1,831 名の日本人労働者を対象に行った 2 年

間のコホート研究でも、抑うつ（K6 得点が 13 点

以上）と疾病による休暇、プレゼンティーイズム

（ World Health Organization Health and 
Work Performance Questionnaire; WHO-
HPQ で測定）との関連がみられている。本調査で

は、こうした疾患が性別や年齢、年収だけでなく、

育児や介護などの個人要因・社会人口学的要因、

職場や仕事の特性などを調整した上でも、プレゼ

ンティーイズム損失割合やアブセンティーイズム

（病休日数）と関連があることが示された。労働生

産性対策において、抑うつなどの精神疾患をはじ

めとする健康対策が重要であることを再確認する

結果となったといえよう。 
 
＜本調査の限界と今後の展望＞ 
 本調査では、web アンケートという手法を用いた。

調査会社のパネルに回答を依頼したため、調査

対象が全国の労働者を代表しているかどうかにつ

いては、慎重な検討が必要である。しかし、web
アンケートを行ったことで、正規職員・非正規職員

でほぼ同数の回答を得ることができ、多様な職種

からも回答を得ることができたところに本研究を行

った意義があるといえるだろう。 
 分析の結果、個人要因・社会人口的要因を調

整したとしても、職場要因や仕事特性、健康要因

や健康リスク要因が関連している可能性が示唆さ

れた。しかし、本研究は横断調査であり、変数同

士の因果関係にまで言及することは困難である。

たとえば、プレゼンティーイズム損失割合に関して、

正規職員・非正規職員の両方で、時間内に仕事

が処理しきれないと感じている度合いが強いほど、

損失割合高群に該当するという関連がみられた。

しかし、時間内に処理しきれないほどの分量の仕

事が割り当てられているために、プレゼンティーイ

ズムが発生し、それによる生産性の損失が起きて

いるのか、それとも、労働生産性が落ちており、仕

事が捗らないために、時間内に処理しきれないと

感じているのかを本調査から推し量ることは難し

い。健康要因に関しても、疾患や健康リスクがプ

レゼンティーイズムの損失やアブセンティーイズム

（病休日数）を生み出していると考えられる一方で、

プレゼンティーイズムやアブセンティーイズムその

ものが精神保健上の健康問題を悪化させている

可能性も否定できない。 
 また、本調査は、個人要因、社会人口学的要因、

職場特性・仕事特性、健康要因、健康リスク要因

といった多様な要因を調査している点で価値が高

いと考えられるが、本調査に含めきれなかった変

数が、結果に影響を与えている可能性は否定で

きない。たとえば、年齢による自己の能力に対す

る期待値の相違や、育児・介護の負担度、健康に

関連して利用可能な社会資源といった変数が、

各独立変数とプレゼンティーイズム損失割合やア

ブセンティーイズム（病休日数）との関連に影響を

与えているかもしれない。実際の現場で活用可能

な知見を得るためには、本調査の結果をもとにさ

らに調査研究を重ねていく必要があると考えられ

る。 
 最後に、本調査では、分析モデルに基づいて、

プレゼンティーイズム損失割合に関してはロジス

ティック回帰分析を、アブセンティーイズム（病休

日数）については、ロジスティック回帰分析と重回

帰分析を行った。しかし、両従属変数の分布状況

などを考えると、ゼロ過剰な負の二項分布モデル

を用いた一般化線形分析などを検討する必要が

ある（Richard et al., 2017）。報告書の執筆にあ

たって、こうしたモデルの採用も検討したが、現時

点では収束するモデルが得られなかった。今後

は、従属変数・独立変数の選択や加工の工夫を

することで、より適切なモデルの構築を検討して

いく必要があると考える。 
 
E. 結論 
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 プレゼンティーイズム損失割合については、中

央値で二群に分けて、ロジスティック回帰分析を

行った。アブセンティーイズム（病休日数）に関し

ては、0 日と 1 日以上の二群に分けて、ロジスティ

ック回帰分析を行った上で、1 日以上の回答者に

限定して、重回帰分析を行った。その結果、プレ

ゼンティーイズム損失割合、アブセンティーイズム

（病休日数）ともに、性別や年齢、家族構成と行っ

た個人属性を調整しても、職場環境や仕事特性

が関連している可能性が示された。またその関連

の仕方は、プレゼンティーイズム損失割合とアブ

センティーイズム（病休日数）とで異なるだけでな

く、正規職員と非正規職員でも異なっていた。たと

えば、非正規職員では、上司が頼りになると感じ

ている度合いが低いほど、プレゼンティーイズム

損失割合高群に該当するという結果がみられた。

こうした結果をもとに、よりよい職場づくりに努める

ことが、プレゼンティーイズム損失割合やアブセン

ティーイズム（病休日数）の低下につながる可能

性がある。また、健康要因についても、改めてプ

レゼンティーイズム損失割合やアブセンティーイ

ズム（病休日数）との関連が示された。疾患別に

みると、「肩こり・腰痛」や「抑うつ」がプレゼンティ

ーイズム損失割合の高さ、アブセンティーイズム

（病休日数）の発生やその数の多さと関連してい

た。本調査は横断研究のため、変数同士の因果

関係への言及は困難ではあるが、今後の研究に

つながる有益な知見が得られたと考える。 
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研究要旨

本研究では、健康リスクレベルが高い従業員ほど労働生産性の損失が大きく、仕事に対する熱意や誇り

を表すワーク・エンゲイジメントや職場の一体感を強く感じる従業員ほどプレゼンティーイズムが小さいと

いう平成 29 年度の研究報告に関して、異なる調査フィールド、対象者および調査時期において検証した

ところ、同様の結果を示した。また、労働生産性の損失への影響が先行研究より示唆されている不定愁訴

については、不定愁訴の有訴数が多い従業員ほどアブセンティーイズムが高まる傾向が観測された。さら

に、労働生産性とその影響要因を複数時点で観測することにより、健康リスク数が減少した従業員は労働

生産性が良化し、健康リスク数が増加した従業員は労働生産性が悪化する傾向が見られた。これにより、

健康経営による従業員の健康維持・増進が、アブセンティーイズムとプレゼンティーイズムの抑制につな

がるという構造が示唆された。

A．研究目的 
米国企業の従業員を対象とした先行研究による

と、健康に関連する総コストのうち、生産性の損失

が 4 分の 3 を占めるのに対し、医療・薬剤費は 4
分の 1 を占めるに過ぎない 1。特に、生産性損失に

よるコストの大きい症状は、倦怠感、抑うつ、肩こり・

腰痛、睡眠障害などの不定愁訴である 2。

日本国内の大企業を対象とした先行研究におい

て、生活習慣と心身の健康状態に関する健康リスク

の増加に伴い、プレゼンティーイズムが悪化するこ

とが報告されている 3。また、中小企業に勤務する

従業員に関しても、健康リスクレベルが高いほど、

労働生産性の損失が大きいことが示されている 4。

さらに同研究では、仕事に対する熱意や誇りを表

すワーク・エンゲイジメントや、職場の一体感を強く

感じる従業員ほど、プレゼンティーイズムによる損

失が小さいことを明らかにしている。

そこで当研究では、国内中小企業を対象として、

これまで一時点で観測していた労働生産性とその

影響要因を複数時点で観測することにより、労働生

産性の変化を他の影響要因の状態や変化により説

明できるか検証した。

B．研究方法 
■研究対象：

健康経営を実践する中小企業 13 社に勤務する

従業員。

■調査方法：

無記名自記式アンケート調査を、2018 年 7 月

（事前調査）、同年 11 月（事後調査）の年 2 回実

施した。その結果、事前調査では 586 件（有効回

答 n=579）、事後調査では 564 件（有効回答

n=558）の回答を得た（図表１）。 
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■アンケート調査の測定項目：

a) 労働生産性：

アブセンティーイズムは、「過去 4 週間に、病気

やけがなどの体調不良で欠勤した日数」に関する

回答情報を使用した。また、プレゼンティーイズム

は、先行調査 3で用いた質問項目（東大１項目版）

の回答情報を使用した。具体的には、東大１項目

版「病気やけががないときに発揮できる仕事の出来

を 100%として過去 4 週間の自身仕事を評価してく

ださい。」の回答割合を 100%より差し引いた値を、

プレゼンティーイズム（損失割合%）とした。 
b) 健康リスク：

健康リスク評価 10 項目のうち、「リスクあり」と判

定された項目とその項目の合計数（健康リスク数）

を調べた。また、不定愁訴に関しては、国民生活基

礎調査 健康票に挙げられる 42 症状のうち、いく

つの症状を抱えているか（有訴数）を確認した。

健康リスク評価 10 項目：主観的健康感、仕事満足

度、家庭満足度、ストレス、飲酒、食生活、喫煙、睡

眠、運動習慣、不定愁訴

c) ワーク・エンゲイジメント、職場の一体感：

新職業性ストレス簡易調査 http://mental.m.u-
tokyo.ac.jp/jstress/の質問項目・得点計算法を活

用した。

d) 属性：

性別、年代、職種、勤務先、就業形態、交替勤

務の有無、夜勤の有無、勤続年数、育児・介護の

状況、年収。

■分析内容：

以下 3 つの分析を実施した。 
① 労働生産性と健康リスク、ワーク・エンゲイジメ

ント、職場の一体感との関係性の評価

昨年度の本研究結果（A 市 6 事業所の従業員

を対象として、2017 年 9 月に実施した無記名の自

記式アンケート調査結果 n=157）により、以下 2 点

の調査結果が得られた。

・健康リスクレベルが高い従業員ほど、労働生産性

の損失が高まる。

・ワーク・エンゲイジメント、職場の一体感が高い従

業員ほど、プレゼンティーイズムが良化する。

事前調査の結果を用いて、対象者と調査時期が

昨年度の調査と異なる場合において、昨年度と同

様の結果が示されるか確認した。

② 労働生産性と不定愁訴の有訴数との関係性の

評価

労働生産性の損失との関係性が強い不定愁訴

に着目した場合、不定愁訴の有訴数とアブセンティ

ーイズムおよびプレゼンティーイズムとの関係性を

評価した。具体的には、不定愁訴の有訴数が「0
個」、「1~4 個」、「5 個以上」の 3 群に分けた上で、

各群のアブセンティーイズムとプレゼンティーイズム

の平均値を比較検証した。

③ 労働生産性の損失の変化とその影響要因の変

化の関係性を評価

事前事後の調査結果を用いて、生活習慣や健

康状態の変化により、プレゼンティーイズムの大き

さがどのように変化するかを確認した。

■倫理面への配慮：

本研究は東京大学倫理審査専門委員会 （審査

番号：18-87）の承認を得た上で実施した。 

図表１．アンケート調査の事業所別回答状況と、1
回目調査結果の属性情報

事業所No
平均
年齢

女性
割合

本社以外
の割合

非正規社員
の割合

現職場の
勤続年数

単身者
の割合

育児負担者
の割合

介護負担者
の割合

1 47 23% 46% 38% 10 19% 7% 3%

2 50 6% 21% 21% 13 13% 8% 18%

3 33 34% 16% 27% 4 11% 26% 0%

4 45 33% 2% 5% 15 4% 11% 7%

5 45 10% 93% 17% 20 6% 18% 6%

6 49 21% 38% 12% 9 7% 16% 5%

7 45 65% 65% 9% 15 13% 5% 4%

8 43 39% 0% 6% 13 28% 11% 0%

9 45 52% 0% 11% 15 4% 18% 11%

10 48 48% 0% 5% 19 5% 5% 19%

11 41 11% 5% 5% 12 2% 23% 2%

12 48 7% 98% 24% 18 9% 20% 2%

13 42 8% 100% 3% 13 22% 22% 7%

全体 45 23% 41% 14% 13 10% 16% 7%

事業所No 回答数
有効
回答数

有効
回答率 回答数

有効
回答数

有効
回答率 回答数

1回目調査の
有効回答に対する割合

1 31 31 100% 29 29 100% 29 94%

2 64 63 98% 58 57 98% 47 75%

3 46 46 100% 41 41 100% 37 80%

4 48 48 100% 45 45 100% 44 92%

5 50 49 98% 49 48 98% 48 98%

6 77 76 99% 79 79 100% 75 99%

7 23 23 100% 23 23 100% 23 100%

8 18 18 100% 15 15 100% 14 78%

9 49 48 98% 48 47 98% 45 94%

10 21 21 100% 21 21 100% 21 100%

11 49 46 94% 49 46 94% 42 91%

12 47 47 100% 42 42 100% 37 79%

13 63 63 100% 65 65 100% 62 98%

586 579 99% 564 558 99% 524 91%

1回目調査 2回目調査 1回目・2回目調査のID紐付け

全体
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C．研究結果 
C-1. 労働生産性と健康リスクレベル、ワーク・エン

ゲイジメント、職場の一体感の関係性に関して、調

査時点および調査対象を変更した場合でも、昨年

度の研究報告と同様の調査結果が得られた。 
本年度の調査結果（B 県 13 事業所の従業員を

対象として、2018 年 7 月に実施した無記名の自記

式アンケート調査結果 n=579）においても、昨年度

の先行研究と同様に、健康リスクレベルの上昇に伴

い、アブセンティーイズムとプレゼンティーイズムが

悪化する傾向、およびワーク・エンゲイジメント、職

場の一体感のスコアが比較的高い従業員ほどプレ

ゼンティーイズムが良い傾向が見られた。 
具体的にまず、健康リスク評価により回答者を低

リスク群 48%、中リスク群 36%、高リスク群 16%の

3 群に分けた。各群のアブセンティーイズムの平均

値は低リスク群 0.3 日、中リスク群 0.3 日、高リスク

群 0.8 日であった。一方、各群のプレゼンティーイ

ズムの平均値は低リスク群 15.7%、中リスク群

18.7%、高リスク群 26.0%であった（図表 1）。 
 
図表 2．健康リスクレベルと労働生産性の損失 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

回答者の報酬年額をもとに労働生産性の損失（ア

ブセンティーイズムとプレゼンティーイズムの合計

値）をコスト換算した場合、1 人あたりの労働生産性

の損失コストは低リスク群が年間 53 万円、中リスク

群が年間 60 万円、高リスク群が年間 91 万円であ

った。低リスク群の損失コストと比較して、中リスク群

が 1.1 倍、高リスク群が 1.7 倍大きかった（図表

3）。 
また、ワーク・エンゲイジメント、職場の一体感に

関する設問に対して肯定的に回答した群（各スコア

が 3 点以上）と、否定的に回答した群（各スコアが

3 点未満）の 2 群に分けた。そして、各群のプレゼ

ンティーイズムの平均値を比較した場合、ワーク・エ

ンゲイジメントと職場の一体感ともに、肯定的な回

答をしている従業員の方がその平均値が低く、プレ

ゼンティーイズムの損失割合が小さい傾向が見ら

れた（図表 4）。 
 

図表 3．健康リスクレベルと労働生産性損失コスト 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図表 4．職場の一体感、ワーク・エンゲイジメントと

プレゼンティーイズム 
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C-2. 不定愁訴の有訴数が多い従業員ほど、労働

生産性の損失が高まる傾向が見られた。 
回答者の不定愁訴の状況について、不定愁訴の

42 症状の中で該当する症状の合計値（有訴数）に

より評価した。 
不定愁訴の有訴数により回答者を、「0 個」群

67%、「1~4 個」群 20%、「5 個以上」群 17%の 3
群に分けた。その上で、各群のアブセンティーイズ

ムの平均値は「0 個」群 0.2 日、「1~4 個」群 0.5
日、「5 個以上」群 0.9 日であった。一方、各群のプ

レゼンティーイズムの平均値は「0 個」群 17.6%、

「1~4 個」群 18.6%、「5 個以上」群 23.3%であった

（図表 5）。 
回答者の報酬年額をもとに労働生産性の損失（ア

ブセンティーイズムとプレゼンティーイズムの合計

値）をコスト換算した場合、1 人あたりの労働生産性

の損失コストは「0 個」群が年間 57 万円、「1~4 個」

群が年間 61 万円、「5 個以上」群が年間 88 万円

であった。「0 個」群の損失コストと比較して、「1~4
個」群が 1.1 倍、「5 個以上」群が 1.5 倍大きかった

（図表 6）。 
 
図表 5．不定愁訴と労働生産性の損失 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

C-3. 健康リスク数が減少した従業員はプレゼンテ

ィーイズムが良化し、健康リスク数が増加した従業

員はプレゼンティーイズムが悪化する傾向があっ

た。 
回答者 ID をもとに、事前事後の調査結果を紐付

けできた回答者（n=524）に関して、アブセンティー

イズム、プレゼンティーイズム、健康リスク数、不定

愁訴の有訴数の変化状況を確認したところ、それ

ぞれの変化量の平均値は 0.03 日、-0.2%、0.1
個、-0.05 個であった。調査期間で測定結果が変

化なし、つまり変化量 0 の回答者割合は、アブセン

ティーイズムが 77%、プレゼンティーイズムが

40%、健康リスク数が 35%、不定愁訴の有訴数が

60%であり、プレゼンティーイズムと健康リスク数は

比較的に変化が生じやすい評価指標であった。 
回答者を健康リスク数が減少した「良化」群、変化

量 0 の「変化なし」群、増加した「悪化」群に分け

た。各群のアブセンティーイズムの変化量の平均値

は、「良化」群-0.13 日、「変化なし」群-0.03 日、増

加した「悪化」群 0.01 日であった。一方、各群のプ

レゼンティーイズムの変化量の平均値は、「良化」

群-1.6%、「変化なし」群-0.9%、増加した「悪化」群

0.4%であった（図表 7）。 
 
図表 6．不定愁訴と労働生産性の損失コスト 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
さらに、事前事後の調査結果でアブセンティーイズ

ム、プレゼンティーイズム、報酬年額が欠損してい

ない回答者（n=424）に関して、労働生産性の損失

コストの合計値は 1 回目調査 26,156 万円、2 回
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目調査 26,163 万円であり、調査期間で年間 7 万

円（1 人あたり年間 200 円）の増加が推計された。 
労働生産性の損失コストの変化と健康リスク数の変

化の関係性について、1 人あたりの労働生産性の

損失コストの変化量は、健康リスクの「良化」群-5 万

円、「変化なし」群-2 万円、「悪化」群+6 万円であ

った。 
 
図表 7．健康リスク数の変化と労働生産性の変化

の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
D．考察 
D-1. アブセンティーイズムは、健康状態の悪化が

顕在化した従業員ほど増加する傾向があった。 
健康リスクレベルが「低リスク」「中リスク」の従業

員と比較して、「高リスク」の従業員のアブセンティ

ーイズムは急激に上昇する傾向が見られた。それ

に加え、不定愁訴の有訴数の増加に伴い、プレゼ

ンティーイズムと比較して、アブセンティーイズムの

方が徐々に悪化する傾向が見られた。したがって、

アブセンティーイズムは生活習慣・健康状態の悪化

が目立つ「高リスク」の従業員や、その悪化した状

態が不定愁訴の症状として顕在化している従業員

で高まる傾向が見られた。 
 
D-2. 健康リスク数の減少が労働生産性の改善に

つながる 
健康リスク数が減少した従業員は、労働生産性

が改善する傾向が見られた。これにより、健康状態

や生活習慣の改善が、アブセンティーイズムとプレ

ゼンティーイズムの抑制につながるという構造が示

唆された。ゆえに、健康経営を実践する事業主にと

って、より多くの従業員が参加するよう職場全体で

取組むことが労働生産性の改善に寄与することが

わかる。 
また、労働生産性の損失コストは、健康リスクが

悪化した従業員は 1 人あたり年間 6 万円増加、良

化した従業員は 1 人あたり年間 2 万円減少してい

た。これにより、企業経営の視点からも健康投資を

積極的に進める意義が見出された。しかしながら、

健康投資の費用対効果を証明するためには、より

多くの企業とその従業員を対象とした調査設計を

する必要がある。 
 
D-3. 労働生産性の低下を防ぐためには、健康だ

けでなく、仕事に対するモチベーションや職場の人

間関係をマネジメントすることが重要である。 
ワーク・エンゲイジメントや職場の一体感が良い

従業員ほど、プレゼンティーイズムによる損失が小

さいことが示された。したがって、プレゼンティーイ

ズムによる損失を抑制するためには、健康経営の

取組の中に、従業員同士のコミュニケーションが活

発化したり、仕事に対するモチベーションが高まる

ような要素を加えていくことが大切である。例えば、

職場で歩数イベントを開催する場合、従業員一人

ひとりに歩数計を配布して自主的な取り組みを促

すのではなく、少人数のチーム分けをして、取組を

進めると自然に従業員同士がコミュニケーションを

図るような工夫が大切になる。 
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E．結論 
 従業員の健康増進を図ることにより、労働生産性

の損失が抑制される構造が示唆された。また、ワー

ク・エンゲイジメントや職場の一体感が強い従業員

ほど、プレゼンティーイズムによる損失が小さいこと

が確認された。このように、職場の健康づくりを通じ

て従業員の健康維持・増進を図ることをベースと

し、併せて仕事に対するモチベーションや職場のコ

ミュニケーションを促進する取組が、労働生産性の

改善につながる可能性が示された。
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